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日本再興戦略　第Ⅱ-4.②、③、Ⅱ-5.④
経済財政運営と改革の基本方針2014　第2章4.(2)
国土強靱化基本計画
国土強靱化アクションプラン2014
国土交通省　南海トラフ巨大地震対策計画
国土交通省　首都直下地震対策計画

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 80
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-

-

-

-

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0081

年度27

-

-

100

ビッグデータを活用した被災・浸水状況等の把握手法の
検討項目数

活動実績 件

当初見込み 件

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 件

当初見込み 件

単位

- 1 -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

回

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 485 14 0 0

444 13

執行率（％） - 92% 93%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度 平成２７年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

南海トラフ、首都直下地震等の大規模災害を想定し、１枚のWeb地図を用いて、避難所や浸水想定区域などの事前に内蔵した基礎データ、レーダー雨量など
の刻々と変化するリアルタイム情報、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが現場で取集した被災状況などを重ね合わせて分析・共有できる電子防災情報システムを整備すること
により、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）等による応急活動の強化・充実を図る。

前年度から繰越し - 462

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

462

-

補正予算

14

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

0

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

本経費ではリアルタイムの被災状況や応急対応状況等を分析・共有できる電子防災情報システム構築のため、データ整備、システム開発、防災センターの機
能・機材の充実を図るとともに、ビッグデータを活用した被災・浸水状況等の把握手法を検討することにより、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）等による応
急活動の強化・充実を図る。

-

-

- -

-

防災訓練の回数に対する、
防災訓練を通じて応急活
動の強化・充実を図る電子
防災情報システム（プロトタ
イプ）を活用した防災訓練
を実施した回数の割合

25年度

事業番号

災害発生時の応急活動の強化・充実に係る経費 担当部局庁 水管理・国土保全局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
水管理・国土保全局河川計画課
水管理・国土保全局防災課
国土地理院企画部企画調整課

課長　塚原　浩一
課長　平井　秀輝
課長　大木　章一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 462

計

その他の事項経費

-

23

防災訓練の回数に対する、
防災訓練を通じて応急活
動の強化・充実を図る電子
防災情報システム（プロトタ
イプ）を活用した防災訓練
を実施した回数の割合を
100％とする。

実施方法

％

件
電子防災情報システムの開発

電子防災情報システムを用いた情報収集及び提供方
法検討項目数

活動指標

1 -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

当初見込み

件

活動指標

- 1 1 -

- 1

一般会計



達成度 ％

改革
項目

分野： -

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

計算式 百万円/件

計

-

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

歳出予算目

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

計算式 百万円/件

-

-

26年度

28年度当初予算

-

7/1 -

28年度活動見込

13 -

百万円/件 -

単位

単位当たり
コスト

13/1

423/1

- 7 - -

25年度 26年度 28年度活動見込

25年度

計算式

- 13/1

26年度 27年度

13

単位当たり
コスト

実績額／検討項目数
（ビッグデータを活用した被災・浸水状況等の把握手法

の検討業務報告書）

-

-

百万円

単位

実績額／電子防災情報システムの開発

単位当たり
コスト

-

算出根拠

28年度活動見込

- 423 -

実績額／検討項目数
（電子防災情報システムを用いた情報収集及び提供方

法検討業務報告書）

0 0

27年度

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

-

単位当たり
コスト

単位

政策 4　水害等災害による被害の軽減

施策 10　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

年度 年度

-

実績値 - - - - - -

目標値 - - - - - -

26年度 27年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

リアルタイムの被災状況や応急対応状況等を分析・共有できる電子防災情報システムを構築し、迅速で的確な情報収集・分析・共有を行うことによ
り、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）等による応急活動の強化・充実等が可能となり、これにより自然災害による被害の軽減に寄与する。

測
定
指
標

定量的指標 単位 25年度
中間目標 目標年度



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

既存資料の活用、事業者との複数回にわたる綿密な打ち合
わせを行う等により事業の効率化を図っている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
活動実績は見込みに見合ったものであることを確認してい
る。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は成果目標に見合ったものであることを確認してい
る。

事業番号

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

大規模災害に備え、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）等
による応急活動の強化・充実を図る本事業は優先度の高い
事業である。

企画競争による公募の実施を経ており、コスト水準は妥当で
ある。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

本事業の成果を今後の施策に反映するよう努めていく。

競争性の確保に努めており、支出先の選定は妥当である。また、本事業の成果については、事業目的に見合ったものであることを確認してい
る。

事業名

‐

成果をもとに災害対応時の情報収集が早まっている等成果
が活用されている。

○

使途は本事業目的に関係するもののみに限定している。

○

支出先の選定に当たっては、企画競争による公募を実施し
ており、応募は一者であったものの、参加資格要件である同
種・類似の業務実績は要件を満たす業者が相当数存在する
ことを確認の上設定し、早期の公示、十分な公示期間の確
保を行っており、競争性は確保されている。

○

評　価項　　目

本経費は、日本再興戦略、経済財政運営と改革の基本方針
に盛り込まれた内容について措置していくものであり、広く国
民のニーズがあり、優先度が高い事業である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

大規模災害対策は、民間の自主性に委ねられる分野ではな
く、地方公共団体による災害対応レベルを超えることから、
国が実施することが適切である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成22年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

74

平成24年度

平成27年度平成25年度 平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

73新26-20

平成23年度

国土交通省

１４百万円

事務費

０．６百万円

災害発生時の応急活動の強

化・充実に係る企画・立案・検

討等

諸謝金、職員旅費、委員等旅

費

Ａ．公益法人（１社）

１３百万円

○情報収集・活用手法の検討

【随意契約（企画競争）】



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

ビックデータを活用した被
災・浸水状況等の把握手法
の検討業務

1 99.7％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

3010005000132 13

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

計 13 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

13

B.

-
ビックデータを活用した被災・浸水状況等の
把握手法の検討

費　目

-

使　途

調査費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（一財）河川情報センター

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（一財）河川情報セン
ター

チェック

チェック



（ ）

宇宙開発利用

100

28年度活動見込

-

- - 100 100

26年度 27年度

- -

25年度

関係する計画、
通知等

25年度 26年度 27年度
中間目標

年度

- - 97 -

- - 150 -

　 0082

30 年度

目標値

事業番号

達成度 ％

防災基本計画（昭和38年策定）
基本測量に関する長期計画(平成26年策定）
災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（平成
25年11月8日科学技術･学術審議会建議）
国土地理院研究開発基本計画(平成26年4月）

27年度

-

302 284

- -

269

目標最終年度

-

- - 65 - -

150

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

310 302 293 269 0

291 283

執行率（％） 98% 96% 97%

（高精度地盤変動測量）
だいち2号の観測データ等
を用いて、地震・火山・地す
べり・地盤沈下等の地殻・
地盤変動情報が、自治体
等で活用された数。

地殻・地盤変動情報が自治
体等で活用された数の割
合

成果実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

昭和４２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

災害対策基本法に基づく政府の指定行政機関として、科学技術・学術審議会の「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について」（平
成25年11月8日建議）等の趣旨に沿い、地殻活動の活発な地域等において最新の測量技術を用いた繰り返し観測、地殻活動の予測分析を行うための調査等
を実施することにより、地震調査研究、火山噴火予知研究の推進に資する。

前年度から繰越し - -

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績 ％

26年度 27年度

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度

-

-

-

補正予算

29年度要求

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

「大規模地震対策特別措置法」、「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」、「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災
対策の推進に関する特別措置法」等で指定されている地域において、地殻変動を把握するため水準測量を実施する。また、地殻変動等の面的な分布を広範
囲に捉えるための高精度地盤変動測量（干渉SAR）、火山地域の地殻変動や地球内部構造の変化を把握するための火山変動測量を実施する。

9 -

310

- -

- -

25年度

実施方法

地殻変動等調査経費 担当部局庁 国土地理院 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 測地部計画課 課長　田中　博幸

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

304

予備費等

予算
の状
況

定量的な成果目標

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

算出根拠 28年度活動見込

　　千円/㎢ 27,905千円/377,972㎢計算式

25年度

当初見込み ％

- - 0.1 0.1千円/㎢

活動指標

だいち2号による国土全域の面積に対する解析面積の
率100％維持することを目指す
（島しょ部等の解析不能地域を除く）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

災害対策基本法（第3条、第8条、第46条、第87条）
測量法（第4条、第11条～第31条）

主要政策・施策

35,559千円/377,972㎢-

（高精度地盤変動測量）
執行額（千円）／作業量（㎢）

一般会計

単位当たり
コスト

単位

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

4

計

実績値 ％ 58

職員旅費

土地建物借料

施策

4　水害等災害による被害の軽減

10　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

38　防災地理情報の整備率

政策

測
定
指
標

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

防災対策地域水準測量及び高精度地盤変動測量等を着実に実施することにより、地震・火山・地すべり・地盤沈下等の地殻・地盤変動情報を提供
し、災害の防止や減災に資する。

歳出予算目

28

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

62

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

0.3

測量庁費 257

達成度 ％

28年度当初予算

年度 年度

成果実績

年度

66

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

単位

計画開始時
27年度 28年度

269.3 0

政府開発援助測量庁費

年度

目標値

中間目標

8

67

目標最終年度

59 61 64

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

－

国
費
投
入
の
必

要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

請負契約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・
公平性･競争性の確保に努めている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

－
事
業
の
有
効
性

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、国民の安全・安心を確保するため全国を対象とし
て国が責任を持って実施すべき事業である。

請負契約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・
公平性･競争性の確保に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事
業
の
効
率
性

関
連
事
業

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

成果実績は、成果目標達成可能な見込みである。

事業番号

見込みどおり。

‐

○

有

点検結果

改善の
方向性

総合評価落札方式など透明性・公平性・競争性の高い契約方式による発注に引き続き努めるとともに、これまでと同様に得られた成果につい
ては、地震予知連、火山噴火予知連絡会等の関係機関に提供する。

・業務の実施にあたっては、作業体制及び作業計画表の事前確認を行うとともに、工程管理を通じて実施内容、支出先や使途について明確に
把握できるよう適宜確認を行っている。
・業務終了後、完了時の検査を適切に実施したため、良好な品質の成果を得ることができた。
・引き続きコスト縮減に努めながら、確実に実施していく必要がある。

○

事業目的に沿って予算執行しており、その執行状況等を適
切に把握・確認している。

○

一者応札が多い理由を検証し、発注における競争性の確保
に努める。

○

‐

事業名

‐

成果物は、地震予知連絡会、火山噴火予知連絡会等の関
係機関に提供し、地震活動・火山噴火活動の評価、地震・火
山研究等の基礎資料として我が国の防災・減災対策に活用
されている。また、成果物をホームページで公開することで、
いつでも・どこでも・誰でも、幅広く利用することができるもの
としており、広く国民の安全・安心につなげている。

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

本事業は、国民の安全・安心を確保するため全国を対象とし
て国が責任を持って実施すべき事業である。

－

本事業は、国民の安全・安心を確保するため全国を対象とし
て国が責任を持って実施すべき事業である。

○



平成22年度

75

平成24年度

平成27年度

427

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成25年度 74

458

外部有識者の所見

平成26年度

453

77

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



計 0.2 計

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

E.（一財）中部電気保安協会 F. 静岡県御前崎市

費　目

0

計 0.5 計 44

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
東海機動観測基地　自家用電気工作物の
保安管理業務

0.2 光熱水料 水道料 0

雑役務費 防災対策地域水準測量（駿河地区） 17

C.国立研究開発法人　宇宙航空研究開発機構 D.東日本総合計画（株）

費　目 使　途

雑役務費 施設使用料 0.5 雑役務費 防災対策地域水準測量（伊豆地区）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 21 計 4

費　目 使　途

雑役務費 ＳＡＲデータ格納装置の保守業務

B.（一財）日本地図センター

金　額
(百万円）

10

27

3

雑役務費解析サーバの購入

費　目

雑役務費

金　額
(百万円）

A.（株）ホサカ

4

ＳＡＲデータ格納装置（ストレージ本体）の購
入

アジア太平洋地域地殻変動監視に必要な
測地基準座標系の構築に関する連携支援

5

使　途

雑役務費

雑役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 接続ケーブル 0

高次処理システム（解析サーバ）購入 3

チェック



支出先上位１０者リスト
A.民間会社

解析サーバの購入

ＳＡＲデータ格納装置（スト
レージ本体）の購入

高次処理システム（解析
サーバ）購入

ＳＡＲデータ格納装置の保
守業務

接続ケーブル

防災対策地域水準測量（御
前崎地区）

ＧＮＳＳ火山変動リモート観
測装置の作製

ＧＮＳＳ火山変動リモート観
測装置の保守

ＧＮＳＳ火山変動リモート観
測装置の設置

固定用アンカー材の製作

データロガー

嵩上げ架台等の製作

ＧＮＳＳ火山変動リモート観
測装置の総合制御装置の
通信仕様の改造

バッテリー運搬

0

19

5

3

3

3

0.9

0.9

0.8

4010501026588

4010501026588

4010501026588

4010501026588

4010501026588

4010501026588

4010501026588

4010501026588

4010501026588

9010401028746

0.1

0

7

9

一般競争入札

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

契約方式

一般競争入札

1 92％

総合評価入札

一般競争入札

随意契約
（少額）

2 96％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

随意契約
（少額）

1 99.1％

97.1％

2 95.7％

法　人　番　号

9010501012393

9010501012393

9010501012393

9010501012393

2120001053207

4010501026588

入札者数
（応募者

数）
落札率

一般競争入札

1

0.2

2

1

0.5

0.3

28

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

ネットワークカメラ　外１点

ネットワークカメラ　外１点

ネットワークカメラ　外１点

9010901015459

9010901015459

901090101545929

日興通信（株）つくば
支店

日興通信（株）つくば
支店

27

1

1 93.3％

1

2 92.7％

一般競争入札

地中地殻活動観測装置の
通信部分の装置及びデー
タロガーの保守

避雷器盤

ソフトウェア（地殻活動観測
データ総合解析システム）
の改造

3120001031541

7050001003222

6012401000803

6012401000803

6012401000803

9010001027685

白山工業（株）

みずほ情報総研
（株）

日興通信（株）つくば
支店

7

6

3

ＧＮＳＳ観測点（クリスマス
島）の撤去作業

測地業務におけるワークス
テーション等の利用支援及
び運用管理業務

地中地殻活動観測装置の
改造

98.7％

24

99.3％
日立造船（株）東京
本社

ＮＴＴ－ＡＴテクノコ
ミュニケーションズ
（株）

白山工業（株）

白山工業（株）

画像取得装置用電源ケー
ブルの製作

ＧＮＳＳ火山変動リモート観
測装置のデータロガー点検

ＧＰＳ解析支援システムの
調整及び解析業務

25

26

18

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

一般競争入札

6010001089530

3120001031541

1
三菱スペース・ソフト
ウエア（株）

21

22

97.4％

23 1

干渉ＳＡＲ高次処理ソフト
ウェア及び支援ソフトウェア
の改造

干渉ＳＡＲ高次処理ソフト
ウェア外１点の保守

ＳＡＲ干渉解析業務19

20

15

16

9010401028746

1

14

99.1％

1 99.3％一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札 1

12

17

0.6

0.3

0.1

三菱スペース・ソフト
ウエア（株）

（株）エイ・イー・エス
筑波事業所

日立造船（株）東京
本社

3

10

100％

13

6

1

6 79.6％

1

支　出　先 業　務　概　要

9010501012393 10

2

3

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

支　出　額
（百万円）

1 97.1％

9

5

1 95％

4

8

7

10

11

（株）ホサカ

（株）ホサカ

（株）ホサカ

（株）ホサカ

（株）ホサカ

（株）淀川アクテス

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード

（株）テクノバンガード



B.公益法人

C.独立行政法人

D.民間会社

E.公益法人

1

2
（一財）中部電気保
安協会　掛川営業所

2180005014521
東海機動観測基地　非常
用予備発電装置始動用蓄
電池触媒栓取替

0
随意契約
（少額）

14 中部電力（株） 3180001017428 電気料 1 -

8

9

6

7

（株）淀川アクテス 2120001053207 精密水準測量（阪神地区） 14 総合評価入札 4 77.5％

12

13

10

11

(株)八州 1010601035005 防災水準（仙台） 5 総合評価入札 9 79.2％

㈱松本コンサルタン
ト

4480001002274
防災対策地域水準測量（室
戸地区）

12 総合評価入札 5 86.3％

1

4

5

2

3

東日本総合計画
（株）

3013301008369
防災対策地域水準測量（駿
河地区）

17 総合評価入札 10 77.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

国立研究開発法人
宇宙航空研究開発
機構

9120905002657 施設使用料 0.5
随意契約
（少額）

4

5

（公財）日本無線協
会

2010005004209
第三級陸上特殊無線技士
養成課程受講

0
随意契約
（少額）

ＮＰＯ法人　磐田市
体育協会会長

9080405005594 電気料 0 -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般財団法人日本
地図センター

7013205000047

アジア太平洋地域地殻変
動監視に必要な測地基準
座標系の構築に関する連
携支援業務

4 一般競争入札 1

随意契約
（少額）

公益社団法人日本
地球惑星科学連合

8010005013468 会場借り上げ料 0
随意契約
（少額）

2

95.5％

公益社団法人日本
地球惑星科学連合

8010005013468
日本地球惑星科学連合２０
１５大会参加費及び投稿料

0.2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

山梨県富士山科学
研究所

8000020190004 電気料 0
随意契約
（少額）

東日本総合計画
（株）

3013301008369
防災対策地域水準測量（伊
豆地区）

27 総合評価入札 7 80.9％

日豊・アースプラニン
グ共同企業体

7020001068276
防災対策地域水準測量（千
葉地区）

19 総合評価入札 3 91％

日豊・アースプラニン
グ共同企業体

7020001068276
防災対策地域水準測量（足
摺地区）

13 総合評価入札 4 84.4％

（株）あいだ測量設計 6050001015301
防災対策地域水準測量（神
奈川地区）

19 総合評価入札 4 89.9％

（株）日研コンサル 5100001013829
精密水準測量及び地盤沈
下調査水準測量（中京地
区）

3 総合評価入札 4 79.6％

（株）日研コンサル 5100001013829
防災対策地域水準測量（遠
州地区）

10 総合評価入札 10 79％

(株)八州 1010601035005

地盤沈下関連水準測量（さ
いたま地区）及び河川事業
に伴う水準測量（利根川中
流地区）

5 総合評価入札 8 81.2％

国際測地（株） 8013401000238 水準測量（金沢地区） 5 総合評価入札 9 81％

大成ジオテック（株） 8290001049067
精密水準測量及び地盤沈
下調査水準測量（佐賀地
区）

5 総合評価入札 5 88.7％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一財）中部電気保
安協会　掛川営業所

2180005014521
東海機動観測基地　自家
用電気工作物の保安管理
業務

0.2
随意契約
（少額）



F.地方公共団体

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

静岡県御前崎市長 3000020222232 水道料 0
随意契約
（少額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

掛川市長 1000020222135 水道料 0
随意契約
（少額）

チェック



（ ）

33

一般会計

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

36.3 0

委員等旅費

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト 5,851

15,780/2,800

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

測量法（第4条、第11条～第31条）
地理空間情報活用推進基本法（第3条、第4条、第11
条、第18条）災害対策基本法（第3条、第8条、第46条）

主要政策・施策

単位当たり
コスト

千円/km2
[全国活断層帯情報整備の執行額]／[整備面積]

全国活断層帯情報の整備面積

18,007/2,800

算出根拠

当初見込み

km2

円/km2

計算式 17,554/3,000

km2

28年度活動見込

百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

現状より防災地理情報閲
覧数の増加を目指す（平成
28年度は700万件/月）

単位

防災地理調査経費 担当部局庁 国土地理院 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 応用地理部企画課 永山　透

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

47

予備費等

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

１）空中写真や旧版地形図等の過去の地形状況を表している資料から、地震のゆれや土砂災害に対して脆弱な箇所を抽出した脆弱地形データを整備する。
２）資料調査、現地調査、空中写真判読により、過去の噴火によって形成された火山の地形分類を行い火山防災地形データを整備する。
３）主要な活断層帯について、断層の詳細な位置、関連する地形の分布等の情報を整備する。

- -

50

- -

- -

地理院地図による防災地
理情報の閲覧数
※地理院地図での閲覧は
25年度から実施

25年度

実施方法

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度

-

-

補正予算

29年度要求

28年度当初予算

平成２０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

3

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

本事業で整備する防災基礎情報が、国・地方公共団体等の様々な機関における地震、火山噴火、土砂災害等の各種自然災害に対する防災・減災施策に利
用されることにより、国民の安心・安全の向上に寄与する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件/月
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

件/月

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

50 31 31 37 0

31 31

執行率（％） 94% 100% 100%

3,000 3,000 3,000

単位

26年度

17,554/2,000

8,7775,636 6,431

0.2

職員旅費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

-

7,000,000

-

歳出予算目

27年度

-

31

％

31

6,600,000

6,534,842 5,702,921

6,600,000

86 -

-

-

- -

37

　 0083

年度28

事業番号

基本測量に関する長期計画（平成26年策定）
地理空間情報活用推進基本計画（平成24年閣議決定）
防災基本計画（平成24年修正　中央防災会議）
地震及び火山噴火予知のための観測研究計画（平成20年建
議）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 99

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

2,805,289

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

2,800 2,800 2,000 -

3,000

29年度要求 主な増減理由

25年度

0.1

計

測量庁費

諸謝金

-

チェック



-

67

目標最終年度

59 61 64 -

中間目標

目標値

年度

計画開始時
27年度 28年度

単位

単位
年度

66 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

成果実績

-

年度 年度

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

62

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

この指標は、活断層帯の調査実施状況を因子としており、本事業は、直接この指標の向上に寄与している。

- 28 年度
定量的指標 25年度

実績値 % 58

施策

38　防災地理情報の整備率

4　水害等災害による被害の軽減

10　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



防災地理調査は専門性が高く、また客観性確保のため全国
統一基準によるデータ整備が必要であり、国が実施するべき
事業である。

○

評　価項　　目

地方公共団体等に適宜ニーズ調査を実施し、要望の高いと
ころを優先的に調査している。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

成果物は、国による活断層の長期評価や地方公共団体によ
るハザードマップ作成などに活用されている。また、ウェブサ
イトを通じ一般に公開しており、広く利用されている。

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

事業名

‐

454

78

平成23年度

○

事業目的に沿って予算を執行しており、その執行状況等を
適切に把握・確認している。

○ 請負契約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・
公平性・競争性の確保に努めている。
一般競争において一者応募の物件があったが、仕様要件は
排他的なものではなく、適切であったと考える。

○

点検結果

75

459

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続きコスト縮減に努めながら、確実に実施していく必要がある。また、これまでと同様に契約方式についても、透明性・公平性・競争性の高
い発注方法・発注先の選定に努める。

・地震災害、土砂災害、火山噴火などに対する防災計画やハザードマップの基礎資料として、継続的に防災地理情報を整備することは必要不
可欠である。
・業務の実施にあたっては、作業計画の事前確認を行うとともに、工程管理を通じて実施内容、支出先や使途について明確に把握できるよう適
宜確認を行っている。

平成26年度

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は順調に推移しており、最終目標年度に成果目標
を達成すると見込まれる。

事業番号

活動実績は、概ね、見込みに見合っている。

‐

○

有

平成25年度

428

関
連
事
業

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、国・地方公共団体等が防災・減災対策を行う際に
必要な基礎資料を整備するものであり、優先度は高い。

内容を吟味し、無駄の無い予算執行に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事
業
の
効
率
性

76

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

作業内容の一部をデジタル手法に移行することにより、人件
費、消耗品等のコストを削減して事業を実施している。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

ニーズや災害発生時の影響を基に整備地域の優勢順位を
つけ、効率的に事業を行っている。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト
A.民間企業

国土・地域開発JV

国土・地域開発JV

（株）昭文社

（株）きもと

（株）根本商事

（株）根本商事

東京地図利水社
データサービス共同
企業体

国土地図(株)

(株)ホサカ

(株)ホサカ

(株)NTTデータCCS

東京カートグラフィッ
ク(株)

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.国土・地域開発共同企業体

1

脆弱地形データ作成

作業用地図の購入

6

使　途

雑役務費 消耗品費都市圏活断層図作成に関する調査

費　目

雑役務費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

B.一般財団法人日本地図センター

金　額
(百万円）

12

費　目 使　途

18 計 1計

3

5 2 95％

3 52％

4

8

7

10

11

9

2 100％

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

総合評価入札

一般競争入札

一般競争入札

支　出　額
（百万円）

6

1

1 77％

9

支　出　先 業　務　概　要

3011101006857 12

2

3

- -12 0.2

36％

3 91％

法　人　番　号

3011101006857

2150001001047

9011101005242

6050001026257

6050001026257

7012401001123

入札者数
（応募者
数）

落札率

随意契約
（少額）

契約方式

総合評価入札

3 76％

一般競争入札

一般競争入札

随意契約
（少額）

1 80％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

95％

6 -

随意契約
（少額）

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

6 -

6

3

2

0.5

0.2

0.2

0.3

3011101006857

9010501012393

9010501012393

4010601021794

7011301004830

0.6

都市圏活断層図作成に関
する調査

脆弱地形データ作成

ソフトウェアの購入

空中写真焼付作業

メモリーモジュール　外３点

台車　外１４点

火山防災地形数値データ
作成（秋田駒ヶ岳）

都市圏活断層図データ変
換業務

プリンタ　外１０点

プリンタ　外１０点

ソフトウェア（ＡｒｃＧＩＳ）の保
守

火山土地条件図（秋田駒ヶ
岳）出力図の作成業務

0.7

0

チェック

国土地理院

31百万円 職員の旅費等

2百万円
土地の自然条件に関する防災

基礎情報データの整備・提供

A. 民間企業（12社）
28百万円

防災基礎情報データ整備業

務、事業に必要な備品・消耗

品の調達

【一般競争、指名競争、随意契

B. 公益法人（1社）
1百万円

作業用地図の購入

【一般競争、随意契約】



B.公益法人

東名通信工業(株)

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

0.1 2 -13

100％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一財）日本地図セン
ター

7013205000047 作業用地図の購入 1
随意契約
（少額）

1

随意契約
（少額）

1180001086061
ハンディＧＰＳ受信機　外１
点

チェック



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1



（ ）

-

計

測量庁費

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

217 265 244

250

年度

100

100

基本測量に関する長期計画（平成26年策定）
防災基本計画（平成27年中央防災会議決定）
地理空間情報活用推進基本計画（平成24年閣議決定）
災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推
進について（平成25年建議）
社会資本整備重点計画（平成27年閣議決定）
気候変動の影響への適応計画（平成27年閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

100

100 100

100

100 -

-

-

- -

99

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0084

年度28

100

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

計算式 　　X/Y

396,000

92/217

26年度

98/244

円/時間

300 250 250

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

98 99 99 99 0

99 98

執行率（％） 94% 100% 99%

平成２２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

災害対策基本法に基づく指定行政機関として、大規模な災害発生時に、機動性を生かし撮影した空中写真等を政府ならびに関係自治体等に速やかに提供
し、応急対策やその後の復旧・復興対策に資する。また、「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について（平成25年建議）」等の趣旨
に沿い、活動的な火山における火口部周辺の地形測量を実施することにより、火山噴火予知研究の推進に資する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

単位

28年度当初予算

時間

26年度 27年度

-

92

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算 99

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

地震、火山噴火、水害等の災害時には、発災後速やかに被災地域の画像情報を関係機関に提供し、応急対策やその後の復旧・復興対策に活用されること
が重要であることから、国土地理院が所有する防災・測量用航空機「くにかぜⅢ」による空中写真の撮影を実施し、撮影した空中写真画像及びそれら空中写
真を用いて作成した正射画像等を、政府ならびに関係自治体等へ速やかに提供する。また、平成22年度から「くにかぜⅢ」に合成開口レーダー（SAR)を搭載
して観測が可能になったことに伴い、火山の地形変化の推移を明らかにし、火山活動状況の把握に活用する。

- -

98

- -

- -

国及び地方公共団体の災
害対策本部における空中
写真等の利用率=(利用件
数/提供件数)

25年度

実施方法

％

予算額・
執行額

（単位:百万円）

事業番号

測量用航空機運航経費 担当部局庁 国土地理院 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 基本図情報部管理課 課長　飯田　洋

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

99

国及び地方公共団体の災
害対策本部における空中
写真等の利用率を100％と
する

測量用航空機（くにかぜⅢ）による機動撮影の運行時間

単位

予算実績額／撮影（観測）の年間運航時間

単位当たり
コスト

99/250

28年度活動見込

423,963 373,585 401,639

99/265

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

測量法（第3条～第4条、第11条～第12条、第27条、第
31条）、災害対策基本法（第3条、第8条、第46条、第50
条、第87条）、地理空間情報活用推進基本法（第2条～
第4条、第7条、第9条、第11条～第18条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

99 0

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

時間

一般会計

99

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

実績値 ％ 58

施策 10　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策

単位

測
定
指
標

年度
定量的指標 25年度

28

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

62

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

地震による被害が予想される活断層周辺の空中写真撮影を実施し、防災地理情報整備に寄与する。

国
費
投
入
の
必

要
性

成果実績

事業目的に沿って予算執行しており、その執行状況等を適
切に把握・確認している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

38　防災地理情報の整備率

年度

4　水害等災害による被害の軽減

中間目標 目標年度

関
連
事
業

‐

○

地震・豪雨・火山等の災害の際に、迅速に撮影を実施し、提
供した成果は関係機関や地方公共団体において、被災状況
の把握、応急対策等に活用されている。

年度

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

有

○ 概ね見込みどおりの活動実績を得られている。

‐

○

所管府省・部局名

最新の被災状況を機動的かつ網羅的に把握する手段とし
て、極めて実効性が高い事業である。

事業番号

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政府等の災害対応を支援し、国民の安全・安心の確保に寄
与する優先度の高い事業である。

予算執行状況は適切に把握・確認されている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

66 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

事業名

提供した成果は、関係機関において広く活用されている。

○

事業目的に沿った予算執行が行われている。

単位

○

計画開始時

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

請負契約の発注方法は一般競争入札を原則としている。
一者入札となったものについては、仕様書の要件を緩和す
るなど改善の努力をしている。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

27年度 28年度

59 61 64 -

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

災害時における被害規模の把握のために、航空機による情
報収集は必要不可欠である。

67

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

防災基本計画において、国土地理院は「航空機による目視、
撮影等による情報収集を行う」と定められている。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

77

平成24年度

平成27年度平成25年度

新22-429

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

76

460

外部有識者の所見

改善の
方向性

これまでと同様に契約方式については、透明性・公平性・競争性の高い発注方法・発注先の選定に取り組み、国民の安全・安心の確保に寄与
する機動的な事業実施に努める。

引き続きコスト削減に努めながら、確実に実施していく必要がある。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

-

79

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト
A.民間

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1 98％ -

共立航空撮影（株） 6012401013623
消耗品（ラダーケーブル）購
入

0.2
随意契約
（少額）

- - -

0.3

測量用航空機くにかぜⅢ
運航・管理業務

備品（ノートパソコン）購入

航空機SAR運搬用コンテナ
作成

消耗品（メモリーカード外）
購入

0.1

0.1

1 99.8％

法　人　番　号

9070001013390

7010701000910

6050001026257

入札者数
（応募者
数）

落札率契約方式

一般競争入札

2 98.9％

6012401013623 90

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

共立航空撮影（株） 6012401013623
測量用航空機くにかぜⅢプ
ロペラ交換作業

8 一般競争入札

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

一般競争入札

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

- -

2

3

5

4

6

1

計 98 計 0

90

役務 測量用航空機くにかぜⅢプロペラ交換作業 8

使　途

役務

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

測量用航空機くにかぜⅢ運航・管理業務

費　目
金　額
(百万円）

A.共立航空撮影（株）

費　目 使　途

B.

金　額
(百万円）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

共立航空撮影（株）

サンデンシステムエ
ンジニアリング株式
会社
（株）石川トランク製
作所

（株）根本商事

チェック

チェック

国土地理院
98百万円

A.民間（4社）
98百万円

【一般競争入札】

災害対策基本法に基づく指定行政機関として、災害時
の情報収集に係る企画立案及び事業の実施

測量用航空機「くにかぜⅢ」の運航管理業務等を実施



（ ）

1

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条、第13条、第13条の２、第14
条、第14条の２、第15条、第15条の２、第25条）、消防法
（第22条）、水防法（第10条、第11条、第12条）、災害対
策基本法（第3条、第8条）、交通安全対策基本法（第3
条）他

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

407 0

活動指標

その他の防災気象情報等の発表回数（全般・府県情報、
土砂災害警戒情報、天気予報等）

-

28年度活動見込

2,244 1,519 2,776

警報・注意報の発表回数（大雨・洪水警報等）
回

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

359

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに
200kmとする

実施方法

事業番号

予報業務 担当部局庁 気象庁予報部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 業務課 課長　倉内 利浩

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

524

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　地上・高層・衛星観測等を含む各種観測資料や数値予報結果等を基に、大雨や暴風等の気象の監視・予測に不可欠な天気図や、警報・予報、台風情報等
の作成・発表、豪雨時等における指定河川洪水予報や土砂災害に関する情報の作成・発表、航行中の船舶の安全のための海上予報・警報等の作成・発表
等を行う。これらの情報は、防災関係機関に伝達されるとともに、報道機関等を通じて国民に周知されるほか、民間気象事業者に提供され個別のニーズに応
じたサービス等に利用される。

-

534

- -

-

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）

25年度

654

単位

執行額／（警報・注意報の発表回数＋その他の防災気
象情報等の発表回数）

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

円/回

636,000,000/(41,875+187,229)354,000,000/(44,050+189,045)

28年度当初予算

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

324

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　全国の気象官署において、気象等に関する警報・注意報をはじめとする防災気象情報等を作成し発表することにより、豪雨等による災害の防止・軽減に資
する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

534 359 654 407 0

354 636

執行率（％） 98% 99% 97%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

- - -

計算式 　　/

-

524,000,000/(44,534+189,018)

26年度

82

観測予報庁費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0085

年度32

-

200

-

防災基本計画（昭和38年中央防災会議策定）、世界気象機関
条約、SOLAS条約（海上における人命の安全のための国際条
約）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

407

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

288

-

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

44,534 44,050 41,875 -

-

28年度活動見込

-

- - - -

26年度 27年度

189,018 189,045 187,229

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

職員旅費

通信専用料

宇宙開発利用、国土強靱化施策、ＩＴ戦略

チェック



・気象業務法に基づき、気象等の情報は気象庁が発表するこ
ととなっており、国が実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

・本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を発表す
るために不可欠なものであり、広く国民のニーズがあり、政策
の優先度の高い事業である。

200

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

年度

- - 260 -

計画開始時
27年度 28年度

（近年の主な改善事例）
・H17.9　土砂災害警戒情報の発表開始
・H19.4　台風予報の改善、指定河川洪水予報の改善
・H21.4　台風予報について５日先までの進路予報の発表開
始（従来は３日先まで）
・H22.5　気象警報・注意報の発表単位を市町村に細分化
・H25.8　特別警報の運用開始

○

・気象庁が直接実施する事業であり、自ら契約を締結し、工程
管理から完成検査まで、職員により適切に実施している。

単位

○

・原則として一般競争入札とするなど、競争姓を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討な
どを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したもの
などで問題はない。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を発表す
るために不可欠なものであり、広く国民のニーズがあり、政策
の優先度の高い事業である。

・調達内容を吟味し、調達において競争性を確保するなど、コ
ストを意識した予算執行を行っており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

・成果実績の達成度は着実に上昇している。
・平成27年度までと設定された成果目標は、最終年度にあた
る平成27年に達成された。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
・災害の防止、軽減に有効で効果的な活動実績であり、見込
みに見合ったものとなっている。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・本事業による気象予報精度の向上や防災気象情報の改善
は、災害の防止、軽減に効果的で効率的な手段である。

成果実績

・調達内容を吟味し、調達において競争性を確保するなど、コ
ストを意識した効率的な予算執行を行っている。

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　精度の高い台風予報を発表することにより、豪雨等による災害の防止・軽減に資する。

- 32 年度
定量的指標 25年度

実績値 km 288

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-



事業名

483

80

平成23年度

点検結果

77

492

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、予算の執行に当たっては、調達の競争性の確保など、効率的・効果的な予算執行に努める。

本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を迅速、的確に発表するためのものであり、国の防災上不可欠であることから、本事業を継続
する必要がある。

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

460

78

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

　総務省の行政評価・監視（平成22年度）において、以下の勧告を受けている。
「１　防災気象情報の適時かつ的確な発表等
　 （1）　大雨警報等の適時かつ的確な発表等
　　　①　解析雨量や降水短時間予報等の予測技術の精度向上のための取り組みを一層推進すること。」
　
支出先上位１０者リストの中には、平成２６年度に入札等を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結

果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （15社）

422百万円

予報作業支援システム業務処理ソフ
トウェア設計開発 等

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （54社）

201百万円

（註）

気象庁

636百万円

予報業務に係
る企画立案及
び事業の実施

気象庁ホームページ表示機能改

修 等

Ｃ．管区気象台等 （8機関）

11百万円

【随意契約】

Ｄ．民間事業者 （31社）

11百万円

（註）

計画に基づく電信回線専用料、借

用・保守等の実施
極軌道気象衛星受信装置

の点検調整 等

旅費（事務費）

2百万円

（註）随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。



金　額
(百万円）

A.沖電気工業㈱

65

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

3

気象庁ホームページ表示機能改修　等

使　途

雑役務費 雑役務費
予報作業支援システム業務処理ソフトウェ
ア設計開発　等

費　目

B.㈱日立製作所

金　額
(百万円）

238

費　目 使　途

計 238 計 65

C.気象衛星センター D.日本舶用エレクトロニクス（株）

費　目 使　途

雑役務費 極軌道気象衛星受信装置の点検調整 3 雑役務費 極軌道気象衛星受信装置の点検調整

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 3 計 3

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

沖電気工業（株）

沖電気工業（株）

沖電気工業（株）

沖電気工業（株）

日本電気（株）

（株）日立システムズ

（株）日立製作所

（株）ベルウクリエイ
ティブ

（株）マルミヤ

ネットワンシステムズ
（株）

（株）イワナシ

（株）人材バンク

東機エレクトロニクス
（株）

日本電気（株） 7010401022916
Ｘバンドレーダーデータ収集
分析装置の修理

0.8
随意契約
（その他）

電信回線専用料 8
随意契約
（その他）

（株）インターグルー
プ

8120001060882
平成２７年度語学（英会話）
研修請負

4
随意契約
（その他）

東京センチュリ－リ－
ス株式会社

6010401015821
プロキシサーバの借用
（リース）及び保守

0.9
随意契約
（その他）

気象庁光ファイバネットワー
ク基盤機能強化

13
随意契約
（公募）

三井住友トラスト・パ
ナソニックファイナン
ス（株）

1010001146146
洪水予報データ変換装置
の借用（リース）及び保守

9
随意契約
（その他）

西日本電信電話（株） 7120001077523

日立キャピタル（株） 6010401024970
予報作業用クライアントの
借用（再リース）及び保守

0.6
随意契約
（その他）

日本電気（株） 7010401022916

6

5 1 98.9％

4 93.6％

4

72.3％

7 86.5％

8

7

9

6

1

2 92％

1

10

1 99.9％

2

3

11

一般競争入札

-

一般競争入札

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6 91.8％12 2

2 4 79％

2 （株）日立製作所 7010001008844
土砂災害警戒情報作成シ
ステムのＩｎｔｅｒｎｅｔ　Ｅｘｐｌｏｒ
ｅｒ１１動作検証

1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）日立製作所 7010001008844
気象庁ホームページ表示
機能改修

63
随意契約
（その他）

随意契約
（少額）

（株）日立製作所 7010001008844 情報提供基盤設定変更 1
随意契約
（少額）

6

7

4

5

芙蓉総合リース（株） 3010001028689
予報作業支援システムサー
バ等借用（リース）及び保守

55
随意契約
（その他）

10

11

8

9

日本電気（株） 7010401022916
気象庁光ファイバネットワー
ク基盤運用支援及び保守

9
随意契約
（その他）

日立キャピタル（株） 6010401024970
予報作業支援システム用ク
ライアントの借用（リース）及
び保守

16
随意契約
（その他）

14

15

12

13

東日本電信電話（株） 7120001077523 電信回線専用料 7
随意契約
（その他）

16
新日鉄住金ソリュー
ションズ（株）

9010001045803
突風等短時間予測システム
運用監視端末等の移設及
びＷｉｎｄｏｗｓ７動作検証

2
随意契約
（公募）

東京センチュリ－リ－
ス株式会社

6010401015821
土砂災害警戒情報作成シ
ステムクライアントＰＣの借
用（リース）及び保守

3
随意契約
（その他）

100％

- -

法　人　番　号

7010401006126

7010401006126

7010401006126

7010401022916

6010701025710

7010001008844

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

1 99.9％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

7

7010401006126 161

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

3 88.5％

66

10

0.7

4

3

2

2

7030002052179

1011801021793

7010701007922

6011101030094

3012401013378

3012401013378

予報作業支援システム業務
処理ソフトウェア設計開発

予報作業支援システムサー
バの借用及び取付調整

予報作業支援システム業務
処理ソフトウェア保守

予報作業支援システムの運
用に係る業務処理ソフト
ウェア保守

突風等短時間予測システム
の製作及び取付調整

予報作業支援システム用ク
ライアントの取付調整

気象情報細分化に伴う表示
機能改修

気象データ交換システム等
のセキュリティ監査

電子計算機（ノートＰＣほ
か）の購入

ネットワーク技術指導請負

沿岸防災解説資料作成用
端末の購入

気象庁予報部予報課事務
補助（単価契約）

気象庁ホームページ等管
理用端末ほかの購入

97

57



C

D.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

有限会社　デーコム 6360002002903
トナーカートリッジほかの購
入

0.2
随意契約
（少額）

西日本電信電話（株） 7120001077523 電信回線専用料 0.1
随意契約
（少額）

田内電気（株） 3120001100445
高解像度気象衛星受信装
置等の撤去作業

0.5
随意契約
（少額）

（株）　フジモト 9290801003255 ＦＡＸ購入 0.2
随意契約
（少額）

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
新防災対策室用ＡＶシステ
ム修理

0.4
随意契約
（少額）

日本舶用エレクトロニ
クス（株）

5020001024108
極軌道気象衛星受信装置
の点検調整

3
随意契約
（公募）

（株）イナヅマ電気工
事

8310001000167
長崎地方気象台３階現業室
電源修理

0.1
随意契約
（少額）

ソフトバンク（株） 2013101000205
気象データ収集システム装
置使用料

2
随意契約
（その他）

札幌管区気象台 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

0

気象研究所 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

2

大阪管区気象台 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

1

沖縄気象台 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

0.4

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福岡管区気象台 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

3

4 6010701025710
予報作業支援システム用ク
ライアントの借用（リース）・
保守

40 一般競争入札 2 92％

A 沖電気工業㈱

A 日本電気㈱

A
㈱日立システ
ムズ

3 7010401022916
突風等短時間予測システム
ハードウェアの借用（リー
ス）・保守

130 一般競争入札 1 98.9％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

沖電気工業㈱A

2 7010401006126
予報作業支援システムの運
用に係る業務処理ソフト
ウェア保守

36 一般競争入札 1 99.9％

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 7010401006126
予報作業支援システムサー
バの借用（リース）及び保守

279 一般競争入札 1 99.9％

3

4

1

2

気象衛星センター 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

3

7

8

5

6

仙台管区気象台 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

1

東京管区気象台 8000012100004
計画に基づく電信回線専用
料、借用・保守等の実施

0.3

1

4

5

2

3

（株）イナヅマ電気工
事

8310001000167

長崎地方気象台耐震工事
に伴う電源及び通信線敷設
ならびに通信用機器移設取
付工事

2
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

（株）　フジモト 9290801003255
予報作業支援システム（ＹＳ
Ｓ３）用インクカートリッジ購
入

0.4
随意契約
（少額）

12

10

11

中日本航空（株） 3180001031924 きんき号航空機運航業務 0.2
随意契約
（少額）

（株）日本空調東北 3370001002484
仙台管区気象台空調機点
検

0.4
随意契約
（少額）

チェック



（ ）

0.3

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

ギガバイト（GB）/日

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条、第13条、第13条の２、第14
条、第14条の２、第15条、第15条の２、第25条）、消防法
（第22条）、水防法（第10条、第11条、第12条）、災害対
策基本法（第3条、第8条）、交通安全対策基本法（第3
条）他

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

1,363.3 0

船舶気象通報料

活動指標

気象情報伝送処理システム稼働率

1,363,000/(37×365)

28年度活動見込

122 126 90

データ取扱量
ギガバイト（GB）/日

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

1,695

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに
200kmとする

実施方法

事業番号

気象データ交換業務 担当部局庁 気象庁予報部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 業務課 課長　倉内 利浩

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

1,590

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　防災気象情報等の作成に不可欠な各種観測資料や数値予報資料をはじめとする、気象業務に関する国内・国外の各種資料を、気象情報伝送処理システ
ムを通じて、２４時間休止することなく迅速・効率的に収集・交換する。

-

1,733

- -

-

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）

25年度

1,239

単位

執行額／データの取扱量

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

千円/ギガバイト（GB）

1,228,000/(37.2×365)1,659,000/(36.2×365)

28年度当初予算

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

777

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　気象業務の円滑な遂行の基盤として、国内・国外の観測資料や予報・警報等の各種気象情報を即時的に収集・交換する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

1,733 1,695 1,239 1,363 0

1,659 1,228

執行率（％） 92% 98% 99%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 ％

当初見込み ％

13 36 36

計算式 　　/

101

1,590,000/(35.8×365)

26年度

579

観測予報庁費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0086

年度32

-

200

-

防災基本計画（昭和38年中央防災会議策定）、世界気象機関
条約、SOLAS条約（海上における人命の安全のための国際条
約）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

1,363

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

288

-

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

35.8 36.2 37.2 -

37

28年度活動見込

-

99.9 99.9 99.9 99.9

26年度 27年度

100 100 100

29年度要求 主な増減理由

25年度

7

計

職員旅費

通信専用料

国土強靱化施策、ＩＴ戦略

チェック



・気象業務法に基づき、気象等の情報は気象庁が発表するこ
ととなっており、国が実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

・本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を発表す
るために不可欠なものであり、広く国民のニーズがあり、政策
の優先度の高い事業である。

200

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

年度

- - 260 -

計画開始時
27年度 28年度

・平成２４～２６年度に気象情報伝送処理システム（東西日本
アデス）を更新し、近年増加し続けるデータ取扱量に対応する
ため伝送処理能力を向上させた。

○

・気象庁が直接実施する事業であり、自ら契約を締結し、工程
管理から完成検査まで、職員により適切に実施している。

単位

○ ・原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、競争性のない随意契約によるもの
については、一般競争入札で国庫債務負担行為に基づき契
約し、契約終了後これまでと同様の条件で継続的に使用する
ために契約したものなどで問題はない。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を発表す
るために不可欠なものであり、広く国民のニーズがあり、政策
の優先度の高い事業である。

・調達内容を吟味し、調達において競争性を確保するなど、コ
ストを意識した予算執行を行っており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

・成果実績の達成度は着実に上昇している。
・平成27年度までと設定された成果目標は、最終年度にあた
る平成27年に達成された。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
・災害の防止、軽減に有効で効果的な活動実績であり、見込
みに見合ったものとなっている。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・本事業による各種気象資料や情報の交換は、災害の防止、
軽減に効果的で効率的な手段である。

成果実績

・調達内容を吟味し、調達において競争性を確保するなど、コ
ストを意識した効率的な予算執行を行っている。

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　精度の高い台風予報を迅速に提供する。

- 32 年度
定量的指標 25年度

実績値 km 288

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-



事業名

‐

484

81

平成23年度

点検結果

78

493

外部有識者の所見

改善の
方向性

　引き続き、事業の実施に当たっては、調達において競争性を確保するなど、効率的・効果的な予算執行に努める。

　防災気象情報の迅速・的確な作成・発表には、観測資料や作成した情報を即時的に交換するためのシステムの維持・運用が不可欠であること
から、本事業を継続する必要がある。

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

461

79

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号関
連
事
業

支出先上位１０者リストの中には、２４年度、２６年度に入札等を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結

果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （11社）

905百万円

気象情報伝送処理システムハード
ウェアの借用（リース）・保守 等

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （20社）

321百万円

（註）

気象データ交換システムの借用

気象庁

1,228百万円

気象データ交換

に係る企画立案

及び事業の実施

Ｃ．管区気象台等 （3機関）

2百万円

【随意契約】

Ｄ．民間事業者 （5社）

2百万円

（註）

計画に基づく機器の保守等の実

施

設備保守 等

旅費(事務費）

0.2百万円

（註）随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。



金　額
(百万円）

A.㈱ＪＥＣＣ

96

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

1

気象データ交換システムの借用（リース）及
び運用支援・保守

使　途

借料及び損料 借料及び損料
気象情報伝送処理システムハードウェアの
借用（リース）・保守　等

費　目

B.東京センチュリーリース（株）

金　額
(百万円）

282

費　目 使　途

計 282 計 96

C.大阪管区気象台 D.南海ビルサービス（株)

費　目 使　途

雑役務費 大阪管区気象台空調設備保守点検　等 2 雑役務費 大阪管区気象台空調設備保守点検　等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 2 計 1

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

（株）ＪＥＣＣ

（株）ＪＥＣＣ

（株）ＪＥＣＣ

（株）ＪＥＣＣ

ソフトバンク（株）

ソフトバンク（株）

ソフトバンク（株）

ＮＴＴコミュニケーショ
ンズ（株）

東京センチュリーリー
ス（株）

ソフトバンクテレコム
（株）

シスコシステムズ
キャピタル（株）

シスコシステムズ
キャピタル（株）

富士通（株）

富士通（株）

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

ＫＤＤＩ（株）

-

5 - -

- -

4

-

- -

8

7

9

6

1

- -

-

10

- -

2

3

11

-

-

-

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

14

- -

-

2 96.2％

2 90.5％

一般競争入札

12

17

10

27

8

ＳＣＳＫ（株） 3

- -

高解像度降水予測システム
ハードウェアの借用（リー
ス）・保守

特別警報変換配信システム
通信サービス

18

- --

一般競争入札

- -ＫＤＤＩ（株）
本庁清瀬間ネットワークＡ
系回線使用料

ＡＭＤＣＮデータ交換検証装
置の購入及び取付調整

15

16

8010001074167

-

- -

法　人　番　号

2010001033475

2010001033475

2010001033475

2013101000205

2013101000205

2013101000205

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

1

2010001033475 150

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-

-

- - -

-

-

-

-

- -

94

29

9

186

62

40

28

7010001064648

6010401015821

7010401110076

4010401045416

4010401045416

1020001071491

1020001071491

8010401021784

9011101031552

9011101031552

9

2

2

気象情報伝送処理システム
ハードウェアの借用（リー
ス）・保守

気象情報伝送処理システム
（西日本）ハードウェアの借
用（リース）及び保守

気象情報伝送処理システム
（西日本）用クライアントシス
テムの借用（リース）及び保
守

気象情報伝送処理システム
（西日本）ハードウェアの借
用（リース）及び保守

気象庁国内基盤通信網（Ｂ
網）通信回線サービス

気象情報配信サービス（ホ
スティング等）の提供

本庁清瀬間ネットワークＢ
系回線使用料

気象庁国内基盤通信網（Ａ
網）通信回線サービスの提
供

気象情報伝送処理システム
用クライアントシステムの借
用（リース）・保守

気象庁国内基盤通信網（Ｂ
網）通信回線サービス

気象情報伝送処理システム
ネットワーク機器の借用
（リース）・保守

気象情報伝送処理システム
（西日本）ネットワーク機器
の借用（リース）及び保守

気象情報伝送処理システム
の業務処理ソフトウェア保
守

気象情報伝送処理システム
（西日本）の業務処理ソフト
ウェア保守

201

41



B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

日本舶用エレクトロニ
クス（株）

5020001024108
極軌道気象衛星受信装置
のモニター修理

0.1

（株）ＨＤＣ 6430001022250 ディスプレイ購入 0

南海ビルサービス
（株)

5120001086344
大阪管区気象台空調設備
保守点検作業

1

高松市 1000020372013
防災情報普及啓発講座会
場使用料

0

日本舶用エレクトロニ
クス（株）

5020001024108
極軌道気象衛星受信装置
の修理

0.1

札幌管区気象台 8000012100004
計画に基づく機器の保守等
の実施

0.1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

気象衛星センター 8000012100004
計画に基づく機器の保守等
の実施

0.1

ＩＢＪＬ東芝リース（株） 4010701026198
部外機関通信処理システム
ハードウェアの借用（リー
ス）及び保守

8
随意契約
（その他）

気象情報伝送処理システム
の設定変更

4
随意契約
（公募）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

ＷＩＳ通信サービスの提供 15
随意契約
（その他）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

ＮＴＴコミュニケーショ
ンズ（株）

7010001064648 電信回線専用料 8
随意契約
（その他）

富士通（株） 1020001071491

ＫＤＤＩ（株） 9011101031552 電信回線専用料 19
随意契約
（その他）

（株）インターネットイ
ニシアティブ

6010001011147

2
鹿児島県無線漁業協
同組合

9340005000671 電信回線専用料 83

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京センチュリーリー
ス（株）

6010401015821
気象データ交換システムの
借用（リース）及び運用支
援・保守

96
随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

ＮＴＴファイナンス
（株）

8010401005011
突風等短時間予測システム
借用（リース）及び保守

34
随意契約
（その他）

6

7

4

5

ＮＴＴファイナンス
（株）

8010401005011
突風等短時間予測システム
借用（再リース）及び保守

5
随意契約
（その他）

10

11

8

9

アビコム・ジャパン
（株）

5010401001888
航空無線データ通信第４種
サービス

11
随意契約
（その他）

ＩＮＴＥＲＯＵＴＥ　ＣＯ
ＭＭＵＮＩＣＡＴＩＯＮＳ
ＬＩＭＩＴＥＤ

電信回線専用料 20
随意契約
（その他）

12 富士通（株） 1020001071491
気象情報伝送処理システム
のＩｎｔｅｒｎｅｔ　Ｅｘｐｌｏｒｅｒ１１
動作検証

1
随意契約
（少額）

3

1

2

大阪管区気象台 8000012100004
計画に基づく機器の保守等
の実施

2

1

4

5

2

3

南海ビルサービス
（株)

5120001086344
大阪管区気象台１７階マシ
ン室空調機修繕

0.5

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

（株）空調工房 9430002036965
札幌管区気象台空調設備
点検調整

0

チェック



（ ）

ＩＴ戦略

計

職員旅費

電子計算機等借料

5

29年度要求 主な増減理由

当初見込み

28年度活動見込

25年度

27年度

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

2 2 2 -

2

28年度活動見込

-

5 5 5 5

25年度 26年度

26年度 27年度

5 5

25年度

28年度活動見込

年度

288

-

防災基本計画（昭和38年中央防災会議策定）、世界気象機関
条約、SOLAS条約（海上における人命の安全のための国際条
約）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

927

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0087

年度32

24

-

200

-

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

711

観測予報庁費

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

数値予報モデルの実行回数（局地モデル）
活動実績

回/日

28年度活動見込

計算式 　　/

70.5

25年度 26年度 27年度

25年度 27年度

716,000/((24+8+4)×365)

24 24 24

26年度

回/日
当初見込み

数値予報モデルの解像度（全球モデル）
活動実績 km
当初見込み km

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動指標及び活動実績（アウトプット）欄の追加分は【別
紙4】に記述

活動指標 単位

活動実績 km
当初見込み km

単位

2 2 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

716 691 711 927 0

691 711

執行率（％） 100% 100% 100%

昭和３４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

216

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　気象に関する警報・予報の作成のための基盤情報として必要不可欠な数値予報資料を作成する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km

28年度当初予算

711,000/((24+8+4)×365)691,000/((24+8+4)×365)

-

-

補正予算

千円/回

711

単位

執行額／数値予報実行回数
単位当たり

コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

716

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　観測データ等を基に物理法則に基づく数値計算を行い、予報や警報等の基礎資料となる数値予報資料を作成する。精度の高い数値予報を行うためには、
最新の気象学の知見を基に大気現象を精緻に表現できる数値予報モデルによる計算が必要であるが、その計算には膨大な計算機資源が必要となる。この
ため、数値解析予報システム（スーパーコンピュータ）により数値予報モデル計算の運用を行い、数値予報資料を作成する。

-

716

- -

-

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）

25年度

活動実績

事業番号

数値予報業務 担当部局庁 気象庁予報部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 業務課 課長　倉内 利浩

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

691

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに
200kmとする

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

km
数値予報モデルの解像度（局地モデル）

数値予報モデルの解像度（メソモデル）

927,000/((24+8+4)×365)

活動指標

20 20

28年度活動見込

54.5 52.6 54.1

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条、第13条、第13条の２、第14
条、第14条の２、第15条、第15条の２、第25条）、消防法
（第22条）、水防法（第10条、第11条、第12条）、災害対
策基本法（第3条、第8条）、交通安全対策基本法（第3
条）他

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

927.2 0

活動指標

26年度

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

km

活動指標

20 20 20 -

20 20

一般会計

24 24 24

0.2

チェック



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

測
定
指
標

実績値 km 288

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　数値予報の結果を用いて、精度の高い台風予報を発表する。

- 32

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）
-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

・調達内容を吟味し、調達において競争性を確保するなど、コ
ストを意識した効率的な予算執行を行っている。

○
・災害の防止、軽減に有効で効果的な活動実績であり、見込
みに見合ったものとなっている。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・本事業による数値予報資料の作成は、災害の防止、軽減に
効果的で効率的な手段である。

・成果実績の達成度は着実に上昇している。
・平成27年度までと設定された成果目標は、最終年度にあた
る平成27年に達成された。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を発表す
るために不可欠なものであり、広く国民のニーズがあり、政策
の優先度の高い事業である。

・調達内容を吟味し、調達において競争性を確保するなど、コ
ストを意識した予算執行を行っており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

（近年の主な改善事例）
・平成19年に、全球を対象とした数値予報モデルについて、計
算を行う格子間隔を60km→20kmへ精密化
・平成24年度より、数値解析予報システムを更新し、計算能
力等を増強
・平成25年、局地モデルの1日あたりの実行回数を8回から24
回へ高頻度化
・平成26年、全球モデルの鉛直解像度増強（60層→100層）
・平成27年、局地数値予報システムに新たな計算手法を導入
し、安定性や効率性などを強化

○

・気象庁が直接実施する事業であり、自ら契約を締結し、工程
管理から完成検査まで、職員により適切に実施している。

単位

○ ・原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、競争性のない随意契約によるもの
については、一般競争入札で国庫債務負担行為に基づき契
約し、契約終了後これまでと同様の条件で継続的に使用する
ために契約したものなどで問題はない。

○

計画開始時
27年度 28年度

- - 260 -

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

・本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を発表す
るために不可欠なものであり、広く国民のニーズがあり、政策
の優先度の高い事業である。

200

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

・気象業務法に基づき、気象等の情報は気象庁が発表するこ
ととなっており、国が実施すべき事業である。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

総務省の行政評価・監視（平成22年度）において、以下の勧告を受けている。
「１　防災気象情報の適時かつ的確な発表等
 （1）　大雨警報等の適時かつ的確な発表等
　　①　解析雨量や降水短時間予報等の予測技術の精度向上のための取り組みを一層推進すること。」

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

80

平成24年度

平成27年度平成25年度

462

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

79

494

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、事業の実施に当たっては、数値解析予報システムの更新において、総合評価方式による一般競争入札を実施するなど、効率的・効果
的な予算の執行に努める。

数値予報モデル計算により作成される数値予報資料は警報・予報関連業務の基盤となる情報であり、防災気象情報を作成するためにも、本事業
を継続する必要がある。

事業名

‐

485

82

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【随意契約】

気象庁

711百万円

Ａ．民間事業者 （1社）

711百万円

数値予報解析に係

る企画立案及び事

業の実施

スーパーコンピュータシステム借用（レ

ンタル） 等



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

スーパーコンピュータシステ
ム借用（レンタル）

ＤＣＰデータ伝送装置等の
借用（リース）・保守

20

法　人　番　号

2010001033475

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

随意契約
（その他）

2010001033475 691

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

随意契約
（その他）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1

計 711 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

711

B.

スーパーコンピュータシステム借用（レンタ
ル）　等

費　目 使　途

借料及び損料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）ＪＥＣＣ

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）ＪＥＣＣ

（株）ＪＥＣＣ

チェック

チェック



活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

-
当初見込み 回/日 4 4 4 4

数値予報モデルの実行回数（全球モデル）
活動実績 回/日 4 4 4

27年度 28年度活動見込

数値予報モデルの実行回数（メソモデル）
活動実績 回/日 8 8 8 -
当初見込み

活動指標 単位 25年度 26年度

回/日 8 8 8 8

別紙４



（ ）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

172,224 172,224 174,096

100 100 100

100 100

一般会計

定量的な成果目標

26年度

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

当初見込み

ヶ所

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

-成果実績

目標値 -

定量的な成果目標

風向風速・気温・日照時間観測地点数
(臨時観測地点を除く）

活動指標

100 100

％

降水量観測地点数
(臨時観測地点を除く）

成果実績

-

単位

-

成果指標

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

事業番号

アメダス観測 担当部局庁 気象庁観測部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観測課
課長
木俣　昌久

事業名

会計区分

28年度

-

実施方法

定量的な成果目標

％

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　気象の基本的な要素である、降水量、風向風速、気温、日照等について、全国のアメダス観測所、気象官署において観測装置により自動で常時観測を行う
とともに、部外機関の観測した観測データを速やかに収集して品質管理を行う。
　観測成果は即時に実況値として全国の予報担当者や防災関係機関に提供する。また、全国から集められた観測資料は速やかに蓄積・統計処理を行う。

-

972

- -

-

達成度

ヶ所

25年度

698

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

翌年度へ繰越し ▲ 278

計

-

1,125

949

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

達成度 ％

269

-

補正予算

単位

目標最終年度

- 年度

37 35 34 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

％

目標値

成果指標

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　集中豪雨等の国民の生命財産に重大な被害をもたらす気象現象を把握するため、地域気象観測システム（アメダス）や部外機関の観測データの収集を推
進し、観測結果をリアルタイムに収集して予報担当官署に配信することにより、適時・的確な警報・注意報の発表を行い、気象災害の防止・軽減を図る。また、
観測データの統計資料を成果として発表することにより、災害の予防、産業の興隆等に寄与する。

前年度から繰越し - 278

成果実績

目標値

成果指標 単位

比✕10
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

比✕10

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

963 1,403 698 706 0

1,385 697

執行率（％） 99% 99% 100%

成果実績 -

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
活動実績 ヶ所
当初見込み ヶ所

単位

1,196 1,196 1,209

回/日
当初見込み

国際通報回数達成率
活動実績 %
当初見込み %

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

アメダス観測回数
活動実績

回/日

28年度活動見込25年度 27年度

171,874 171,864 173,824

- - - - 34

　 0088

年度29

28 年度

28 年度

28 年度

174,096

-

5.2

-

- - - - -

防災基本計画（昭和38年策定）
世界気象監視計画（WMO策定、昭和38年開始）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

5.1 5.1

-

- -

-

-

-

706

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

26年度 27年度

-

その他の事項経費

気象業務法（第3条、第4条、第11条　他）
災害対策基本法（第3条、第8条）

- 年度

26 25 23 - -

- - - - 23

4.8

-

-

中間目標 目標最終年度

--

25年度 26年度 27年度
中間目標

-

- 年度

- 22

- - - - -

- -

- -

25年度 26年度 27年度

23 22 20

-

25年度

28年度活動見込

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1,196 1,196 1,209

1,209

28年度活動見込

840 840 840 840

25年度 26年度

26年度 27年度

840 840 840

27年度

大雨警報のための雨量予
測精度を向上させ、降水短
時間予報における２時間後
から３時間後までの1時間
雨量の予測値と実測値の
比を平成29年度までに0.52
以上とする。

降水短時間予報における２
時間後から３時間後までの
1時間雨量の予測値と実測
値の比

天気予報の精度を向上さ
せ、明日予報が大きくはず
れた年間日数（降水）を平
成28年度までに23日以下と
する。

明日予報が大きくはずれた
年間日数(降水)

天気予報の精度を向上さ
せ、明日予報が大きくはず
れた年間日数（最高気温）
を平成28年度までに34日以
下とする。

明日予報が大きくはずれた
年間日数(最高気温)

明日予報が大きくはずれた
年間日数(最低気温)

天気予報の精度を向上さ
せ、明日予報が大きくはず
れた年間日数（最低気温）
を平成28年度までに22日以
下とする。

海洋政策、国土強靱化施策、ＩＴ戦略

チェック



評　価項　　目

5.2

目標最終年度

21

目標値

中間目標

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

707 0

通信専用料

年度

- - - -

706,000/
  63,545,040

28年度活動見込

15.1 22.1 11

計画開始時
27年度 28年度

事
業
の
効
率
性

5.1 -

目標値 比✕10

有

円

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

有

単位

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

○ 原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討な
どを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したもの
などで問題はない。

単位

執行額（千円）／　（アメダス観測回数（回/日）
　　　　　　　×365日（27年度は366））

単位当たり
コスト

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

土地建物借料

成果実績
K
P
I

(

第
一
階
層

）

降水短時間予報における２時間後から３時間後までの1
時間雨量の予測値と実測値の比

年度 年度

14

28年度当初予算

68

国
費
投
入
の
必
要
性

214

計

計算式 　　/

11.1

 949,000/
 

26年度

697,000/
 

1385,000/
　

390

職員旅費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

5.1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

アメダス観測業務による雨量データは、気象レーダーによる観測データと共に、降水短時間予報の初期値作成に利用されている。

歳出予算目

- 29 年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

実績値 比✕10 4.8

諸謝金

観測予報庁費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策

単位

４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

年度

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

○

アメダス観測は、警報・注意報をはじめ防災気象情報の作成
に利用され、自治体や防災関係機関が防災対策を講じるた
めに必要不可欠であるとともに、公共インフラとして産官学を
問わず観測データが活用されており、広く国民のニーズがあ
る。
気象業務法に基づき、気象等の観測網整備や情報発表は気
象庁が実施することとなっており、国が実施すべき事業であ
る。

○

災害の防止・軽減を図る事業のため、政策優先度の高い事
業である。

○

‐

調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

○
観測装置・アメダスデータ等統合処理システムの更新におい
て国庫債務負担行為を活用した複数年契約を行うなど、コス
ト削減や調達における競争性の確保に努めている。

○

○

‐

調達において、一般競争入札により、競争性を確保しコスト削
減に努めている。

‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。



活動実績は見込みに見合ったものであるか。

463

点検結果

80

495

外部有識者の所見

改善の
方向性

点
検
・
改
善
結
果

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

事業名

486

83

平成23年度

事業番号

81

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

・総務省の行政評価・監視（平成22年度）において、以下の勧告を受けている。
「１　防災気象情報の適時かつ的確な発表等
　（１）大雨警報等の適時かつ的確な発表等
　　③アメダス観測所等における観測環境の改善及び障害発生時の復旧に係る対応基準等を明確化し、官署に徹底すること。」

・行政事業レビュー「公開プロセス」（平成２６年度）の対象事業となった。
レビューシート番号・事業名：81　アメダス観測業務
結果：「事業内容の一部改善」
とりまとめコメント：
・アウトカム指標の設定について、アメダス観測に特化した指標や、気象庁が提供する情報が防災・減災、国民の日常生活や産業活動につながるような指標を検討
すべき。
・ライフサイクルコストの視点を重視し、例えば、観測機器の調達方法の改善や、観測機器の高度化に応じた新たなメンテナンス方法の導入などの工夫により、観測
に必要なコストの縮減を図るべき。

・支出先上位１０者リストの中には、平成２３年度、平成２５年度、平成２６年度に入札を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

　アメダス観測は、気象災害の防止・軽減を図るため発表される警報・注意報をはじめ防災気象情報の作成に不可欠なものであり、蓄積され統計
処理された観測データは、過去の災害事例との関連から、地域の防災計画をはじめ各種の災害対応マニュアルの作成にも活用されている。ま
た、我が国の気象・気候の変化を監視・予測するための基盤となる観測網であり、自治体や防災関係機関が防災対策を講じるために不可欠であ
るとともに、観測成果は公共インフラとして産官学を問わず活用されている。このため、本事業を継続する必要がある。
　また、事業の実施に当たっては、観測装置（地上気象観測装置（平成22-26年度））・アメダスデータ等統合処理システム（平成25-26年度）の更
新において国庫債務負担行為を活用した複数年度契約を行うなど、効率的、効果的な予算の執行に努めている。

引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

○

○

実施にあたり、多角的な仕様検討を実施し、より効率的な整
備に努めている。

活動実績は見込と大きく乖離しておらず、適切である。

アメダス観測網から得られた観測データは警報・注意報をは
じめ防災気象情報の作成に利用され、気象災害の防止・軽減
に寄与している。さらに、公共インフラとして、防災機関を始
め、産官学を問わず、広く活用されている。

○

○ 成果実績の達成度は着実に上昇している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【一般競争入札】

【随意契約】

【一般競争入札】

【随意契約】

【随意契約】

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。
少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ｅ．民間事業者（２７４社）

１１０百万円

管区気象台が発注した旧権現山
無線ロボット雨量観測所跡地土
壌分析作業及び調査　等

Ｆ．地方公共団体等（７３９者）

１５百万円

観測敷地提供

諸謝金（事務費）

１９百万円

旅費（事務費）

６６百万円

Ａ．民間事業者（８社）

４３５百万円

気象庁
６９７百万円

本庁が発注した地域気象観測シ
ステム（通信ネットワーク）におけ
る通信回線の提供　等

アメダス観測に係る企画立案
及び事業の実施

（註）

Ｂ．民間事業者（１０社）

３１百万円

本庁が発注した衛星データ通信
料　等

Ｃ．管区気象台等（６機関) Ｄ．民間事業者（２社）

１４６百万円 ２１百万円

計画に基づく各保守契約等の
実施

管区気象台が発注した松山地方
気象台風向風速計等移設に伴う
工事　等

（註）



使　途

通信運搬費

雑役務費

205

地域気象観測システム用通信回線等の移
設　等

18

借料及び損料
地域気象観測システム（通信ネットワーク）
における通信機器の借用（リース）・保守　等

衛星データ通信料　等

92 雑役務費

計

金　額
(百万円）

A.ＫＤＤＩ（株）

10

地域気象観測システム（通信処理装置）業
務処理ソフトウェアの改修及び機能強化

7 借料及び損料 0.7

1

B.ＫＤＤＩ（株）

通信運搬費
地域気象観測システム（通信ネットワーク）
における通信回線の提供

費　目費　目 使　途
金　額

(百万円）

304 計 11.7

C.東京管区気象台 D.（株）シトン

費　目 使　途

雑役務費
旧茶臼山無線中継所跡地土壌分析作業
等

25 工事費
松山地方気象台風向風速計等移設に伴う
工事　等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

工事費
天城山地域雨量観測所移設及び撤去工事
等

13

借料及び損料 御殿場地域気象観測所敷地借用　等 4

通信運搬費 電信回線専用料　等 0.6

1

計 42.6 計 18

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
旧権現山無線ロボット雨量観測所跡地土壌
分析作業及び調査　等

6 借料及び損料 岡山地方気象台観測露場敷地借料　等

費　目 使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

地域気象観測システム（通信ネットワーク）
借用（リース）及び保守

1

金　額
(百万円）

計 6 計

E.（一財）岐阜県公衆衛生検査センター F. 岡山大学長

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

ＫＤＤＩ（株）

ＫＤＤＩ（株）

ＫＤＤＩ（株）

ＫＤＤＩ（株）

ＫＤＤＩ（株）

富士通（株）

富士通（株）

（株）ＪＥＣＣ

パシフィックコンサル
タンツ（株）

ソフトバンク（株）

東京センチュリーリー
ス（株）

（株）小笠原計器製作
所

横河電子機器（株）

0.6
随意契約
（少額）

12
東京コンピュータサー
ビス（株）

3010001005226
気象災害情報処理装置の
撤去

1

エヌ・ティ・ティ・コム
ウェア（株）

4010401032249
臨時観測データ等集信装
置ソフトウェアの点検

1
随意契約
（少額）

エヌ・ティ・ティ・コム
ウェア（株）

4010401032249

気象災害情報処理装置借
用（リース）及び保守

3
随意契約
（その他）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
臨時観測データ等集信装
置回線料

0
随意契約
（その他）

臨時観測データ等集信装
置サーバ等の動作確認

日立キャピタル（株） 6010401024970
ＪＭＡ－０４型有線ロボット
気象計用電源装置借用
（リース）

0.9
随意契約
（その他）

東京センチュリーリー
ス（株）

6010401015821

5 - -

- -

4

8

7

9

6

1

- -

1

10

1 98.2％

2

3

11

-

-

一般競争入札

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 99.3％12 10

8 2 95.1％

2 ＫＤＤＩ（株） 9011101031552
地域気象観測システム用通
信回線等の移設

1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ＫＤＤＩ（株） 9011101031552 衛星データ通信料 10
随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

ＫＤＤＩ（株） 9011101031552
地域気象観測システム（通
信ネットワーク）借用（リー
ス）及び保守

0.7
随意契約
（その他）

6

7

4

5

ＫＤＤＩ（株） 9011101031552
地域気象観測システム（通
信ネットワーク）の設定変更
等

0.2
随意契約
（少額）

10

11

8

9

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648 電信回線専用料 2
随意契約
（その他）

日立キャピタル（株） 6010401024970
他機関観測データ収集・高
度利用装置借用（リース）・
保守

7
随意契約
（その他）

随意契約
（少額）

98.4％

- -

法　人　番　号

9011101031552

9011101031552

9011101031552

9011101031552

1020001071491

1020001071491

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

一般競争入札

-

12

9011101031552 205

96.5％

- -

3

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争入札

一般競争入札

-

一般競争入札

一般競争入札

-

3 72.7％

45

42

7

25

21

18

15

2010001033475

8013401001509

9010401052465

6010401015821

5013201003914

1021001022880

地域気象観測システム（通
信ネットワーク）における通
信回線の提供
地域気象観測システム（通
信ネットワーク）における通
信機器の借用（リース）・保
守

地域気象観測システム（通
信処理装置）の借用（リー
ス）及び保守
地域気象観測システム（通
信処理装置）業務処理ソフ
トウェアの改修及び機能強
化

地域気象観測システム（通
信処理装置）監視部の借用
（リース）及び保守
地域気象観測システム（セ
ンターシステム）の業務処
理ソフトウェアの保守
地域気象観測システム（セ
ンターシステム）の業務処
理ソフトウェア改修及び機
能強化

地域気象観測システム（セ
ンターシステム）のハード
ウェア等の借用（リース）及
び保守

気象等災害調査システムに
おけるアプリケーションプロ
グラムの制作及び取付調
整

気象等災害調査システムに
おける調査端末の購入及
び通信サービスの提供

気象資料提供システムの借
用（リース）及び保守

転倒ます型雨量計のオー
バーホール

ＪＭＡ－１０型地上気象観測
装置用視程計他の購入及
び取付調整

5

22



C

D

E

（株）つうけんアクティ
ブ

7430001025079
白金地域雨量観測所移設
工事

2
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
下松地域気象観測所観測
機器移設

1
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
沼田地域気象観測所機器
移設及び取付調整

0.8
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
ＪＭＡ－０４Ｂ型有線ロボット
気象計信号変換装置修理
等

3
随意契約
（少額）

（一財）岐阜県公衆衛
生検査センター

9200005011484
旧森茂無線ロボット雨量観
測所跡地土壌分析作業　等

4
随意契約
（少額）

横河電子機器（株） 1021001022880
熊本地方気象台地上気象
観測装置（風向風速計）移
設及び取付調整

4
随意契約
（公募）

横河電子機器（株） 1021001022880
富士山自動気象観測装置
保守点検

1
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一財）岐阜県公衆衛
生検査センター

9200005011484
旧権現山無線ロボット雨量
観測所跡地土壌分析作業
及び調査

1
随意契約
（少額）

（株）シトン 3010101001686
熊本地方気象台風向風速
計移設待受工事

3 一般競争入札 5 53.5％

（株）シトン 3010101001686
松山地方気象台風向風速
計等移設に伴う工事

6 一般競争入札 4 96.8％

（株）シトン 3010101001686
北見地域気象観測所有線
ロボット気象計移設工事

3 一般競争入札 4 86.5％

（株）シトン 3010101001686
厚床地域気象観測所有線
ロボット気象計移設工事

3 一般競争入札 7 79.8％

札幌管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 25

福岡管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 23

沖縄気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 9

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大阪管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 30

（株）小笠原計器製作
所

5013201003914
光電（レーザー）式積雪深
計の購入

1
随意契約
（少額）

（株）ＮＴＴドコモ

14

15

13

1010001067912 携帯電話通信料 0.7
随意契約
（その他）

16 ソフトバンク（株） 9010401052465 電話回線通信料 0.1
随意契約
（その他）

クラスメソッド（株） 5011101037603
気象等災害調査システムに
おけるパブリッククラウド
サービスの提供

0.9
随意契約
（少額）

3

4

1

2

東京管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 43

5

6

仙台管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 16

1

4

5

2

3

（株）シトン 3010101001686
伊達地域気象観測所有線
ロボット気象計移設工事

3 一般競争入札 5 83.2％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6 （株）浅間建設 6400601000006
若柳地域気象観測所移設
工事

3 一般競争入札 3 93.4％

1

2

5

6

3

4

（一財）岐阜県公衆衛
生検査センター

9200005011484
旧笠ヶ岳無線ロボット雨量
観測所跡地土壌分析及び
水質検査

0.8
随意契約
（少額）

（一財）岐阜県公衆衛
生検査センター

9200005011484
旧大窪山無線ロボット雨量
観測所跡地土壌分析作業

0.9
随意契約
（少額）

9

10

7

8

横河電子機器（株） 1021001022880
長崎地方気象台ＪＭＡ－１０
型地上気象観測装置移設
及び取付調整

0.6
随意契約
（少額）

13

11

12

明星電気（株） 2010001007784
飯舘地域気象観測所可搬
型気象計の取付調整等

0.7
随意契約
（少額）

横河電子機器（株） 1021001022880
松山地方気象台風向風速
計等移設に伴う取付調整
等

0.9
随意契約
（少額）



F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

三沢市長 2000020022071
三沢地域気象観測所敷地
借用料

0.2
随意契約
（その他）

枝幸町長 4000020015148
土地賃借料　枝幸津波地震
観測局

0
随意契約
（その他）

神戸市長 9000020281000
神戸地方気象台風・日照観
測施設敷地借料

0.3
随意契約
（その他）

日本科学技術振興財
団

5010005016795
東京管区気象台風向風速
計等設置建物借用

0.2
随意契約
（その他）

岡山大学長 2260005002575
倉敷地域気象観測所敷地
他借料

0
随意契約
（その他）

松山東高等学校長 1000020380008
松山地方気象台風・日射日
照観測施設敷地借料

0.5
随意契約
（その他）

枝幸町長 4000020015148
土地賃借料　北見枝幸特別
地域気象観測所

0.3
随意契約
（その他）

高田産商（株） 8380001010580
白河特別地域気象観測所
露場芝造成工事

2
随意契約
（少額）

（株）進藤電業 4310001008511
野母崎地域気象観測所日
照計ケーブル張替工事

0.1
随意契約
（少額）

東光計測（株） 9390001001314
地域気象観測所の風向風
速計及び日照計の保守点
検

0.2
随意契約
（少額）

東光計測（株） 9390001001314
羅漢山観測所衛星通信端
末交換作業

0.1
随意契約
（少額）

（株）琉電コントロー
ル

5360001010032
読谷地域雨量観測所移設
工事

2
随意契約
（少額）

（株）進藤電業 4310001008511
島原地域気象観測所移設
待受工事

2
随意契約
（少額）

（株）進藤電業 4310001008511
風車型風向風速計感部・回
転式日照計感部の交換・保
守点検

0.5
随意契約
（少額）

（株）つうけんアクティ
ブ

7430001025079
栗沢地域雨量観測所移設
工事

2
随意契約
（少額）

電通システム（株） 1100001002091
旧粟ケ岳無線ロボット雨量
観測所跡地原状回復工事

2
随意契約
（少額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

14

17

18

15

16

電通システム（株） 1100001002091
旧袴岳無線ロボット雨量観
測所跡地原状回復工事

2
随意契約
（少額）

21

22

19

20

（株）琉電コントロー
ル

5360001010032
南大東島地方気象台視程
計整備に係る基礎等新設
工事

1
随意契約
（少額）

電通システム（株） 1100001002091
長野地方気象台王滝大又
臨時観測所撤去作業

0.1
随意契約
（少額）

25

26

23

24

東光計測（株） 9390001001314
下松地域気象観測所移設
待受工事

2
随意契約
（少額）

27

28

日本リーテック（株） 5011501002891
美濃地域気象観測所他高
所作業

0.6
随意契約
（少額）

日本リーテック（株） 5011501002891
上石津地域雨量観測所移
設工事

2
随意契約
（少額）

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

御殿場市会計管理者 1000020222151
御殿場地域気象観測所敷
地借用

0.3
随意契約
（その他）

岡山大学長 2260005002575
岡山地方気象台観測露場
敷地借料

1
随意契約
（その他）

10

11

8

9

東京農工大学 1012405001281
府中地域気象観測所敷地
借用

0.3
随意契約
（その他）

12 十日町市会計管理者 9000020152102
新潟地方気象台松代地域
雨量観測所敷地及び建物
借用

0.1
随意契約
（その他）

千葉県立薬園台高等
学校

4000020120006
銚子地方気象台船橋地域
気象観測所敷地借用

0.2
随意契約
（その他）

チェック



（ ）

ＩＴ戦略

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

20 20 20

20

28年度活動見込

5,760 5,760 5,760 5,760

26年度 27年度

5,746 5,746 5,746

25年度

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

4.8 5.1 5.1 - -

- - - - 5.2

288

-

防災基本計画（昭和38年策定）
局地的な大雨による被害の軽減に向けた気象業務のあり方
について（平成21年策定、交通政策審議会気象分科会）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

427

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0089

年度32

29 年度

-

200

-

- - - - -

計算式 　　/

0.2

623,000/
 

(5746*365)

26年度

423,000/
 

(5746*366)

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回/日

当初見込み 回/日

20 20 20

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

628 433 427 427 0

428 423

執行率（％） 99% 99% 99%

大雨警報のための雨量予
測精度を向上させ、降水短
時間予報における２時間後
から３時間後までの1時間
雨量の予測値と実測値の
比を平成29年度までに0.52
以上とする。

降水短時間予報における２
時間後から３時間後までの
1時間雨量の予測値と実測
値の比

成果実績 比✕10

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　全国20箇所に気象レーダーを展開し、雨雪時の降水域の範囲、強さ、移動等の降水状況を常時監視し、台風・集中豪雨等の気象災害に対して警報・注意
報の的確な発表を行うことにより、気象災害の防止・軽減を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km

達成度

-

比✕10

-

補正予算

千円/回

26年度 27年度

-

623

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　日本全体をカバーするよう、全国の20箇所に気象レーダーを展開し、降水の強さの分布や雨雲内の風を立体的に観測する。
　また、雨雲内の風を解析することにより降水域内の風の立体的分布を求め、竜巻等の激しい気象現象に注意を呼びかける「竜巻注意情報」の発表に必要
な、局所的な渦（メソサイクロン）を検出して予報担当者に通知する。

-

628

- -

-

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）

25年度

％

427

実施方法

％

予算額・
執行額

（単位:百万円）

事業番号

気象レーダー観測 担当部局庁 気象庁観測部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観測課
課長
木俣　昌久

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

433

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに
200kmとする

定量的な成果目標

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

単位

執行額（千円）／年間観測通報回数（回）

単位当たり
コスト

428,000/
 

(5746*365)

ヶ所
気象レーダー観測地点数

気象レーダー観測通報回数

427,000/
  (5760*365)

28年度活動見込

0.3 0.2 0.2

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第4条、第11条　他）
災害対策基本法（第3条、第8条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

ヶ所

活動指標

一般会計

チェック



原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

有

○

災害の防止・軽減を図る事業のため、政策優先度の高い事
業である。

○

集中豪雨や局地的大雨、竜巻をもたらすメソサイクロンと
いった激しい気象現象を面的にくまなく観測できるものであ
り、観測データは防災機関をはじめ広く国民一般に活用され
ており、広く国民のニーズがある。

気象業務法に基づき、気象等の観測網整備や情報発表は
気象庁が実施することとなっており、国が実施すべき事業で
ある。

○

‐

調達において、一般競争入札により、競争性を確保しコスト
削減に努めている。

○
レーダー観測所処理装置の更新において国庫債務負担行
為を活用した複数年契約を行うなど、コスト削減や調達にお
ける競争性の確保に努めている。

○

○

‐

‐

調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

有

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

成果実績

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

1

計

実績値 km 288

職員旅費

通信専用料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

29年度要求 主な増減理由

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

気象レーダー観測により決定された台風中心位置は、台風予報の事後検証の基礎資料の一つとして活用されている。

歳出予算目

- 32

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

41

観測予報庁費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

368

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

年度
定量的指標 25年度

28年度当初予算

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

単位

○

計画開始時
27年度 28年度

- - 260 -

年度
単位

427 0

土地建物借料

中間目標

目標値

評　価項　　目

200

目標最終年度

17



○

実施にあたり、多角的な仕様検討を実施し、より効率的な整
備に努めている。

活動実績は見込と大きく乖離しておらず、適切である。
気象レーダー観測により得られた観測データは、台風や集
中豪雨による大雨や、竜巻発生に関連する上空の風の情報
といった災害に直結する激しい気象現象を、時間的空間的
に連続的に観測する唯一の手段として、防災機関をはじめ
広く一般に活用されている。

○

○ 成果実績の達成度は着実に上昇している。

○

事業番号

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

関
連
事
業

・支出先上位１０者リストの中には、平成２３年度、平成２４年度に入札を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

464

82

平成24年度

点検結果

81

496

外部有識者の所見

改善の
方向性

　引き続き、事業の実施に当たっては、調達において競争性を確保するなど、効率的、効果的な予算の執行に努める。

　集中豪雨や局地的大雨、竜巻をもたらすメソサイクロンといった激しい気象現象は、数十分程度・数km程度の時間・空間スケールをもって変
化するものであり、これら気象現象を面的にくまなく、かつ正確に把握する観測手段は、現在、気象レーダー以外にない。また、本事業は、台風
や集中豪雨による大雨や、竜巻発生に関連する上空の風の情報といった、災害に直結する激しい気象現象を、時間的空間的に連続的に観測
する唯一の手段であり、こうした気象災害から国民の生命財産を守るために不可欠な手法である。このため、本事業を継続する必要がある。

事業名

487

84

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【一般競争入札】

【随意契約】

【一般競争入札】

【随意契約】

【随意契約】

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。
少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

８２百万円

管区気象台が発注した気象レー
ダー装置（新潟・名古屋・福井・長
野・静岡）点検・調整等　等

Ｆ．地方公共団体等（１０者）

３百万円

横津岳道路除雪経費分担金　等

旅費（事務費）

１６百万円

Ａ．民間事業者（８社）

２３９百万円

気象庁
４２３百万円

本庁が発注したレーダー観測所
処理装置の借用（リース）及び保
守　等

気象レーダー観測に係る企画
立案及び事業の実施

（註）

Ｂ．民間事業者（２８社）

７６百万円

本庁が発注した電信回線専用料
等

Ｃ．管区気象台等（６機関) Ｄ．民間事業者（２社）

９２百万円 ７百万円

計画に基づく各保守契約等の
実施

管区気象台が発注した背振山気
象レーダー観測所レドーム塗装
及び補修工事　等

（註）

Ｅ．民間事業者（１２０社）



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E.日本無線（株） F. 七飯町会計管理者

費　目

2

金　額
(百万円）

計 25.7

費　目 使　途

計

計 23 計 5

物品購入 松江レーダー装置用蓄電池の購入　等 0.7

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
気象レーダー装置（新潟・名古屋・福井・長
野・静岡）点検・調整等　等

25 借料及び損料 横津岳道路除雪経費分担金 2

工事費
レーダードーム塗装及び補修工事（横津岳
気象レーダー観測所）　等

8

物品購入
気象レーダー装置用蓄電池購入（札幌管区
気象台）　等

4

借料及び損料 横津岳道路除雪経費分担金　等 2

C.札幌管区気象台 D.（株）広田建創

費　目 使　途

雑役務費
気象レーダー装置点検・調整（札幌管区気
象台）　等

9 工事費
背振山気象レーダー観測所レドーム塗装及
び補修工事

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費　目

計 202 計 35

費　目 使　途

通信運搬費
レーダー観測所処理装置の借用（リース）及
び保守　等

金　額
(百万円）

202

B.エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）

5

電信回線専用料

使　途

借料及び損料

金　額
(百万円）

A.三菱電機クレジット（株）

35

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

チェック

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

6

0.4

67

5

19

2

4

2

1

2011101020396

3010001005226

3010401019131

8010001024196

5010401017488

レーダー観測所処理装置
の借用（リース）及び保守

気象レーダー観測処理シ
ステムの借用（リース）・保
守

レーダープロダクト作成部
の借用（リース）及び保守

気象ドップラーレーダー用
クライストロン購入

レーダー観測所処理装置
に関する専用回線サービス
の提供

衛星データ通信料

トナーカートリッジ他の購入

電子計算機（ノートＰＣほ
か）の購入

気象庁観測部ＢＣＰ用環境
基盤の構築

気象レーダー観測処理装
置（ＢＣＰ用）ほかの購入及
び設置

ＯＡ機器用消耗品の購入

コピー用紙の購入

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

2 89.6％

一般競争入札

96.3％

- -

法　人　番　号

6010701009572

6010701009572

1060001013523

9011101031552

9011101031552

2011101020396

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- -

-

一般競争入札

-

2

6010701009572 130

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

18

19

16

17

（株）日本ＨＰ 8010601047191
ＲＩＳＳ開発端末の故障修
理

0.1
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
ＬＡＮアダプタほかの購入
等

3
随意契約
（少額）

6

7

4

5

日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー観測処理シ
ステムバックアップ局付加
機器修理作業

0.5
随意契約
（少額）

10

11

8

9

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760 ソフトウェアの購入 0.5
随意契約
（少額）

西菱電機（株） 1140001078509
気象レーダー装置点検・調
整等（東京レーダーほか）

5
随意契約
（公募）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648 電信回線専用料 35
随意契約
（その他）

随意契約
（公募）

日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー観測処理シ
ステム増設ノード等保守

3
随意契約
（公募）

2 日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー装置点検・調
整等（福岡レーダーほか）

21

3 88.6％12 0.5

11

-

-

一般競争入札

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

2 98.9％

2

3

9

6

1

- -

2

63.4％

2 64.4％

8

7

3

5 - -

7 86.5％

4

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760

西菱電機（株） 1140001078509
気象レーダー観測処理シ
ステムＷＥＢ表示操作端末
の設定作業

0.5
随意契約
（少額）

無停電電源装置他の購入 0.6
随意契約
（少額）

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760 ＬＡＮケーブルほかの購入 0.4
随意契約
（少額）

ＵＳＢメモリほかの購入 0.6
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760
ネットワーク接続ストレージ
ほかの購入　等

4
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131

随意契約
（少額）

2011702014598
スイッチングハブほかの購
入

0.1
随意契約
（少額）

住友電工テクニカル
ソリューションズ（株）

6120001027058
標準信号発生器の較正点
検

0
随意契約
（少額）

（株）信和 4012701003573
タイムサーバー用ＦＭアン
テナ線配線作業等

0

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 ハードディスクほかの購入 0.5
随意契約
（少額）

（有）サンブリッジ

（株）マルミヤ 2011101020396
モジュラーケーブルほかの
購入

0.1
随意契約
（少額）

14

15

12

13

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
ウィルス対策ソフトウェアラ
イセンスほかの購入

0.5

三菱電機クレジット
（株）

三菱電機クレジット
（株）

三菱電機クレジット
（株）

東芝電子管デバイス
（株）

ＫＤＤＩ（株）

ＫＤＤＩ（株）

（株）マルミヤ

（株）マルミヤ

東京コンピュータ
サービス（株）

東機エレクトロニクス
（株）

（株）東洋ノーリツ

（株）第一文眞堂



C

D

E

17

18

15

16

（株）ＮＴＴファシリ
ティーズ

3010401005008
中種子気象レーダー装置
用蓄電池購入

0.5
随意契約
（少額）

21

19

20

北海道三菱電機販
売（株）

2430001021578
釧路レーダー観測所空調
機更新工事

1
随意契約
（少額）

（有）川武建設 7360002021118
於茂登岳気象レーダー観
測所南面フェンス更新工事

2
随意契約
（少額）

9

10

7

8

西菱電機（株） 1140001078509
室戸岬気象レーダー装置
点検・調整

2
随意契約
（公募）

13

14

11

12

西菱電機（株） 1140001078509
気象レーダー装置ＩＦ信号レ
ベル異常原因調査及び機
器調整　等

1
随意契約
（少額）

西菱電機（株） 1140001078509
沖縄レーダー装置点検調
整

1
随意契約
（公募）

1

2

5

6

3

4

日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー装置点検・調
整（福岡管区気象台）

3
随意契約
（公募）

日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー装置点検・調
整（札幌管区気象台）

4
随意契約
（公募）

1

2 （株）トラスト建設 9490001002509
室戸岬特別地域気象観測
所レーダードーム塗装及び
補修工事

2 一般競争入札 2 98.4％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

5

6

沖縄気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 13

3

4

1

2

札幌管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 23

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福岡管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 18

大阪管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 16

東京管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 15

仙台管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 7

（株）広田建創 1290001042160
背振山気象レーダー観測
所レドーム塗装及び補修工
事

5 一般競争入札 1 93.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー装置（新潟・
名古屋・福井・長野・静岡）
点検・調整等

6
随意契約
（公募）

日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー装置点検・調
整（大阪管区気象台）

3
随意契約
（公募）

日本無線（株） 3012401012867
石垣島レーダー装置の点
検調整

1
随意契約
（公募）

日本無線（株） 3012401012867
気象レーダー装置（静岡）
障害対応　等

8
随意契約
（少額）

西菱電機（株） 1140001078509
気象レーダー装置（東京）
点検・調整等

1
随意契約
（公募）

西菱電機（株） 1140001078509
気象レーダー装置点検・調
整（秋田）

1
随意契約
（公募）

本間塗装（株） 6430001015873
レーダードーム塗装及び補
修工事（横津岳気象レー
ダー観測所）

6
随意契約
（その他）

（株）ＮＴＴファシリ
ティーズ

3010401005008
気象レーダー装置用蓄電
池購入（札幌管区気象台）

1
随意契約
（少額）

（株）ＮＴＴファシリ
ティーズ

3010401005008
福井地方気象台気象レー
ダー装置用バッテリー購入

0.5
随意契約
（少額）

（株）ＮＴＴファシリ
ティーズ

3010401005008
気象レーダー装置の無停
電電源装置用蓄電池の購
入（仙台）

0.5
随意契約
（少額）

（有）川武建設 7360002021118
於茂登岳気象レーダー観
測所構内立看板設置及び
アンテナ用支柱交換工事

0.3
随意契約
（少額）

北海道三菱電機販
売（株）

2430001021578
横津岳気象レーダー観測
所高圧真空遮断器及び不
足電圧継電器更新工事

1
随意契約
（少額）

三井造船マシナ
リー・サービス（株）

4010001073610
糸数気象レーダー観測所
発動発電機点検・調整

1
随意契約
（少額）



F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

10

8

9

島根県知事 1000020320005
松江地方気象台三坂山気
象レーダー観測所敷地借
料

0
随意契約
（その他）

奄美市 3000020462225
名瀬高層観測室道路用地
借料

0
随意契約
（その他）

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

宗教法人彌彦神社 7110005006495
新潟地方気象台弥彦山
レーダー観測所敷地借用

0.2
随意契約
（その他）

七飯町会計管理者 4000020013374
横津岳道路除雪経費分担
金

2
随意契約
（その他）

25

26

23

24

中日本航空（株） 3180001031924
於茂登岳気象レーダー観
測所燃料等のヘリ輸送作
業

1
随意契約
（少額）

27 （株）ノースウエスト 3100001014622 雪上車運行 1
随意契約
（少額）

（株）福岡電設 6290001002110

背振山気象レーダー観測
所高圧気中負荷開閉器交
換及び構内引込電柱支線
修理工事

0.5
随意契約
（少額）

22

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

三井造船マシナ
リー・サービス（株）

4010001073610
毛無山気象レーダー観測
所発動発電機重点検

0.8
随意契約
（少額）

中日本航空（株） 3180001031924
於茂登岳気象レーダー観
測所ヘリ輸送作業

0.5
随意契約
（少額）

（株）福岡電設 6290001002110
背振山気象レーダー観測
所高圧引込み及び高圧機
器更新工事

0.9
随意契約
（少額）

国土交通省航空局
長

2000012100001
横津岳施設進入道路維持
管理負担金

0.4
随意契約
（その他）

信州綜合開発観光
（株）

6100001019040
長野地方気象台車山気象
レーダー観測所敷地借用

0.2
随意契約
（その他）

菊川市会計管理者 2000020222241
静岡地方気象台菊川牧之
原気象レーダー観測所敷
地借用

0.1
随意契約
（その他）

松江市長 3000020322016
松江地方気象台三坂山気
象レーダー観測所敷地借
料

0.1
随意契約
（その他）

中種子町会計管理
者

5000020465011
種子島測候所レーダー観
測所用地借料

0
随意契約
（その他）

石垣市長 1000020472077
土地使用料（於茂登岳気象
レーダー観測所用地）

0
随意契約
（その他）

チェック



（ ）

4

17,404 17,312 17,560

17,520 17,520

一般会計

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

ヶ所

活動指標

17,520

28年度活動見込

1.6 1.6 1.5

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第4条　他）
活動火山対策特別措置法（第19条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

59.4 0

活動指標

地電流観測地点数

59,000/
  17,520

　　/

地磁気絶対観測地点数

活動指標

17,568

ヶ所

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

単位

執行額（千円）／地磁気観測時間

単位当たり
コスト

事業番号

地磁気観測 担当部局庁 気象庁観測部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 計画課
課長
森　隆志

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

28

噴火警戒レベルを発表す
る対象火山の数を平成32
年度までに49火山とする。

実施方法

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

噴火警戒レベルを発表す
る対象火山の数

25年度

％

28

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

27

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

27,000/
  17,560

単位

計算式

-

-

補正予算

円

28年度当初予算

終了予定なし

55

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地球内部及び地球から太陽に至るまでの空間の電磁気的状態とその活動の監視を行い、無線通信障害の警報や国土の測量等のための基礎資料を提供
するほか、地磁気変化により火山噴火を予知するための研究観測を行い、災害の予防、交通の安全確保等に寄与する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

ヶ所

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

ヶ所

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

28 28 28 59 0

27 27

執行率（％） 96% 96% 96%

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度

活動実績 ヶ所

当初見込み ヶ所

単位

6 6 6

地磁気観測時間
活動実績 時間

当初見込み 時間

27,000/
  17,404

26年度

0.4

観測予報庁費

29年度要求 主な増減理由

27,000/
  17,312

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0090

年度32

-

49

-

INTERMAGNET計画（国際地球電磁気学・超高層物理学協
会、平成4年度より参画）
災害の軽減に貢献するための地震火山研究計画の推進につ
いて（建議）（平成25年文科省科学技術・学術審議会）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

77 77

39

30 34

39

87 -

-

-

-

59

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

　地磁気観測所（茨城県石岡市）、女満別（北海道大空町）及び鹿屋（鹿児島県鹿屋市）に設置している観測施設を中心として、人工的なノイズの少ない環
境の中に磁力計を設置し、太陽起源、地球内部起源の磁場・電場変動を常時観測する。観測データは地磁気観測所において解析し火山活動の評価に係る
研究を行うとともに、国内では独立行政法人情報通信研究機構に通報して宇宙天気予報に利用されるほか、世界各国に通報する。

-

28

- -

-

30

39

25年度

28年度活動見込

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

6 6 6

6

28年度活動見込

3 3 3 3

25年度 26年度

26年度 27年度

3 3 3

27年度

25年度

3.4

計

職員旅費

土地建物借料

-

チェック



○

有

有

評　価項　　目

49

目標最終年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

39 39 39 -

年度

27年度 28年度単位

原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するア
ンケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検
討などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

年度

34 -

目標値 ヶ所

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

成果実績

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

計画開始時

年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

単位

噴火警戒レベルを発表する対象火山の数

年度
定量的指標 25年度

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

30

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

地磁気変化により火山噴火を予知するための研究観測を行っており、地磁気観測の成果が火山活動度を判断するための一つの材料になる。

- 32

実績値 ヶ所 30

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

観測成果は、火山噴火の予知、磁気図の作成、無線通信障
害警報のための基盤情報として、また、人工衛星の安全運
用のための必須情報として広く利用されている。

○
毎年、成果目標に対して成果実績は改善しており、適切な指
標となっている。

○

○

○

火山噴火の予知、磁気図の作成、無線通信障害警報のため
の基盤情報、また、人工衛星の安全運用のための必須情報
を提供するための事業であり、政策優先度の高い事業であ
る。

○

火山噴火の予知、磁気図の作成、無線通信障害警報のため
の基盤情報として、また、人工衛星の安全運用のための必
須情報として、防災機関や無線通信事業者等を含め、広く国
民のニーズがある。
気象業務法に基づき、気象等の観測網整備や情報発表は
気象庁が実施することとなっており、国が実施すべき事業で
ある。

○

‐

調達において、一般競争入札により、競争性を確保しコスト
削減に努めている。

○
地磁気全磁力観測装置の整備において国庫債務負担行為
を活用した複数年契約を行うなど、コスト削減や調達におけ
る競争性の確保に努めている。

○

○ 調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

‐

○

実施にあたり、多角的な仕様検討を実施し、より効率的な整
備に努めている。

活動実績は見込と大きく乖離しておらず、適切である。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。



事業名

488

85

平成23年度

外部有識者の所見

改善の
方向性

　地磁気観測は、地球環境を構成する地球磁場の変動監視等を目的とする国際観測網の中核として重要な役割を担っている。その成果は火
山噴火の予知、　磁気図の作成、無線通信障害警報のための基盤情報として、また、人工衛星の安全運用のための必須情報として広く利用さ
れている。さらに、我が国の地磁気観測は、各国が連携して地球規模のネットワークの一翼を担っている。このため、本事業を継続する必要が
ある。

　引き続き、事業の実施に当たっては、調達において競争性を確保するなど、効率的、効果的な予算の執行に努める。

平成26年度

465

83

平成24年度

点検結果

82

497

・支出先上位１０者リストの中には、平成２４年度に入札を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成25年度

関
連
事
業

平成27年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事業番号

関連する過去のレビューシートの事業番号



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【一般競争入札】

【随意契約】

【随意契約】

（註）

地磁気観測に係る企画立案
及び事業の実施

（註）

Ｂ．民間事業者（３４社）

１７百万円

本庁が発注した地磁気観測総合
処理装置の借用（リース）・保守
等

C．地方公共団体等（６者）

※少額のため千円単位

５５千円

観測敷地提供

旅費（事務費）

３百万円

Ａ．民間事業者（５社）

７百万円

気象庁
２７百万円

本庁が発注した全磁力計の購入
等

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。



金　額
(百万円）

A.（有）テラテクニカ

6

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

地磁気観測総合処理装置の借用（リース）・
保守

雑役務費

使　途

物品購入

0.5

B.三菱スペ－ス・ソフトウエア（株）

借料及び損料

金　額
(百万円）

4

地磁気観測総合処理装置の電子メール受
信側ＳＰＦ対策作業　等

費　目 使　途

計 4 計 6.5

全磁力計の購入

費　目

C.個人Ａ D.

費　目 使　途

借料及び損料 構外比較基準点３敷地借料 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

（有）テラテクニカ

三菱スペ－ス・ソフト
ウエア（株）

ユサコ（株）

（株）紀伊國屋書店

東機エレクトロニクス
（株）

（株）島津製作所 6130001021068
フラックスゲート磁力計ＭＢ
－１６２の修理

0.5
随意契約
（少額）

（有）かねこ

太陽計測（株） 6010801006420 直流標準電源装置の校正 0.1
随意契約
（少額）

14

15

12

13

（株）島津製作所 6130001021068
フラックスゲート磁力計ＭＢ
－１６２の点検・調査

0.5

1050002000868 リブーターの購入 0.7
随意契約
（少額）

（株）エスディ・メンテ
ナンス

2011501016498
冷凍機の修理および保守
点検

0.3
随意契約
（少額）

国際電子工業（株）

0.2
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

（株）河西組 6460301003303
地磁気観測所女満別観測
施設絶対観測室改修工事

0.9
随意契約
（少額）

（株）河西組 6460301003303

随意契約
（少額）

磁気儀オーバーホール　等 0.5
随意契約
（少額）

（株）中村工業商会 1010001025052
太陽電池充放電コントロー
ラほかの購入

0.4
随意契約
（少額）

全磁力連続観測装置電源
用バッテリーの搬入・搬出
作業委託

（有）テラテクニカ 1012802011189
地磁気全磁力観測装置ほ
かの修理

0.5
随意契約
（少額）

（有）テラテクニカ 1012802011189

5 5 87.7％

4

11 86.5％

法　人　番　号

9010401028746

2010401030329

4011101005131

3010401019131

2 90.9％

2

3

-

一般競争入札

一般競争入札

3 95％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2
三菱スペ－ス・ソフト
ウエア（株）

9010401028746
地磁気観測総合処理装置
の電子メール受信側ＳＰＦ
対策作業

0.3

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱スペ－ス・ソフト
ウエア（株）

9010401028746
地磁気観測総合処理装置
の借用（リース）・保守

6
随意契約
（その他）

随意契約
（少額）

三菱スペ－ス・ソフト
ウエア（株）

9010401028746
地磁気全磁力観測装置用
データ処理装置業務処理
ソフトウェアの運用支援

0.2
随意契約
（少額）

6

7

4

5

（有）テラテクニカ 1012802011189
全磁力観測装置（火山観
測用）の修理部品購入

0.8
随意契約
（少額）

10

11

8

9

（株）中村工業商会 1010001025052 蓄電池の購入 2
随意契約
（少額）

（有）テラテクニカ 1012802011189
地磁気観測システムの磁
力計修理

0.5
随意契約
（少額）

18

19

16

17

太陽計測（株） 6010801006420
温度・雨量監視装置の修
理

0.3
随意契約
（少額）

（株）綜企画設計 8010001078721
地磁気観測所比較較正室
空調設備更新設計業務

1
随意契約
（少額）

5011201001756
地電流観測装置ＧＰＳ刻時
装置の修理

0.3

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

- -

一般競争入札

1012802011189 4

支　出　額
（百万円）

2

0.4

0.4

支　出　先 業　務　概　要

全磁力計の購入

地磁気全磁力観測装置用
データ処理装置の借用
（リース）及び保守

外国雑誌「アメリカ気象学
会誌」他の購入

外国図書「ネイチャー」他の
購入

電子計算機の購入 0.1



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

個人Ｃ -
いわき地震予知観測施設
敷地借料

0
随意契約
（その他）

宗教法人　観音寺 4050005006513
北浦地震予知観測施設敷
地借料

0
随意契約
（その他）

東京都大島町会計
管理者

2000020133612 全磁力観測装置敷地借料 0
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ｂ -
阿蘇山地磁気変化観測施
設（山麓観測点）敷地借料

0
随意契約
（その他）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

3

4

1

2

個人Ａ -
構外比較基準点３敷地借
料

0
随意契約
（その他）

5

6

阿蘇市会計管理者 9000020432148
阿蘇山地磁気変化観測施
設（山上観測点）敷地借料

0
随意契約
（その他）

チェック





（ ）

0

1,246 1,632 414

1,265 1,125

一般会計

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

台数

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
気象業務法（第3条、第6条、第9条、第32条　他）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

12 0

活動指標

型式証明書発行数

12,000/
 15,302

活動指標

1,334 1,097

28年度活動見込

0.8 0.8 0.8

気象測器検査数
台数

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

事業番号

気象測器検定 担当部局庁 気象庁観測部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 計画課
課長
森　隆志

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

12

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに
200kmとする

実施方法

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　気象庁がアメダス観測、ラジオゾンデ観測で自ら観測を行う全国の気象測器について、定期的に測器検定装置により検査を実施し、観測誤差が許容の範
囲内にあることを確認する。このことにより、観測データの品質が担保され、台風予報をはじめ、気象予報・警報等のより良い気象情報の作成に寄与する。
　また、気象業務法に基づき気象観測を行う部外機関が使用する気象測器は、気象観測に適した測定器である必要があり、気象庁は、申請された気象測
器の構造が基準に適合するかどうかを検査し、型式証明を行う。
　さらに、部外機関が行うべき気象測器の検定業務について、受託により実施する。

-

12

- -

-

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）

25年度

12

単位

執行額（千円）／気象測器検査数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

12

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

％

-

-

補正予算

千円

12,000/
　15,172

28年度当初予算

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

12

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

政府機関や地方公共団体等が行う気象観測に使用する気象測器の検定・検査を行い、観測データの精度維持を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

12 12 12 12 0

12 12

執行率（％） 100% 100% 100%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

15,788 15,497 15,468

検定料収入
活動実績 千円

当初見込み 千円

計算式 　　/

0.8

12,000/
  15,558

26年度

12,000/
 15,176

観測予報庁費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0091

年度32

-

200

-

防災基本計画（昭和38年策定）
世界気象監視計画（WMO策定、昭和38年開始）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

12

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

288

-

25年度

28年度活動見込

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

15,558 15,172 15,176

15,302

28年度活動見込

9 7 8 7

25年度 26年度

26年度 27年度

7 11 2

29年度要求 主な増減理由

25年度

27年度

計

職員旅費

-

チェック



評　価項　　目

200

目標最終年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

年度

- - 260 -

計画開始時
27年度 28年度単位

一般競争入札により調達しており、一者応札等の事例はな
い。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度年度

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

検定・検査を受けて観測精度を担保した観測データ（気象官署等の気圧やゾンデのデータ）は、台風位置の解析や数値予報等を通じて台風予報に
活用されている。

- 32 年度
定量的指標 25年度

実績値 km 288

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

単位

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

○ 成果実績の達成度は着実に上昇している。

○

○

実施にあたり、多角的な仕様検討を実施し、より効率的な調
達に努めている。

活動実績は見込と大きく乖離しておらず、適切である。

公共性の高い観測に使用する気象測器を一定の規格に適
合させ、十分な精度を維持するために十分に活用されてい
る。

○

○

無

無

○

不正確な観測データが社会に流出し、防災対応へ支障を与
えるなど混乱を招くことを未然に防ぐための事業であり、広く
国民のニーズがある。

気象業務法に基づき、気象観測に使用する気象測器の検
定・検査は気象庁が担当することとなっており、国が実施す
べき事業である。

○

災害の防止・軽減を図る防災対応へ影響する事業のため、
政策優先度の高い事業である。

○

‐

調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

○
検定に使用する測定器の点検等の役務調達において、競争
性の確保に努めている。

○

○

‐

‐

調達において、一般競争入札により、競争性を確保しコスト
削減に努めている。



‐

489

86

平成23年度

点検結果

83

498

外部有識者の所見

改善の
方向性

　引き続き、事業の実施に当たっては、検定に使用する測定器の点検等の役務の調達において競争性を確保するなど、効率的、効果的な予
算執行に努める。

　不正確な観測データが社会に流出した場合には防災対応への支障や混乱を招くおそれがあるため、公共性の高い観測に使用する気象測器
を一定の規格に適合させ、十分な精度を維持することは気象災害を未然に防止する観点から必要不可欠である。このため、本事業を継続する
必要がある。

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

466

事業名

84

平成24年度

平成27年度平成25年度

関
連
事
業

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事業番号



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【随意契約】

【随意契約】

※少額のため千円単位 ※少額のため千円単位

（註）

（註）

随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。
少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

Ａ．民間事業者（６社）

１２百万円

気象庁
１２百万円

本庁が発注した気象測器検定装
置の保守点検　等

（註）

Ｂ．管区気象台等（４機関) Ｃ．民間事業者（２社）

４５１千円 ４５１千円

計画に基づく測定器校正等の
実施

管区気象台が発注したデジタル
マルチメータ他校正　等

旅費（事務費）

※少額のため千円単位

１１千円

気象測器検定に係る企画立
案及び事業の実施

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



金　額
(百万円）

A.（株）第一科学

0.2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

デジタルマルチメータ他校正

使　途

雑役務費

B.札幌管区気象台

雑役務費気象測器検定装置の保守点検

費　目

6

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 6 計 0.2

C.日本電気計器検定所 D.

費　目 使　途

雑役務費 デジタルマルチメータ他校正　等 0.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0.5 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

日本電気計器検定
所

4010405002454
気象測器検査用測定器の
校正

0.1
随意契約
（少額）

日本電計（株） 9010501010505 測定器の校正 0
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本電気計器検定
所

4010405002454 検査用測定器の校正 0.2
随意契約
（少額）

（株）第一科学

川崎重工業（株）

国立研究開発法人
産業技術総合研究
所
国立研究開発法人
産業技術総合研究
所
国立研究開発法人
産業技術総合研究
所
国立研究開発法人
産業技術総合研究
所

（株）吉野計測

（株）吉野計測

日本電気計器検定
所

日本電気計器検定
所

一般財団法人　日本
品質保証機構

一般財団法人　日本
品質保証機構

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

5

4

8

7

9

6

1

10

2

3

11

随意契約
（公募）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

12 0

2 福岡管区気象台 8000012100004
計画に基づく測定器の校
正

0.2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

札幌管区気象台 8000012100004
計画に基づく測定器の校
正

0.2

沖縄気象台 8000012100004
計画に基づく測定器の校
正

0.1

4 仙台管区気象台 8000012100004
計画に基づく測定器の校
正

0

3

4

1

2

日本電気計器検定
所

4010405002454
デジタルマルチメータ他校
正

0.2
随意契約
（少額）

法　人　番　号

1140001005719

7010005005425

7010005005425

7010005005425

7010005005425

9011501004918

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（公募）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

0.3

4010001021379 6

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

3

0.9

0.6

0.1

0.1

0.1

0.1

9011501004918

4010405002454

4010405002454

9010005016585

9010005016585

気象測器検定装置の保守
点検

風速計用検定設備（風洞）
の点検・調整

湿度計準器および圧力計
副準器の校正

風速計準器校正試験

超音波風速計の校正

ピストン式重錘型圧力標準
器の校正

気象測器検定装置消耗品
の購入

除湿機の購入

標準抵抗器の校正

ユニバーサルカウンタの校
正

差圧計の校正

デジタルタコメータの校正

0.5

0.2

チェック



（ ）

91

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ［億］

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条　他）
災害対策基本法（第3条、第8条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

91 0

活動指標

28年度活動見込

0.2 0.1 0.1

ホームページへの年間アクセス数
ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

単位

執行額（億円）／ホームページへの年間アクセス数
（ページビュー（億））✕10倍

単位当たり
コスト

事業番号

防災情報提供センター 担当部局庁 気象庁観測部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 計画課情報管理室
室長
横田　寛伸

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

93

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに
200kmとする

実施方法

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　防災情報提供センターとして国土交通省関係局が保有する防災情報を集約し、リアルタイム雨量（広域版）やリアルタイムレーダー、気象庁が保有する各
種情報（天気予報、気象警報、地震情報、津波情報、台風情報、火山情報、アメダス、気象衛星画像、雨雲の動き等）をインターネットを通じて国民に提供す
る。

-

121

- -

-

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）

25年度

％

83

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

114

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

▲ 7

-

補正予算

円/回✕１０

8.3/
 62.5

8.5/
 59.5

28年度当初予算

平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　自然災害から国民の生命と財産を守るためには、ハード面の充実とともに、防災活動をソフト面から支援する「情報防災」の充実を図ることが重要である。
災害による被害の軽減を図るため、気象庁及び国土交通省関係局が保有する防災情報を一元的に、かつ、国民にわかりやすい形で提供することを目的と
する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

114 93 83 91 0

85 83

執行率（％） 100% 91% 100%

単位

- - -

計算式 　　/
11.4/
  58.5

26年度

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0092

年度32

-

200

-

防災基本計画（昭和38年策定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

91

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

288

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

58.5 59.5 62.5

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

観測予報庁費

ＩＴ戦略

チェック



評　価項　　目

200

目標最終年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

年度

- - 260 -

単位

○ 原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するア
ンケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検
討などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

計画開始時
27年度 28年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

有

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

防災情報提供センターホームページに表示するリアルタイムレーダーは気象レーダー観測による台風中心位置の決定時に参考資料として用いら
れ、決定された台風中心位置は、台風予報の事後検証の基礎資料の一つとして活用されている。

- 32 年度
定量的指標 25年度

実績値 km 288

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

活動実績は見込と大きく乖離しておらず、適切である。

気象や地震・津波等に関する即時的な防災情報を、国民に
わかりやすい形で提供しており、気象庁ホームページの年間
アクセス数を見ても十分に、活用されている。

○

○

○ 成果実績の達成度は着実に上昇している。

○

○

気象庁ホームページは、気象警報、地震・津波等の防災情
報を国民一般へ提供する重要な手段であり、、政策優先度
の高い事業である。

気象庁ホームページは、気象警報、地震・津波等の防災情
報を国民一般へ提供する重要な手段であり、広く国民の
ニーズがある。
気象業務法に基づき、気象等の観測網整備や情報発表は
気象庁が実施することとなっており、国が実施すべき事業で
ある。

○

○

気象庁ホームページの運用・改修において国庫債務負担行
為を活用した複数年契約を行うなど、コスト削減や調達にお
ける競争性の確保に努めている。

‐

調達において、一般競争入札により、競争性を確保しコスト
削減に努めている。

○

○

○

‐

調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

実施にあたり、多角的な仕様検討を実施し、より効率的な整
備に努めている。



490

87

平成23年度

・支出先上位１０者リストの中には、平成２５年度に入札を行ったものが含まれる。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

84

499

外部有識者の所見

改善の
方向性

467

85

平成24年度

平成27年度平成25年度

関
連
事
業

事業名所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事業番号

引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

　自然災害への防災対応において、防災情報を迅速・適切に伝達することが極めて重要であることから、気象庁ホームページは、気象庁の広
報のみならず、気象警報、地震情報、津波情報、台風情報、アメダス、レーダー等の防災情報を国民へ直接、即時的に提供している。このよう
に、国民へ直接かつ即時的に防災情報を提供することは、防災活動における自助・共助において大きな役割を果たしている。このため、本事
業を継続する必要がある。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【一般競争入札】

【随意契約】

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。
少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

（註）

Ｂ．民間事業者（４社）

１２百万円

本庁が発注した雨量・レーダー情
報コンテンツ作成装置借用（リー
ス）・保守　等

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ａ．民間事業者（４社）

７１百万円

気象庁
８３百万円

本庁が発注した動作環境（クラウ
ドサービス等）の提供及び業務処
理ソフトウェア保守　等

防災情報提供センターに係る
企画立案及び事業の実施



B.三菱電機クレジット（株）

借料及び損料

金　額
(百万円）

A.（株）日立製作所

5

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雨量・レーダー情報コンテンツ作成装置借
用（リース）・保守

使　途

雑役務費

金　額
(百万円）

59
動作環境（クラウドサービス等）の提供及び
業務処理ソフトウェア保守

費　目費　目 使　途

計 59 計 5

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）日立製作所

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

東機エレクトロニクス
（株）

東機エレクトロニクス
（株）

（株）第一文眞堂

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760
スイッチングハブほかの購
入 等

0.8
随意契約
（少額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

ソフトウェアの購入 0.4
随意契約
（少額）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760
ネットワーク接続ストレージ
ほかの購入

0.4
随意契約
（少額）

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760

5 7 74.5％

4

1

5 87.7％

2

3

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

4 79％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
気象庁ホームページ公開
におけるコンテンツ配信
サービスの機能強化

3

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱電機クレジット
（株）

6010701009572
雨量・レーダー情報コンテ
ンツ作成装置借用（リー
ス）・保守

5
随意契約
（その他）

随意契約
（公募）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 ＵＳＢメモリほかの購入 1
随意契約
（少額）

6

7

4

5

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
外付けハードディスクほか
の購入

0.6
随意契約
（少額）

8

9

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760 プロジェクターほかの購入 0.3
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
ウイルス対策ソフトほかの
購入

0.4
随意契約
（少額）

- -

法　人　番　号

7010001064648

3010401019131

3010401019131

5010401017488

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

1 99.2％

一般競争入札

7010001008844 59

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

5

3

2

動作環境（クラウドサービ
ス等）の提供及び業務処理
ソフトウェア保守
気象庁ホームページ公開
におけるコンテンツ配信
サービスの提供

気象庁ホームページ等管
理用端末ほかの購入

電子計算機の購入

トナーカートリッジ他の購入 2

チェック



（ ）

ＩＴ戦略

計

職員旅費

土地建物借料

27年度

28 28 28

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

14 14 14

14

28年度活動見込

28 28 28 28

25年度 26年度

26年度 27年度

288

-

防災基本計画（昭和38年策定）
世界気象監視計画（WMO策定、昭和38年開始）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

460

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

　 0093

年度32

4,752

-

200

-

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.2

観測予報庁費

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

ウィンドプロファイラ観測回数
活動実績

回/日

28年度活動見込

計算式 　　/

0.3

25年度 27年度

3,382,000/
  1,737,035

4,731 4,740 4,744

26年度

457,000/
 1,746,552

回/日

当初見込み

ウィンドプロファイラ観測地点数
活動実績 ヶ所

当初見込み ヶ所

活動実績 回/日

当初見込み 回/日

単位

14 14 14

25年度

28年度活動見込

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

4,168 459 460 460 0

457 457

執行率（％） 81% 100% 99%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

454

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　上空の気温、湿度、気圧、風向風速を観測し、大気の立体的な状態（構造）を把握することにより、適切な気象予報・警報等の作成を行い、気象災害の防
止・軽減を図る。

前年度から繰越し 3,685 1

成果実績

目標値

成果指標 単位

km

28年度当初予算

単位

執行額（千円）／（（ラジオゾンデ観測回数/日＋
　　　　ウィンドプロファイラ観測回数/日)

　　　　　　　×365日（27年度は366））

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

3,382

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

全国14ヶ所において、世界気象機関（WMO）の指針に従い、観測測器（ラジオゾンデ）を取り付けた気球を１日2回（9時及び21時）飛揚することにより、上空
30kmまでの大気の気温、湿度、気圧、風向風速を観測する。観測成果は、台風予報をはじめ、気象予報・警報等の作成に利用するとともに、世界の気象機関
に提供する。
　また、全国33ヶ所において、世界気象機関（WMO）の指針に従い、ウィンドプロファイラにより、電波を利用して10分ごとに300mの高度間隔で上空最大12km
程度までの風向風速を観測する。観測成果は、台風予報をはじめ、気象予報・警報等の作成に利用するとともに、世界の気象機関に提供する。

-

484

- -

-

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）

25年度

％

460

-

補正予算

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

事業番号

高層気象観測 担当部局庁 気象庁観測部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観測課
課長
木俣　昌久

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 1

計

その他の事項経費

-

458

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに
200kmとする

実施方法

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

円

ヶ所
ラジオゾンデ観測地点数

457,000/
　1,740,320

ラジオゾンデ観測回数

460,000/
 1,744,700

活動指標

33 33

28年度活動見込

1.9 0.3 0.3

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第4条　他）
災害対策基本法（第3条、第8条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

460.2 0

活動指標

26年度

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

ヶ所

活動指標

33 33 33

33 33

一般会計

4,752 4,752 4,752

6

チェック



○ 成果実績の達成度は着実に上昇している。

○

○

実施にあたり、多角的な仕様検討を実施し、より効率的な整
備に努めている。

活動実績は見込と大きく乖離しておらず、適切である。

高層気象観測は、大気の立体的な状態（構造）を把握する最
も効果的な方法であり、得られた観測データは警報・注意報
をはじめ防災気象情報の作成に利用され、気象災害の防
止・軽減に寄与している。

○

○

高層気象観測は、台風をはじめとする気象現象を的確に予
測し、適切な気象予報・警報等の作成を行うために不可欠な
観測であり、広く国民のニーズがある。
気象業務法に基づき、気象等の観測網整備や情報発表は
気象庁が実施することとなっており、国が実施すべき事業で
ある。

○

災害の防止・軽減を図る事業のため、政策優先度の高い事
業である。

○

‐

調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

○
消耗機材の調達にあたり、一括調達の実施、数量の見直
し、競争性を向上するための調達方法の見直しを行うなど、
コスト削減や調達の競争性確保に努めている。

○

○

‐

調達において、一般競争入札により、競争性を確保しコスト
削減に努めている。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

測
定
指
標

実績値 km 288

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

ゾンデ等の高層気象観測データは、台風位置の解析や数値予報等を通じて台風予報に活用されている。

- 32

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要

性

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

年度

成果実績

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

単位

○ 原則として一般競争入札を利用するなど、競争性を確保しな
がら支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕
様書を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対す
るアンケート調査等を行い「人員の確保や技術的に対応が
困難」等の理由であったため、公告期間の延長、仕様書の
改善検討などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

計画開始時

有

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

27年度 28年度

- - 260 -

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

200

目標最終年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



　高層気象観測は、大気の立体的な状態（構造）を把握する最も効果的な方法であり、適切な気象予報・警報等の作成を行うために不可欠な
観測であることから、引き続き、継続的に実施する必要がある。

　引き続き、消耗機材の調達に当たり、一括調達の実施、数量の見直し、競争性を向上するための調達方法の見直しを行うなど、効率的、効
果的な予算執行に努める。

点検結果

事業名

85

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

・財務省の予算執行調査（平成22年度）において、以下の指摘を受けている。
「（56）高層気象観測業務に要する消耗観測機材
　１．調査結果を踏まえた消耗観測機材の数量削減
　　①「再観測」について、ABL※サイトは非ABLサイトに比べ、自動放球のため再観測率が高いという結果になっていることから、ABL・非ABL一律の係数による
予算積算を見直し、各サイトの再観測の実施状況等を勘案した数量算定を行うことにより予算の節減を図るべきである。
　　②「臨時観測」は、主に、“台風”を要因として観測を実施しているものであるが、台風の上陸等は地域によってはばらつきがあることから、現在の全国一律の
数量算定を見直し、各サイトの臨時観測の実施状況を勘案した数量算定を行うことにより予算の節減を図るべきである。
　２．観測点の見直し
　　中長期的には、今後の気象衛星や観測機器等の高度化等も見極めつつ、観測地点数の見直しについても検討すべきである。

　※ABL→Automatic Balloon Launcherの略。自動で観測気球を放球する施設。」

・これらの指摘に対し、以下の回答をしている。
　○「再観測」（ゾンデの不良や放球の失敗等に起因する信頼性の低い観測データの取得時等に実施）について、各サイトの再観測の実績回数に応じた予算積算
に見直しを行った。
　○「臨時観測」（台風その他異常気象により本邦に重大な災害をもたらす恐れがあると予想される場合に実施）について、台風の接近実績等に応じた予算積算
に見直しを行った。
　（平成23年度予算への反映額▲25,002千円）

・さらに、その後、消耗機材の調達に当たり、競争性を向上するための調達方法の見直しを行っている。
　（平成25年度予算への反映額▲24,108千円）

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善

結
果

平成22年度

関
連
事
業

関連する過去のレビューシートの事業番号

468 平成24年度

平成27年度平成25年度

500

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成26年度

491

88

平成23年度

事業番号

86



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【一般競争入札】

【随意契約】

【一般競争入札】

【随意契約】

【随意契約】

※少額のため千円単位

（註）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）
Ｅ．民間事業者（５２社）

２８百万円

管区気象台が発注した水素ガス
警報設備センサ交換工事　等

Ｆ．地方公共団体等（３者）

２２８千円

観測敷地提供

旅費（事務費）

６百万円

随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。
少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

Ａ．民間事業者（６社）

１６８百万円

気象庁
４５７百万円

本庁が発注した６００ｇゴム気球
他の製作　等

高層気象観測に係る企画立案
及び事業の実施

（註）

Ｂ．民間事業者（２８社）

２４９百万円

本庁が発注したＧＰＳゾンデ（ＲＳ
９２－ＳＧＰ型）の購入　等

Ｃ．管区気象台等（６機関) Ｄ．民間事業者（２社）

３４百万円 ６百万円

計画に基づく各保守契約等の
実施

管区気象台が発注した水素ガス
購入　等

（註）



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E.北海道エア・ウォーター（株） F. 鳥取県鳥取港湾事務所長

費　目

0.1

金　額
(百万円）

計 3

費　目 使　途

計

物品購入
水素ガス充填用フレキシブルホースのエンド
キャップ購入

0.1

計 12 計 4

工事費 水素ガス警報設備センサ交換工事　等 0.9

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 水素ガス消費設備検査点検　等 2 借料及び損料 鳥取局地的気象監視システム敷地借料 0.1

雑役務費 水素ガス容器再検査　等 4 雑役務費 水素ガス容器再検査 1

物品購入 水素ガス購入　等 3

C.札幌管区気象台 D.北海道エア・ウォーター（株）

費　目 使　途

工事費 水素ガス消費施設防火設備更新工事　等 5 物品購入 水素ガス購入

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 93 計 112

費　目 使　途

13

B.三興通商（株）

物品購入６００ｇゴム気球他の製作

金　額
(百万円）

93

集合型ＧＰＳ高層気象観測システム（釧路
他）の点検整備　等

3

ＧＰＳゾンデ（ＲＳ９２－ＳＧＰ型）の購入　等

雑役務費

使　途

物品購入

金　額
(百万円）

A.トーテックス（株）

99

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

3

2

61

5

4

６００ｇゴム気球他の製作

ＧＰＳゾンデ（稚内他）の製
作

放球補助装置製作及び取
付調整

水素ガス供給設備の部品
（給水フィルター他）購入

局地的気象監視システム
用部品の購入

高層気象観測用遠隔監視
カメラ及びインターホンの
購入及び取付調整

業　務　概　要

2 99.7％

法　人　番　号

2010001007784

5013201006743

3120001031541

7120001044515

9012401019576

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

2 87.3％

一般競争入札

一般競争入札

6030001041844 93

支　出　額
（百万円）

支　出　先

20

21

（株）気球製作所 4010801002958 パイプセパレータの製作 0.4
随意契約
（少額）

14

15

12

13

住友電設（株） 7120001044515
局地的気象監視システム
（帯広観測局）の故障修理
等

2
随意契約
（少額）

18

19

16

17

西菱電機（株） 1140001078509
ウィンドプロファイラ観測シ
ステム保守研修（仙台観測
局）

0.3
随意契約
（少額）

日立造船（株） 3120001031541
水素ガス供給設備用コンプ
レッサー他の購入

0.5
随意契約
（少額）

6

7

4

5

三興通商（株） 9010401012072 気球ノズルの購入　等 2
随意契約
（少額）

10

11

8

9

明星電気（株） 2010001007784
ＧＲＵＡＮ用基準ゾンデの
購入　等

3
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
ＧＰＳゾンデ（ＲＳ－０６Ｇ
型）他の購入

65
随意契約
（公募）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三興通商（株） 9010401012072
ＧＰＳゾンデ（ＲＳ９２－ＳＧ
Ｐ型）の購入

97
随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

三興通商（株） 9010401012072
ＧＲＵＡＮ用比較ゾンデの
購入

1
随意契約
（少額）

2 三興通商（株） 9010401012072
集合型ＧＰＳ高層気象観測
システム（釧路他）の点検
整備

12

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

1 99.2％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2 73.9％

2

3

6

1

4 96.4％

5 1 99.9％

4

明星電気（株） 2010001007784

明星電気（株） 2010001007784
集合型ＧＰＳ高層気象観測
システム（八丈島他）の点
検整備

6
随意契約
（公募）

ＧＰＳ受信機（一式）予備品
の購入

1
随意契約
（少額）

住友電設（株） 7120001044515
ウィンドプロファイラ観測装
置防音対策作業（大分観測
局）

0.9
随意契約
（少額）

住友電設（株） 7120001044515

1140001078509
局地的気象監視システム
（仙台観測局他）の点検整
備

3
随意契約
（公募）

（株）気球製作所 4010801002958
ＧＰＳゾンデ用ダンパーの
製作

0.8
随意契約
（少額）

住友電設（株） 7120001044515
局地的気象監視システム
（留萌観測局他）の点検整
備

30
随意契約
（公募）

局地的気象監視システム
（八丈島観測局）の故障修
理

0.6
随意契約
（少額）

日立造船（株） 3120001031541
水素ガス供給設備（釧路
他）の点検整備

13
随意契約
（公募）

西菱電機（株）

トーテックス（株）

明星電気（株）

（株）日本エレクトリッ
ク・インスルメント

日立造船（株）

住友電設（株）

イメージシステムエン
ジニアリング（株）

昭和化工（株） 7010001045540
気象観測用パラシュート他
の製作

3
随意契約
（少額）

（株）気球製作所 4010801002958
気象観測用雨天パラシュー
トの製作

1
随意契約
（少額）

（株）鈴木商館 3011401003348
名瀬水素ガス供給システ
ム点検整備

2
随意契約
（公募）



C

D

1

2

3

北海道エア・ウォー
ター（株）

4430001022194 水素ガス容器再検査 1 一般競争入札 1 98.9％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

5

6

大阪管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 3

3

4

1

2

札幌管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 13

22

23

24

25

三菱スペ－ス・ソフト
ウエア（株）

9010401028746
高層気象観測データ統合
処理システムの点検整備

0.7
随意契約
（少額）

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

8010401021784
集合型ＧＰＳ高層気象観測
システムの借用及び保守

1
随意契約
（その他）

三菱スペ－ス・ソフト
ウエア（株）

9010401028746
ＧＰＳ可降水量解析装置の
点検調整

0.1
随意契約
（少額）

（株）鈴木商館 3011401003348
特定高圧ガス消費施設及
び可燃性ガス漏洩検知警
報設備の定期点検

0.4
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福岡管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 9

沖縄気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 4

東京管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 3

仙台管区気象台 8000012100004 計画に基づく各保守契約等 2

北海道エア・ウォー
ター（株）

4430001022194 水素ガス購入 3 一般競争入札 2 96.1％

八丈島空港ターミナ
ルビル（株）

9010001131314
八丈島高層気象観測施設
管理補助業務

2 一般競争入札 2 75.7％



E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

鳥取県鳥取港湾事
務所長

7000020310000
鳥取局地的気象監視シス
テム敷地借料

0.1
随意契約
（その他）

23

24

伊藤忠工業ガス（株） 8010401078461
特定高圧ガス消費施設定
期自主検査（福岡）

0.1
随意契約
（少額）

17

18

15

16

太平熔材（株） 9410001001609 水素ガスの購入 0.7
随意契約
（少額）

21

22

19

20

豊前高圧ガス（株） 5290801015122 水素ガス購入（鹿児島） 1
随意契約
（少額）

太平熔材（株） 9410001001609
水素ガス設備関連の定期
点検

0.3
随意契約
（少額）

9

10

7

8

日立造船（株） 3120001031541
八丈島特別地域気象観測
所水素ガス供給設備電解
槽の交換作業

0.6
随意契約
（少額）

13

14

11

12

（株）渡辺設備工業 2450001008375
水素ガス消費施設防火設
備更新工事（稚内地方気象
台）

2
随意契約
（少額）

三興通商（株）

9010401012072
集合型ＧＰＳ高層気象観測
施設の故障修理（ゾンデ収
容トレー補修他）

0.9
随意契約
（少額）

1

2

5

6

3

4

北海道エア・ウォー
ター（株）

4430001022194
水素ガス消費設備検査点
検（札幌管区気象台）

0.4
随意契約
（少額）

北海道エア・ウォー
ター（株）

4430001022194
水素ガス消費設備検査点
検（稚内地方気象台）

0.5
随意契約
（少額）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北海道エア・ウォー
ター（株）

4430001022194
水素ガス警報設備センサ
交換工事（札幌管区気象
台）

0.5
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

北海道エア・ウォー
ター（株）

4430001022194
水素ガス警報設備センサ
交換工事（稚内地方気象
台）　等

2

日立造船（株） 3120001031541
水素ガス供給設備の故障
修理

1
随意契約
（少額）

日立造船（株） 3120001031541
水素ガス供給設備（松江）
遠隔制御装置の修理

1
随意契約
（少額）

三興通商（株） 9010401012072
集合型ＧＰＳ高層気象観測
施設（南大東島）の故障修
理

0.8
随意契約
（少額）

三興通商（株）

9010401012072
集合型ＧＰＳ高層気象観測
システム（松江）の故障修
理

0.5
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
集合型ＧＰＳ高層気象観測
施設（石垣島）の故障修理

0.8
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
集合型ＧＰＳ高層気象観測
システム（名瀬）の故障修
理

0.5
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
石垣島ＡＢＬアンテナケー
ブル新管路通線作業及び
機器調整

0.4
随意契約
（少額）

太平熔材（株） 9410001001609
気球棟貯蔵庫鋼製開扉等
改修工事

0.5
随意契約
（少額）

（株）防災コンサルタ
ント

8430001014460
水素ガス消費施設防火設
備更新工事（札幌管区気象
台）

1
随意契約
（少額）

豊前高圧ガス（株） 5290801015122
水素ガス特定消費施設定
期自主検査（鹿児島）

0.3
随意契約
（少額）

伊藤忠工業ガス（株） 8010401078461 水素ガスの購入（福岡） 0.9
随意契約
（少額）

伊藤忠工業ガス（株） 8010401078461
水素ガス容器及び付属品
の再検査

0.3
随意契約
（少額）

和歌山警備保障
（株）

2170001003710
潮岬高層気象観測施設管
理補助業務備保守点検業
務

1
随意契約
（少額）

鹿児島県 8000020460001
屋久島局地的気象監視シ
ステム用地借料

0.1
随意契約
（その他）

いちき串木野市長 8000020462195
市来局地的気象監視シス
テム用地借料

0
随意契約
（その他）

チェック





（ ）

沖合津波観測情報の充実

沖合の津波観測に関する
情報で利用する観測点の
数を平成30年度までに200
点以上とする。

56 5652

8 9 11

- -

一般会計

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、11条、第15条他）
災害対策基本法（第3条、第8条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

定量的な成果目標

その他の地震情報の発表回数
（緊急地震速報（予報）、地震情報等）

1256/960

活動指標

- -

28年度活動見込

1,909 1,500 2,109

％

各種の観測地点数
（気象庁の地震計、震度計等） 箇所

「緊急地震速報」の迅速化

達成度 ％

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

秒

実施方法

定量的な成果目標

事業番号

地震津波観測 担当部局庁 気象庁地震火山部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 管理課 課 長 野村　竜一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

1,821

1,486

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

秒

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

気象庁が整備した地震計等に加え、関係機関が整備した地震計等も活用し、24時間体制で地震の観測・監視を行う。これらのデータを地震活動等総合監視
システム（EPOS）により集約・解析し、緊急地震速報、津波警報、震度に関する情報等を発表する。これらの情報は、防災関係機関や報道機関を通じて国民
に伝達され、地震や津波による災害の防止・軽減に貢献している。
　また、海外で大規模地震が発生した場合にも、関係国と連携しつつ、地震情報や津波情報を発表する。
　さらに、地震活動等総合監視システムを気象庁本庁・大阪管区気象台の２中枢に集約し、災害時の業務継続を可能にしている。

-

1,379

- -

-

目標値

成果指標 26年度

25年度

2,118

単位

執行額／観測点数

単位当たり
コスト

27年度
中間目標

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

-

25年度

▲ 2

日本海溝沿いで発生し、震
度１以上を観測した地震に
ついて、地震が発生してか
ら緊急地震速報（予報）の
第１報を発表するまでの時
間の平均値を、平成32年
度には平成26年度までに
比べ5秒以上短縮する。

成果実績

％

単位

-

補正予算

千円

1440/960

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国内外の地震を観測・監視し、最新の地震学的知見に基づく解析を行い、適時的確に緊急地震速報、津波警報や震度に関する情報等を発表することによ
り、地震や津波による災害の防止・軽減を図る。

前年度から繰越し 357 -

成果実績

目標値

成果指標 単位

箇所
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

箇所

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

1,734 1,486 2,118 1,256 0

1,440 2,025

執行率（％） 105% 97% 96%

「緊急地震速報」の精度向
上※

震度４以上を観測した地震
または緊急地震速報で震
度４以上を予想した地震に
ついて、予報誤差が震度階
級±１以内に収まる地域の

成果実績 ％

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

- - -

注意報・警報の発表回数
（緊急地震速報（警報）、津波注警報）

活動実績 回

当初見込み 回

計算式 　　/

1,308

1821/954

26年度

2025/960

- - - 5

　 0094

年度30

27 年度

32 年度

200

- - 101 101

目標最終年度

年度

- - -

防災基本計画（昭和38年策定）、南海トラフ地震防災対策推
進基本計画（平成25年度策定）、大規模地震防災・減災対策
大綱（平成25年度決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

- -

- -

-

-

-

1,256

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

63 83 86 86

- - 85 85

-

-

25年度

28年度活動見込

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

954 960 960

960

28年度活動見込

- - - -

25年度 26年度

26年度 27年度

985 3,719 3,520

25年度

27年度

海洋政策、科学技術・イノベーション、国土強靱化施
策、ＩＴ戦略

チェック



－

地震津波は地域を問わず発生し、広範囲に影響を
及ぼすため、国が実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

地震津波による災害の防止・軽減を図る事業であ
り、広く国民のニーズがある。

200

目標最終年度

○

1

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

1,257 0

通信専用料

年度

計画開始時
27年度 28年度

整備した観測施設を十分に活用している。

○

調達内容を吟味し、無駄のない予算執行に努めている。

単位

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

○ 　原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しなが
ら支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様
書を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対する
アンケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善
検討などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

年度

56

目標値 箇所

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

災害の防止・軽減を図る事業のため、政策優先度の高い
事業である。

定量的に示すためには実観測点数が妥当と考える。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

津波警報の改善、緊急地震速報の精度向上・迅速化は災害
の防止、軽減に有効な手段である。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

実施に当たり、多角的な仕様検討を行い、より効果的な整備
を心がけている。

土地建物借料

成果実績

調達において、公告期間や整備機関を出来る限り長くし、競
争機会を増やすことでコスト削減を促す。

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

28年度当初予算

単位

6

沖合津波観測情報

14

国
費
投
入
の
必

要
性

553

職員旅費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

56

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　近年整備が進んでいる他機関の沖合の津波観測点を津波監視に活用することにより、現状より早期に津波を検知することが可能となる。
これにより、津波警報の更新及び津波情報の発表（沖合の津波観測に関する情報）が従来より早く行えるようになる。

歳出予算目

30 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

683

計

実績値 箇所 52

諸謝金

観測予報庁費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



事業名

492

89

平成23年度

点検結果

86

501

外部有識者の所見

改善の
方向性

本事業の実施に関し、一社応札案件を減らすことを留意した調達方法の改善として、仕様書作成等を出来るだけ早期に確定し、公告及び契約
履行期間に余裕を持たせ、競争性を高めるよう努力してきたところであるが、整備機器について、出来るだけ汎用性の高い部品を選定すること
で、より一層の競争性確保や保守性を高めるよう、努力したい。

東日本大震災を受け、観測ネットワークの復旧・強化を行うとともに、津波警報の精度向上、緊急地震速報の高度化等を行っている。
地震津波による災害の防止・軽減を図る事業であり、本事業を継続する必要がある。昨年度、他機関との連携等による効率的かつ効果的な地
震津波の観測、情報伝達体制を確立した、次世代システムを整備した。なお、事業の実施に当たっては、地震観測施設の保守対象機器の見
直し等により費用対効果の高い運用体制とするなど、予算の効率的・効果的な執行に努めている。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

469

87

平成24年度

平成27年度

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

・総務省の行政評価・監視結果（平成２７年２月）において、「緊急地震速報報について、様々な利用者における活用方法の把握を行い、それぞれの活用の実態を
踏まえた精度検証を実施するとともに、その結果を公表すること」について勧告を受けている。
・行政事業レビュー「公開プロセス」（平成２４年度）の対象事業となった。　結果：「一部改善」
　とりまとめコメント：「他機関との連携等による効率的かつ効果的な地震津波の観測、情報伝達の体制を整備すべき。契約の競争性向上を進めるべき。」
※震度４以上を観測した地震または緊急地震速報で震度４以上を予想した地震について、予報誤差が震度階級±１以内に収まる地域の割合を平成27年度まで
に85%以上とし、目標を達成した。
・支出先上位１０者リストの中には、平成２６年度に入札等を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

（註）

（註）
気象庁

2,025百万円

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者（11社）

1,048百万円

【随意契約】

地震活動等総合監視システム(EPOS)の業務処理ソフ

トウェア製作及びシステム構築 等

電信回線専用料 等

【随意契約】

Ｂ．民間事業者（34社）

746百万円

観測敷地提供

Ｄ．管区気象台等（７機関）

215百万円

地震津波観測に係る

企画立案及び事業の

実施

計画に基づく各保守

契約等の実施

【一般競争入札】

Ｅ．民間事業者（2社）

11百万円

紀の川市粉河計測震度観測施設移設に

伴う工事 等

【随意契約】

Ｆ．民間事業者（90社）

199百万円

管区気象台が発注した多機能型地震計等

の点検調整 等

【随意契約】

Ｇ．地方公共団体等（275団体）

5百万円

観測敷地提供

※少額のため千円単位
Ｃ．地方公共団体等（ 9団体）

23千円

Ｈ．事務費

16百万円

諸謝金・旅費

（註）随意契約には、少額随意契約と公募手続きによる随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数社から見積書を聴取して競争性を確保している。



雑役務費

金　額
(百万円）

A.日本電気（株）

592

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

30

雑役務費
地震活動等総合監視システム（ＥＰＯＳ）の
ハードウェア等の取付調整

電信回線専用料

146

使　途

雑役務費 通信運搬費
地震活動等総合監視システム(ＥＰＯＳ)の業
務処理ソフトウェア製作

費　目

地震活動等総合監視システム（ＥＰＯＳ）の
業務処理ソフトウェア保守及び運用支援

14

雑役務費 大深度地震計処理装置保守

B.エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）

4

金　額
(百万円）

698

費　目 使　途

計 862 計 592

C.個人A D.東京管区気象台

費　目 使　途

借料及び損料 入軽井沢群列地震観測施設敷地借料測点 0 雑役務費
ＤＣＰ装置・多機能型地震観測装置・長周期
地震動観測装置の点検及び調整

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
海底地震常時観測システム中継所受信装
置保守点検

8

雑役務費 計測震度計の点検及び調整 7

雑役務費
名古屋地方気象台　西尾市一色町震度観
測局移設に係る施設整備工事　等

25

計 0 計 70

雑役務費
津波地震早期検知網観測局等の点検調整
（福岡）

21

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
紀の川市粉河計測震度観測施設移設に伴
う工事

6 雑役務費
ＤＣＰ装置・多機能型地震観測装置・長周期
地震動観測装置の点検及び調整（東京）

30

計

雑役務費
津波地震早期検知網（多機能）観測局装置
及び計測震度計・ＤＣＰ装置点検調整（仙

17

雑役務費
津波地震早期検知網観測局装置・計測震
度計・ＤＣＰ装置の点検調整　等

69

計 6

費　目 使　途

借料及び損料
静岡地方気象台網代計測震度観測施設敷
地及び建物借用

0.3

137

金　額
(百万円）

E.（株）シトン F. 明星電気（株）

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G.熱海市 H.

計 0.3 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

日本電気（株）

日本電気（株）

日本電気（株）

日本電気（株）

明星電気（株）

明星電気（株）

明星電気（株）

明星電気（株）

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

（株）ニチマイ

（株）ニチマイ

（株）エーモード

明和運輸（株）

ＫＤＤＩ（株）

富士通（株）

東機エレクトロニクス
（株）

明星電気（株） 2010001007784
群列地震観測装置の設定
変更等

7
随意契約
（公募）

地震波形データ収集・配信
装置保守

3
随意契約
（公募）

地震活動等総合監視シス
テムのクライアント端末等
移設

2
随意契約
（公募）

明星電気（株） 2010001007784
多機能型地震観測中枢局
装置保守

3
随意契約
（公募）

明星電気（株） 2010001007784

日本電気（株） 7010401022916

震活動等総合監視システ
ム更新時に緊急地震速報
配信の並行運用を行うため
の設定変更等

3
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916

6

5 1

1

4

1

8

7

9

6

1

1

1

10

1

2

3

11

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

13

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

14

2

5

12

17

6

5

4

4

津波評価解析装置保守

電子計算機の購入

1一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札 2日本通運（株）
地震波形データ収集・配信
装置ほかの撤去等

15

16

2
ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

8010401021784
地震活動等総合監視シス
テムのハードウェアの借用
（リース）及び保守

56

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648 電信回線専用料 592
随意契約
（その他）

随意契約
（公募）

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

8010401021784

ケーブル式常時海底地震
観測システム陸上部機器
（データ処理部）の借用（再
リース）

2
随意契約
（公募）

6

7

4

5

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

8010401021784
地震活動等総合監視シス
テムのハードウェア借用及
び保守（再リース）

1
随意契約
（少額）

10

11

8

9

日本電気（株） 7010401022916
次期地震活動等総合監視
システム導入に伴う各種
ネットワーク設定変更等

2
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916
地震活動等総合監視シス
テムの運用支援

28
随意契約
（公募）

12 明星電気（株） 2010001007784
多機能型地震観測装置・Ｄ
ＣＰ装置の点検調整　等

4
随意契約
（公募）

1

法　人　番　号

7010401022916

7010401022916

7010401022916

2010001007784

2010001007784

2010001007784

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

1

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

3

7010401022916 698

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札 2

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

5

146

14

4

1

69

10

2

2010001007784

8010401021784

5010001006197

5010001006197

8010001109930

2012401008701

9011101031552

1020001071491

3010401019131

4010401022860

2

1

0

地震活動等総合監視シス
テム(ＥＰＯＳ)の業務処理ソ
フトウェア製作

地震活動等総合監視シス
テム（ＥＰＯＳ）のハードウェ
ア等の取付調整
地震活動等総合監視シス
テム（ＥＰＯＳ）の業務処理
ソフトウェア保守及び運用
支援
大深度地震計処理装置保
守

地震波形データ収集・配信
装置の製作及び取付調整

多機能型地震観測装置（官
署型）予備機の製作

群列地震観測装置保守（松
代地震観測所）

地震波形データ収集・配信
装置の保守
地震活動等総合監視シス
テム（ＥＰＯＳ）のハードウェ
ア等の借用（リース）及び保
守
地震記象紙等のマイクロ
フィルムの複製作業

マイクロフィルムの複製作
業

判定会委員等情報提供
サーバのホスティング

地震活動等総合監視シス
テムの撤去等

震度計ＩＮＳ回線の移設に
伴うネットワーク機器の購
入及び取付調整

1

5



C

D

札幌管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 23

気象衛星センター 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 6

東京管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 72

福岡管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 30

仙台管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 28

個人H
大良群列地震中継施設敷
地借料

0
随意契約
（その他）

個人C
滝本群列地震観測施設敷
地借料

0
随意契約
（その他）

個人D
和平群列地震観測施設敷
地借料

0
随意契約
（その他）

個人F
地蔵峠群列地震観測施設
敷地借料

0
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人B
菅平群列地震観測施設敷
地借料

0
随意契約
（その他）

ＫＤＤＩ（株） 9011101031552 電信回線専用料 2
随意契約
（その他）

（有）仕事主義 4021002002508
長周期地震動階級説明用
映像資料の編集

1
随意契約
（少額）

北信土建（株） 9100001003108
松代地震観測所敷地内囲
障工事

3
随意契約
（少額）

北信土建（株） 9100001003108
松代地震観測所庁舎シャッ
ター設置ほか工事

2
随意契約
（少額）

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912 電信回線専用料 7
随意契約
（その他）

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
地震活動等総合監視シス
テム用統合情報表示装置
の借用（リース）及び定期

2
随意契約
（公募）

ソフトバンク（株） 9010401052465 電信回線専用料 3
随意契約
（その他）

一般財団法人　日本
気象協会

4013305001526
包括的核実験禁止条約機
構のデータ受信用ネット
ワーク機器の運用管理

0.6
随意契約
（少額）

14

15

13

18

19

16

17

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
判定会室映像システム装
置の点検調整　等

1

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
震活動等総合監視システ
ム用統合情報表示装置の
撤去

6
随意契約
（公募）

22

23

20

21

ソフトバンク（株） 9010401052465
多機能型地震観測装置の
ネットワーク機器の保守

1
随意契約
（公募）

24

25

一般財団法人　日本
気象協会

4013305001526
包括的核実験禁止条約機
構データ受信・変換装置の
保守

1
随意契約
（少額）

（有）仕事主義 4021002002508
長周期地震動階級説明用
映像の撮影

1
随意契約
（少額）

3

4

1

2

個人A
入軽井沢群列地震観測施
設敷地借料

0
随意契約
（その他）

7

8

5

6

個人E
大良群列地震観測施設敷
地借料

0
随意契約
（その他）

9 長野市 3000020202011
中尾根群列地震観測施設
敷地借料

0
随意契約
（その他）

個人G
入軽井沢群列地震中継施
設敷地借料

0
随意契約
（その他）

1

4

5

2

3

大阪管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 43

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

沖縄気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 13



E

F

電通工業株式会社 1340001002869
川内計測震度観測施設引
込ポール建替工事

0.3
随意契約
（少額）

電通工業株式会社 1340001002869
川内計測震度観測施設引
込ポール補強工事

0
随意契約
（少額）

応用地質株式会社 2010001034531
横浜地方気象台相模原若
柳津波地震早期検知網観
測局地中部センサー修理

1
随意契約
（少額）

有限会社高橋電業 9420002012166
津波地震早期検知網青森
岩崎観測局ほか２ヵ所電源
ブレーカ等更新

0.3
随意契約
（少額）

有限会社高橋電業 9420002012166
深浦特別地域気象観測所
局舎建具改修工事ほか

0.1
随意契約
（少額）

日本電気（株） 7010401022916
大深度地震計処理装置の
撤去等

1
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916
地震活動等総合監視シス
テムのクライアント端末等
移設　等

2

応用地質株式会社 2010001034531
東京管区気象台三宅島阿
古津波地震早期検知網観
測局移設に伴う地質調査

1
随意契約
（公募）

株式会社高見沢サイ
バネティックス

7011201003197 計測震度計点検調整 6
随意契約
（公募）

株式会社高見沢サイ
バネティックス

7011201003197
新潟地方気象台新潟広神
津波地震早期検知網観測
局被害調査

1
随意契約
（公募）

ＮＥＣネッツエスアイ
（株）

6010001135680
海底地震常時観測システ
ム中継所受信装置保守点
検

8
随意契約
（公募）

明星電気（株） 2010001007784
津波地震早期検知網観測
局等の点検調整（福岡）

21
随意契約
（公募）

明星電気（株） 2010001007784

津波地震早期検知網（多機
能）観測局装置及び計測震
度計・ＤＣＰ装置点検調整
（仙台）

17
随意契約
（公募）

株式会社高見沢サイ
バネティックス

7011201003197
計測震度計の点検及び調
整

7
随意契約
（公募）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）シトン 3010101001686
紀の川市粉河計測震度観
測施設移設に伴う工事

6 一般競争入札 5 96.6％1

2 加藤建設株式会社 7200001015945
名古屋地方気象台　西尾
市一色町震度観測局移設
に係る施設整備工事

5 一般競争入札 1 94.9％

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

明星電気（株） 2010001007784
津波地震早期検知網観測
局装置・計測震度計・ＤＣＰ
装置の点検調整　等

69

明星電気（株） 2010001007784

ＤＣＰ装置・多機能型地震
観測装置・長周期地震動観
測装置の点検及び調整（東
京）

30
随意契約
（公募）

10

11

8

9

株式会社高見沢サイ
バネティックス

7011201003197
津波地震早期検知網観測
局「福島川内」の加速度計
等交換　等

12

14

15

12

13

日本電気（株） 7010401022916
地震活動等総合監視シス
テムのクライアント端末等
移設（札幌管区気象台）

1
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916
地震活動等総合監視シス
テムのクライアント端末等
移設

1
随意契約
（公募）

18

19

16

17

有限会社高橋電業 9420002012166
六ヶ所計測震度観測施設
局舎修繕及びフェンス撤去

1
随意契約
（少額）

22

20

21

電通工業株式会社 1340001002869
中之島地震観測施設受電
部等修繕

0.5
随意契約
（少額）

電通工業株式会社 1340001002869
種子島西之表地震観測施
設受電部修繕工事

0.5
随意契約
（少額）



G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

相模原市 1000020141500
横浜地方気象台相模原計
測震度観測施設敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

さつま町 6000020463922
宮之城計測震度観測施設
用地借料

0.1
随意契約
（その他）

川崎市 7000020141305
横浜地方気象台川崎計測
震度観測施設敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

南三陸町 4000020046060
志津川計測震度観測施設
敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

宇治市 2000020262048
京都地方気象台宇治計測
震度観測施設敷地借料

0.1
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国分寺市 1000020132144
東京管区気象台国分寺計
測震度観測施設敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

株式会社　奥村組 2180301005307
名古屋地方気象台愛西市
稲葉町計測震度計移設に
伴うケーブル敷設等工事

1
随意契約
（少額）

梅津電気（株） 5450001007705
宗谷枝幸計測震度計移設
待受工事

1
随意契約
（少額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

明星電気（株）A

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 2010001007784
地震波形データ収集・配信
装置の保守

25 一般競争入札 1

23

26

24

25

アイテックコンサルタ
ント株式会社

0501110104977
新潟地方気象台新潟広神
津波地震早期検知網観測
局移設

0.6
随意契約
（少額）

アイテックコンサルタ
ント株式会社

0501110104977
東京管区気象台三宅島阿
古津波地震早期検知網観
測局移設

0.5
随意契約
（少額）

3

4

1

2

熱海市 8000020222054
静岡地方気象台網代計測
震度観測施設敷地及び建
物借用

0.1
随意契約
（その他）

7

8

5

6

香川県 8000020370002
高松地方気象台坂出津波
地震観測局敷地借料

0.1
随意契約
（その他）

江戸川区 1000020131237
東京管区気象台江戸川計
測震度観測装置敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

9

10

釜石市 8000020032115
釜石計測震度観測施設敷
地借用

0.1
随意契約
（その他）

チェック



（ ）

国土強靱化施策

12

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

40 40 40

28年度活動見込

- - -

26年度 27年度

12 12

25年度

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

12 12 12 - -

12 12 12 - 12

0

0

防災基本計画（昭和38年策定）
東海地震対策大網（平成15年度決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

0

0 2

2

100 -

-

-

-

44

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0095

年度28

28 年度

-

2

-

100 100 100 - -

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

点

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

43 44 44 44 0

42 43

執行率（％） 95% 95% 98%

毎月開催される「地震防災
対策強化地域判定会（定
例）」において、ひずみ計等
の観測データについて評価
を行い、「東海地震に関連
する情報」として国民、防災
関係機関、報道機関等へ
発表する。

「東海地震に関連する情
報」の発表回数
※毎月1回開催のため年12
回。観測データに異常があ
り、臨時に開催された場合
は回数が増える。

成果実績 回

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

東海地震の前兆現象を観測・監視し、最新の科学的知見に基づく解析を行い、適時適切に東海地震に関連する情報を発表することにより、東海地震による
災害の防止・軽減に資する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

点

-

回

-

補正予算

44

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

41

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

東海地域とその周辺に展開された地殻変動観測施設（ひずみ計等）により、東海地震の前兆現象を24時間体制で観測・監視し、最新の科学的知見に基づく
解析を行うとともに、観測データに異常が検出された場合には、その原因について「地震防災対策強化地域判定会」により総合的な評価を行う。
　また、適時適切に東海地震に関連する情報（東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地震に関連する調査情報）を国民・防災関係機関・報道機関等
に発表し、準備行動や地震応急対策に資する。

-

43

- -

-

東海地震予知のために活
用する他機関の観測デー
タの数

25年度

事業番号

地殻観測 担当部局庁 気象庁地震火山部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 地震予知情報課 課 長 橋本 徹夫

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

44

東海地域とその周辺の地
殻観測監視においては、気
象庁自らの観測点のみな
らず、他機関整備の観測点
のデータも活用して２４時
間体制で観測･監視してい
る。今後も引き続き東海地
域の他機関の観測点等を
活用し、検知能力の向上に
努める。

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

箇所

達成度 ％

観測地点数（多成分ひずみ計、体積ひずみ計）

東海地震に関連する調査情報等の発表回数

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法
（第3条、第11条、第13条、第15条他）
災害対策基本法(第3条、第8条)

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

当初見込み

箇所

活動指標

一般会計

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(
第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

1

計

実績値 点 0

職員旅費

通信専用料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　東海地震予知のために活用する他機関の観測データの数2点を維持し、適時適切に東海地震に関連する防災情報等を発表する。

歳出予算目

28

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

0

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

－

26

観測予報庁費

達成度 ％

計算式 　　/

1,100

41/40

26年度

15

単位

東海地震予知のために活用する他機関の観測データ
の数

28年度当初予算

43/4042/40

2

年度 年度

成果実績

千円

単位

執行額／観測点数

単位当たり
コスト

年度

2

目標値 点

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位
計画開始時

27年度 28年度

0 0 2

44/40

28年度活動見込

1,025 1,050 1,078.8

44 0

土地建物借料

年度

中間目標

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

目標値

2

目標最終年度

2

－



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必

要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

観測機器等の調達に当たっては、より一層の競争性の確保
し調達するよう努めている。

‐

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

実施に当たり、多角的な仕様検討を行い、より効果的な整備
を心がけている。

東海地震に関連する情報の発表は、災害の防止、軽減に有
効な手段である。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

災害の防止・軽減を図る事業のため、政策優先度の高い
事業である。

定量的に示すためには実観測点数が妥当と考える。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 整備した観測施設を十分に活用している。

○

調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

○

原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、競争性のない随意契約によるも
のについては、一般競争入札で国庫債務負担行為に基づき
契約し、契約終了後これまでと同様の条件で継続的に使用
するために契約したものなどで問題はない。

○

評　価項　　目

東海地震に関連する情報を発表することにより、東海地震に
よる災害の防止・軽減を図る事業であり、広く国民のニーズ

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

東海地震に関連する情報は、広範囲に影響を及ぼすため、
国が実施すべき事業である。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

88

平成24年度

平成27年度平成25年度

470

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

87

502

外部有識者の所見

改善の
方向性

　本事業による、一般競争入札の該当は無かったが、利用する部材等に汎用品を使用する等、引き続き、競争性を高めるよう努力し、予算の
効率的な執行に努めたい。

　本事業は、東海地震の前兆現象を観測・監視し、最新の地震学的知見に基づく解析を行い、適時適切に東海地震に関連する防災情報等を
発表することにより、東海地震による災害の防止・軽減に資するものであるため、継続して実施する必要がある。
　また、事業の実施に当たっては、より一層の競争性を確保し、予算の効率的な執行に努めている。

事業名

493

90

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

（註）

気象庁

43百万円

【随意契約】

電信回線専用料等

Ｂ．東京管区気象台

15百万円

地殻観測に係る企画

立案及び事業の実施

計画に基づく各保守

契約等の実施

【随意契約】

Ｃ．民間事業者（ 10社）

14百万円

地殻岩石ひずみ観測装置用無停電電源

装置等点検及び調整 等

【随意契約】

Ｄ．地方公共団体等（29団体）

1百万円

観測敷地提供

Ｅ．事務費

2百万円

旅費

（註）随意契約には、少額随意契約と公募手続きによる随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数社から見積書を聴取して競争性を確保している。

（註）Ａ．民間事業者（ 6社）

26百万円



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 10.3 計 0.1

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
名古屋地方気象台田原高松地殻岩石ひず
み観測装置修理

0.6

雑役務費
名古屋地方気象台田原高松地殻岩石ひず
み観測装置調査

0.4

雑役務費
静岡地方気象台　静岡落合地殻岩石ひず
み観測装置調整作業

0.3

C.住鉱資源開発株式会社 D.神奈川県立川和高等学校

費　目 使　途

雑役務費 多成分ひずみ観測装置点検及び調整 9 借用及び損料 横浜地方気象台横浜歪観測所敷地借用

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 21 計 15

費　目 使　途
金　額

(百万円）

21

地殻岩石ひずみ観測装置用無停電電源装
置等点検及び調整

雑役務費 2

3

B.東京管区気象台

雑役務費電信回線専用料

費　目

多成分ひずみ観測装置点検及び調整

雑役務費

使　途

通信運搬費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

静岡地方気象台　地殻岩石ひずみ観測装
置用発動発電装置の点検及び調整等

0.1

金　額
(百万円）

A.ＮＴＴコミュニケーションズ（株）

10

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

電信回線専用料

電信回線専用料

地殻データ監視装置の更
新

地殻岩石歪計検定用測定
器の購入

レンタカー借上げ

レンタカー借上げ

草刈機の購入

0.1

0

4

0.5

0.3

法　人　番　号

1010001067912

3010401019131

3010401019131

7010401056220

3080001003792

7011301006050

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（その他）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

0

7010001064648 21

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

15

16

13

14

電通システム株式会
社

1100001002091
長野地方気象台地殻岩石
ひずみ観測装置用発動発
電装置の点検及び調整

0
随意契約
（少額）

17

18

株式会社　伊藤工務
所

6040001075016
銚子地方気象台　鴨川八
色地殻岩石ひずみ観測点
換気扇交換修理

0
随意契約
（少額）

株式会社　伊藤工務
所

6040001075016
銚子地方気象台　勝浦地
殻岩石ひずみ観測点換気
扇ダクト修理工事

0
随意契約
（少額）

7

8

5

6

（株）ミツトヨ 7020001067105
殻岩石ひずみ観測装置用
無停電電源装置等点検及
び調整

2
随意契約
（公募）

11

12

9

10

株式会社桜電社 4010401005898
静岡地方気象台川根本町
東藤川発動発電装置修理
品購入

0.2
随意契約
（少額）

（株）ミツトヨ 7020001067105
静岡地方気象台掛川富部
地殻岩石ひずみ観測装置
修理

0.4
随意契約
（少額）

3

4

1

2

住鉱資源開発株式
会社

5010501020144
多成分ひずみ観測装置点
検及び調整

9
随意契約
（公募）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 15

随意契約
（その他）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

3

6

1

7

5

4

ＮＴＴコミュニケーショ
ンズ（株）

（株）ＮＴＴドコモ

東機エレクトロニクス
（株）

東機エレクトロニクス
（株）

オリックス自動車
（株）

（株）トヨタレンタリー
ス静岡

株式会社フォーサイ
ト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

住鉱資源開発株式
会社

5010501020144
名古屋地方気象台田原高
松地殻岩石ひずみ観測装
置修理

0.6
随意契約
（少額）

住鉱資源開発株式
会社

5010501020144
名古屋地方気象台田原高
松地殻岩石ひずみ観測装
置調査

0.4
随意契約
（少額）

住鉱資源開発株式
会社

5010501020144
静岡地方気象台　静岡落
合地殻岩石ひずみ観測装
置調整作業

0.3
随意契約
（少額）

（株）ミツトヨ 7020001067105
静岡地方気象台掛川富部
地殻岩石ひずみ観測装置
修理

0.6
随意契約
（少額）

宮澤電池産業株式
会社

3080001005153
静岡地方気象台　地殻岩
石ひずみ観測装置用発動
発電装置の点検及び調整

0.5
随意契約
（少額）

株式会社桜電社 4010401005898
長野地方気象台売木岩倉
地殻岩石ひずみ観測装置
用発動発電装置修理

0.1
随意契約
（少額）

ヤマトプロテック株式
会社

7120001013874
名古屋地方気象台地殻岩
石ひずみ観測装置用発動
発電装置の点検及び調整

0.2
随意契約
（少額）

有限会社　今野工務
店

3020002011668
横浜地方気象台湯河原鍛
冶屋地殻岩石ひずみ観測
局引込線改修工事

0.1
随意契約
（少額）

セイノースーパーエ
クスプレス株式会社

9010601041061
東京管区気象台地殻岩石
ひずみ観測装置用バッテ
リーの運送

0
随意契約
（少額）

セイノースーパーエ
クスプレス株式会社

9010601041061
東京管区気象台地殻岩石
ひずみ観測装置用バッテ
リーの運送

0
随意契約
（少額）

三菱電機システム
サービス株式会社

1010901011705
名古屋地方気象台　田原
高松地殻岩石ひずみ観測
局舎空調機修繕

0
随意契約
（少額）



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

14 藤枝市 1000020222143
静岡地方気象台藤枝歪観
測所敷地借用

0
随意契約
（その他）

8

9

6

7

千葉県 4000020120006
銚子地方気象台鴨川市多
機能型地震計設置工事用
地借用

0
随意契約
（その他）

12

13

10

11

浜松市 3000020221309
静岡地方気象台三ヶ日歪
観測所敷地借用

0
随意契約
（その他）

独立行政法人静岡
県立病院機構

2080005004292
静岡地方気象台静岡歪観
測所敷地借用

0
随意契約
（その他）

1

4

5

2

3

静岡県 7000020220001
静岡地方気象台川根本町
地殻歪観測所建物借用

0
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

神奈川県立川和高
等学校

-
横浜地方気象台横浜歪観
測所敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

静岡県 7000020220001
静岡地方気象台春野地殻
歪観測所建物借用

0
随意契約
（その他）

静岡県 7000020220001
静岡地方気象台網代歪観
測所敷地借用敷地借用

0
随意契約
（その他）

東京都 8000020130001
東京管区気象台日野地殻
歪観測施設敷地

0.1
随意契約
（その他）

千葉県 4000020120006
銚子地方気象台館山地殻
歪観測所敷地借用

0
随意契約
（その他）

横須賀市教育委員
会

-
横浜地方気象台横須賀地
殻歪観測所敷地借用

0
随意契約
（その他）

浜松市 3000020221309
静岡地方気象台天竜及び
佐久間歪観測所敷地借用

0
随意契約
（その他）

三浦市教育委員会 -
横浜地方気象台三浦地殻
歪観測所敷地借用

0
随意契約
（その他）

湯河原町 6000020143847
横浜地方気象台湯河原計
測震度観測施設敷地借用

0
随意契約
（その他）

チェック





（ ）

- - -

985 1,839 13,156 -

- -

一般会計

26年度

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

火山

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条、第15条他）
災害対策基本法（第3条、第8条）
活動火山対策特別措置法（第４条、第12条、第30条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

噴火警報等の発表回数

-

活動指標

- -

28年度活動見込

660.9 423.6 383.2

連続監視観測火山数
火山

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

706

噴火警戒レベルを発表する
対象火山の数を平成32年
度に49火山とする

実施方法

事業番号

火山観測 担当部局庁 気象庁地震火山部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 火山課 課 長 齋 藤　 誠

事業名

会計区分

28年度

6,262

翌年度へ繰越し ▲ 79

計

その他の事項経費

▲ 6,259

651

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　各火山の活動状況に応じて、常時観測（地震計、傾斜計、空振計、ＧＮＳＳ、遠望カメラ等）及び機動観測を組み合わせた観測体制を構築・運用する。これら
のデータを全国４官署（本庁火山監視・警報センター及び札幌・仙台・福岡管区気象台の地域火山監視・警報センター）において24時間体制で監視・解析し、
火山活動状況に応じて噴火警報等の防災情報を発表する。噴火警報をより防災活動に活用しやすくするため、執るべき防災行動との対応をわかりやすく表
記した「噴火警戒レベル」の導入を進めている。

524

654

- -

▲ 1,960

噴火警戒レベルを発表する
対象火山数

25年度

599

単位

執行額／火山関係情報等の発表回数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

6,259

79

1,960

補正予算

千円

5,042/13,156779/1839

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　全国の活火山の活動を観測・監視し、最新の火山学的知見に基づく解析を行い、適時的確に噴火警報等の防災情報を発表することにより、火山噴火等に
よる災害の防止・軽減に資する。

前年度から繰越し - 79

成果実績

目標値

成果指標 単位

火山
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

火山

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

654 788 5,422 2,828 0

779 5,042

執行率（％） 100% 99% 93%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

47 47 50

回

当初見込み

その他の火山関係情報等の発表回数
(噴火予報、降灰予報、火山ガス予報、解説情報)

活動実績 回

当初見込み 回

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

噴火速報の発表回数
活動実績

回

28年度活動見込

計算式 　　/

-

25年度 27年度

651/985

- - 2

26年度

　 0096

年度32

-

-

49

-

防災基本計画（昭和38年中央防災会議策定）、噴火時等の
避難に係る火山防災体制の指針（平成20年中央防災会議報
告）、国土強靭化政策大綱（平成25年度決定）、中央防災会
議防災対策実行会議火山防災対策推進ワーキンググループ
（平成27年度報告）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

77 77

39

30 34

39

87 -

-

-

-

868

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

30

39

25年度

28年度活動見込

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

47 47 47 -

50

28年度活動見込

-

- - - -

25年度 26年度

26年度 27年度

8 14 17

25年度

27年度

国土強靱化施策、ＩＴ戦略

チェック



－

火山は全国に所在し、ひとたび噴火すると周辺地域のみなら
ず、降灰により広範囲に影響を及ぼすため、国が実施すべ

○

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　噴火警戒レベルを発表する対象火山の数を平成32年度に49火山とすることで、より適時的確に噴火警報等の防災情報を発表することができる。

評　価項　　目

火山噴火等による災害の防止・軽減を図る事業であ
り、広く国民のニーズがある。

49

目標最終年度

○

8

目標値

中間目標

869 0

非常勤職員手当

年度

39 39 39 -

計画開始時
27年度 28年度

6

○

調達内容を吟味し、無駄のない予算の執行に努めている。

単位

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

○ 原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

有

年度

34 -

目標値 火山

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

災害の防止・軽減を図る事業のため、政策優先度の高い
事業である。

山毎に観測点及び機器数が異なるため、定量的な判断は難
しいことから警報等発表回数で示すことが最も妥当と考え
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

施設整備費

成果実績

調達において、公告期間や整備期間を出来る限り長くし、競
争機会を増やすことでコスト削減を促す。

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

28年度当初予算

単位

190

噴火警戒レベルを発表する対象火山数

505

国
費
投
入
の
必

要
性

158

観測予報庁費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

30

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
その他

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

歳出予算目

32 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

2

計

実績値 火山 30

職員旅費

通信専用料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

整備した観測施設を十分に活用している。

494

91

平成23年度

点検結果

88

503

外部有識者の所見

改善の
方向性

　本事業の実施に関し、一社応札案件を減らすことを留意した調達方法の改善として、仕様書作成等を出来るだけ早期に確定し、公告及び契
約履行期間に余裕を持たせ、競争性を高めるよう努力してきたところであるが、整備機器について、出来るだけ汎用性の高い部品を選定する
ことで、より一層の競争性確保や保守性を高めるよう、努力したい。

　本事業は、全国の活火山の活動を観測・監視し、最新の火山学的知見に基づく解析を行い、適時的確に噴火警報等の防災情報を発表する
ことにより、火山噴火等による災害の防止・軽減に資するものであるため、継続して実施する必要がある。
　また、事業の実施に当たっては、調達方法の最適化を図り、予算の効率的な執行に努めている。

○

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

平成25年度

471

89

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

目標としている49火山のうち未導入の15火山については、噴
火警戒レベル導入に向け火山防災協議会と検討を行ってい
ることから、目標に対ししっかりと実績が伴っている。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
噴火警戒レベルの導入は災害の防止、軽減に有効な手段で
ある。

○

所管府省・部局名

実施に当たり、多角的な仕様検討を行い、より効果的な整備
を心がけている。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

（註）随意契約には、少額随意契約と公募手続きによる随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数社から見積書を聴取して競争性を確保している。

（註）

気象庁

5,042百万円

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者（16社）

4,231百万円

【随意契約】

火山観測装置の製作及び取付調整 等

特別警報変換配信システムの調達 等

【随意契約】

Ｂ．民間事業者（57社）

464百万円

観測敷地提供

Ｄ．管区気象台等（4機関）

310百万円

火山観測に係る企画

立案及び事業の実施

計画に基づく各保守

契約等の実施

【一般競争入札】

Ｅ．民間事業者（12社）

116百万円

地震観測装置の製作及び取付調整 等

【随意契約】

Ｆ．民間事業者（134社）

193百万円

火山遠望観測装置及び火山映像収録伝

送装置の点検調整 等

【随意契約】

Ｇ．地方公共団体等（63団体）

1百万円

観測敷地提供

※少額のため千円単位
Ｃ．地方公共団体等（ 5団体）

189千円

Ｈ．事務費

37百万円

諸謝金・旅費

（註）



雑役務費 小型画像送信装置の購入　等 5

金　額
(百万円）

A.応用地質(株)

107

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

火山遠望観測装置（硫黄島）及び火山映像
収録伝送装置等の点検調整

22

特別警報変換配信システムの調達

通信運搬費

使　途

雑役務費 雑役務費火山観測装置の製作及び取付調整

費　目

雑役務費 4

44

B.（株）NTTドコモ

金　額
(百万円）

2,439

電信回線専用料

費　目 使　途

計 2,439 計 160

C.軽井沢町 D.東京管区気象台

費　目 使　途

借料及び損料 浅間山火山観測所建物借料 0.1 雑役務費 地震観測装置の製作及び取付調整

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

借料及び損料 浅間山火山観測所建物借料（駐車場） 0 備品費 観測施設用鋼板組立柱購入 11

雑役務費 火山総合観測装置点検及び調整 9

雑役務費 火山遠望観測装置点検及び調整　等 63

計 0.1 計 105

雑役務費 火山遠望観測装置点検及び調整 6

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 地震観測装置の製作及び取付調整 22 雑役務費
火山遠望観測装置及び火山映像収録伝送
装置の点検調整（福岡）

7

計

雑役務費
火山遠望観測装置及び火山映像収録伝送
装置の点検調整（札幌）

5

雑役務費
火山遠望観測装置及び火山映像収録伝送
装置の点検及び調整（仙台）　等

11

計 22

費　目 使　途

借料及び損料
横浜地方気象台箱根山火山観測施設（遠
望カメラ）建物借用

0.1

借料及び損料
横浜地方気象台箱根山火山観測施設（ＧＰ
Ｓ）敷地借用

0

29

金　額
(百万円）

E.明星電気(株) F. （株）ＮＴＴドコモ

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

借料及び損料
横浜地方気象台箱根山火山観測施設（地
震計）敷地借用

0

G.箱根町 H.

計 0.1 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

明星電気（株） 2010001007784
火山観測データ収集・配信
装置の点検調整　等

1
随意契約
（少額）

応用地質（株）

（株）ＮＴＴドコモ

（株）ＮＴＴドコモ

（有）テラテクニカ

明星電気（株）

太陽計測（株）

太陽計測（株）

（株）ニコン・トリンブ
ル

日立造船株式会社

アジア航測株式会社

日本電気（株）

（株）エーモード

（株）日立製作所 7010001008844
気象庁ホームページ表示
機能改修

46
随意契約
（公募）

火山灰情報提供システム
の業務処理ソフトウェア保
守

9
随意契約
（公募）

スカパーＪＳＡＴ（株） 7010401072259 電信回線専用料 6
随意契約
（その他）

明星電気（株） 2010001007784
テレメータ装置の取付調整
（屋久島）

1
随意契約
（少額）

気象情報伝送処理システ
ムの業務処理ソフトウェア
改修等

51
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916
噴火速報導入に伴う地震
火山情報伝送装置改修

13
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

8010401021784
火山灰情報提供システム
の借用（リース）及び保守

23
随意契約
（公募）

富士通（株） 1020001071491

1

5 1

5

4

1

8

7

9

6

1

1

1

10

2

2

3

11

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札となった理由について
は、気候条件を考慮した履行期
限などが原因と考えられる。
　また、改善には各火山の気候
条件等を鑑みた余裕のある調
達スケジュールの確保が必要に
なると思われる。

- -12 6

2 （株）ＮＴＴドコモ 1010001067912 電信回線専用料 44

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
特別警報変換配信システ
ムの調達

107
随意契約
（公募）

随意契約
（その他）

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
火山遠望観測装置（硫黄
島）及び火山映像収録伝送
装置等の点検調整

4
随意契約
（公募）

6

7

4

5

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
小型画像送信装置の購入
等

5
随意契約
（公募）

10

11

8

9

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648 電信回線専用料 50
随意契約
（その他）

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）

8010401021784
火山監視・情報センターシ
ステムのハードウェアの借
用（リース）及び保守

54
随意契約
（公募）

14

15

12

13

日本電気（株） 7010401022916 火山コンテンツの改修 1
随意契約
（少額）

16

17

明星電気（株） 2010001007784
テレメータ装置の取付調整
（薩摩硫黄島）

1
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
硫黄島千鳥観測点の点検
調整

2
随意契約
（公募）

99.6％

1

法　人　番　号

1010001067912

1010001067912

1012802011189

2010001007784

6010801006420

6010801006420

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

2

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

4

2010001034531 2,439

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

1

1,223

73

147

51

32

30

21

8010801013794

3120001031541

6011101000700

7010401022916

8010001109930

火山観測装置の製作及び
取付調整

火山遠望観測装置等の製
作及び取付調整

火山映像収録伝送装置の
製作及び取付調整

地磁気観測装置の製作及
び取付調整

火山観測データ収集・配信
装置等の製作及び取付調
整

火山ガス観測装置の製作
及び取付調整

火山ガス観測装置保守点
検用校正機器購入

ＧＮＳＳ観測装置の製作及
び取付調整

ＧＮＳＳデータ等受信装置
の製作及び取付調整

噴煙観測装置の製作及び
取付調整

火山監視・情報センターシ
ステムの業務処理ソフト
ウェア保守

判定会委員等情報提供
サーバのホスティング

92

64



C

D

E

大福電設株式会社 6340001018489
薩摩硫黄島岩ノ上受信点
待受工事

5 一般競争入札 2 89.8％

大福電設株式会社 6340001018489
諏訪之瀬島キャンプ場受
信点待受工事

5 一般競争入札 2 96％

（株）マツダ電気通信 5460001003554
火山遠望監視用モニター
等更新

3 一般競争入札 5 85.6％

株式会社九州山光
社

2290001006949 火山観測局舎の製作・購入 5 一般競争入札 3 61.7％

(株)シトン 3010101001686
十勝岳火山観測機器移設
待受工事

10 一般競争入札 8 99.6％

(株)シトン 3010101001686
恵山火山観測機器更新待
受工事

5 一般競争入札 10 76.4％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

明星電気(株) 2010001007784
地震観測装置の製作及び
取付調整

22 一般競争入札 2 66.6％

東京管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 105

福岡管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 69

仙台管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 57

山梨県 8000020190004
富士山火山観測施設Ｃ観
測点建物借料

0
随意契約
（その他）

富士宮市 7000020222071
火山観測施設（富士山Ｅ中
継点）敷地借料

0
随意契約
（その他）

富士・東部林務環境
事務所

-
富士山火山観測施設C・D
観測点敷地借料

0
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

軽井沢町 8000020203211
浅間山火山観測所敷地借
料（駐車場）

0
随意契約
（その他）

（有）サンブリッチ 2011702014598 平机ほかの購入　他 1
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
超高感度小型カメラほかの
購入

2
随意契約
（少額）

（有）サンブリッチ 2011702014598 登山靴ほかの購入 1
随意契約
（少額）

（有）サンブリッチ 2011702014598
フォールラインパーカーほ
かの購入

1
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
小型デコーダほかの購入
等

0.3
随意契約
（少額）

18

19

22

23

20

21

（有）サンブリッチ 2011702014598
デジタル一眼レフカメラ他
の購入

0.6
随意契約
（少額）

24

25

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
電子計算機（総合観測班
用）の購入

0.3
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 電子計算機ほかの購入 0.6
随意契約
（少額）

3

4

1

2

軽井沢町 8000020203211
浅間山火山観測所建物借
料

0.1
随意契約
（その他）

5

6

大島町 2000020133612
伊豆大島地磁気観測施設
敷地借料

0
随意契約
（その他）

1

4

2

3

札幌管区気象台 8000012100004
計画に基づく各保守契約等
の実施 79

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

株式会社九州山光
社

2290001006949
九重山広帯域地震計受信
点待受工事

5 一般競争入札 1 91.3％

株式会社九州山光
社

2290001006949
観測施設用鋼板組立柱購
入

11 一般競争入札 3 97.1％

9

10

7

8

東邦通信㈱ 2430001011570
樽前山火山観測施設更新
工事

7 一般競争入札 7 70.7％

11

12

（株）マツダ電気通信 5460001003554
火山観測装置等の製作及
び調整に伴う受信局待受
工事（北海道駒ヶ岳）

5 一般競争入札 6 92％

東邦通信㈱ 2430001011570
火山データ用ケーブルほか
更新工事

6 一般競争入札 5 91％



F

（株）進藤電業 4310001008511
雲仙岳広帯域地震計受信
点待受工事

2
随意契約
（少額）

（株）進藤電業 4310001008511
雲仙岳傾斜計受信点待受
工事　等

2
随意契約
（少額）

（有）浅沼電機商会 9010002047708

東京管区気象台三宅島阿
古津波地震早期検知網観
測局移設に伴う基礎等造
成工事

3
随意契約
（少額）

晋豊建設（株） 9060001002188
火山広帯域地震計観測装
置受信点付帯工事

2
随意契約
（少額）

晋豊建設（株） 9060001002188
火山傾斜計観測装置受信
点付帯工事 等

3
随意契約
（少額）

株式会社日進通工 1430001012727
パンザーマスト建柱及び基
礎等工事（岩手山広帯域地
震計）

2
随意契約
（少額）

三立土建（株） 5380001019154
パンザーマスト建柱及び基
礎等工事（安達太良山傾斜
計)

2
随意契約
（少額）

三立土建（株） 5380001019154
パンザーマスト建柱及び基
礎等工事（磐梯山傾斜計）
等

4
随意契約
（少額）

株式会社九州山光
社

2290001006949
阿蘇往生岳南東山麓観測
点電源強化工事

2
随意契約
（少額）

株式会社日進通工 1430001012727
パンザーマスト建柱及び基
礎等工事（蔵王山広帯域地
震計）

2
随意契約
（少額）

株式会社日進通工 1430001012727
パンザーマスト建柱及び基
礎等工事（岩手山傾斜計）

2
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
火山総合観測点の点検び
基礎等工事（仙台）

3
随意契約
（公募）

明星電気（株） 2010001007784
十勝岳火山観測機器移設
調整（札幌）

2
随意契約
（公募）

株式会社九州山光
社

2290001006949
霧島山八久保受信点待受
工事

2
随意契約
（少額）

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
火山遠望観測装置点検及
び調整

6
随意契約
（公募）

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
火山遠望観測装置及び火
山映像収録伝送装置の点
検調整（札幌）

5
随意契約
（公募）

明星電気（株） 2010001007784
火山総合観測装置点検及
び調整（東京）

9
随意契約
（公募）

（有）サンブリッチ 2011702014598 登山用品の購入 4 一般競争入札 3 86.3％

（有）サンブリッチ 2011702014598
ＴＶ会議システム用電子計
算機ほかの購入

2 一般競争入札 2 95.9％

（株）軽米組 2450001006362
旧十勝岳火山観測所解体
工事

5 一般競争入札 5 86.1％

13

14

17

15

16

（株）中北電機 1370001003732 パンザーマスト購入 7 一般競争入札 2

（株）東和商会 3370001003697
レーザー距離計ほかの購
入

4 一般競争入札 6

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
火山遠望観測装置及び火
山映像収録伝送装置の点
検及び調整（仙台）　等

11

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912
火山遠望観測装置及び火
山映像収録伝送装置の点
検調整（福岡）

7
随意契約
（公募）

10

11

8

9

明星電気（株） 2010001007784 火山観測装置の修理　等 5

14

15

12

13

株式会社九州山光
社

2290001006949
霧島山ＧＮＳＳ観測点機器
収容ボックス更新及び環境
整備　等

3
随意契約
（少額）

株式会社九州山光
社

2290001006949
諏訪之瀬島トンガマＧＮＳＳ
用ソーラーパネル設置工事

2
随意契約
（少額）

18

19

16

17

株式会社日進通工 1430001012727
パンザーマスト建柱及び基
礎等工事（安達太良山広帯
域地震計）　等

3
随意契約
（少額）

22

23

20

21

（有）浅沼電機商会 9010002047708
東京管区気象台三宅島火
山傾斜計観測装置受信点
付帯工事

2
随意契約
（少額）

有限会社　八重岳 2340002019820 宿泊施設の借上 5
随意契約
（少額）

26

27

24

25

株式会社　長組 1070001012499
東京管区気象台神津島火
山広帯域地震計観測装置
受信点付帯工事及び取付

3
随意契約
（少額）

株式会社　長組 1070001012499
長野地方気象台火山傾斜
計及び火山広帯域地震計
観測装置受信点付帯工事

2
随意契約
（少額）





G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

栗原市 1000020042137
栗駒山栗駒耕英火山観測
施設敷地借用

0
随意契約
（その他）

大和リゾート株式会
社

4120001066743
霧島山総合観測点中継点
及び遠望観測点用地借料

0
随意契約
（その他）

八幡平市 7000020032140 岩手山敷地借用 0
随意契約
（その他）

個人A -
安達太良山火山遠望観測
施設敷地借用

0
随意契約
（その他）

御殿場市 1000020222151
静岡地方気象台富士山遠
望観測施設建物借用

0
随意契約
（その他）

栗原市 1000020042137
栗駒山火山遠望観測施設
敷地借用

0
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

箱根町 7000020143821
横浜地方気象台箱根山火
山観測施設（地震計）敷地
借用

0
随意契約
（その他）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

3

4

1

2

箱根町 7000020143821
横浜地方気象台箱根山火
山観測施設（遠望カメラ）建
物借用

0.1
随意契約
（その他）

7

8

5

6

霧島市 8000020462187
霧島山火口カメラ中継点用
地借料

0
随意契約
（その他）

箱根町 7000020143821
横浜地方気象台箱根山火
山観測施設（ＧＰＳ）敷地借
用

0
随意契約
（その他）

11

12

9

10

株式会社のりくら総
合リゾートサービス

5100001024867
長野地方気象台乗鞍岳火
山観測施設電柱及び管路
借用

0
随意契約
（その他）

13 岩手県 4000020030007
岩手山八合目火山観測所
敷地借用

0
随意契約
（その他）

磐梯リゾート開発
（株）

8380001017758
磐梯町西磐梯火山観測所
敷地借用

0
随意契約
（その他）

チェック





（ ）

算
出
方
法

関係
地球温暖
化対策

一般会計

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

点

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第13条、第14条　第15条　他）
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律(第46
条）
特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律
（第22条）
地球温暖化対策の推進に関する法律（第3条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

海洋気象観測船による海洋観測種目の数
（観測業務規程の分類）

751/870

28年度活動見込

926 917 890

- - -

海洋気象観測船による海洋観測点数
（各層観測、表層水温観測等）

成果指標定量的な成果目標

成果実績

点

-

達成度 ％

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト -

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

755

平成24年度から平成28年
度までの5年間に計7件の
改善又は新規の情報提供
を行う

実施方法

事業番号

海洋環境観測 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 海洋気象課 課長　吉田　隆

事業名

会計区分

28年度

▲ 3

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

714

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

地球温暖化や海洋汚染等の地球環境問題に対処するため、海洋気象観測船により、陸上に比べて観測データの乏しい海洋における温室効果ガスや汚染物
質等の実態を高精度に観測し、二酸化炭素の海洋への吸収量・蓄積量、海洋酸性化及び世界の気候に影響を与える海洋深層循環などの変動を把握する。
また、海上の気象観測や、水温、塩分、海流、海水の化学成分等の実況把握を通じ、北西太平洋の海洋の循環を把握し、海洋が気候変動に与える影響につ
いて解明を図る。

▲ 1

720

- -

-

地球温暖化等の監視に資
する海洋の二酸化炭素に
関する情報の数

25年度

773

単位

執行額／海洋気象観測船による海洋観測点数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

▲ 2

-

補正予算

千円/点

717/806737/804

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

海洋における温室効果ガス、汚染物質、水温、水質等の実態を把握し、地球温暖化予測精度向上や地球温暖化対策等の策定に貢献する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

718 752 772 751 0

737 717

執行率（％） 99% 98% 93%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 種

当初見込み 種

-

-

797 855 813

計算式 　　/

863

714/771

26年度

　 0097

年度28

7

「京都議定書目標達成計画」（平成20年3月28日改定案閣議
決定）
「海洋基本計画」（平成25年4月26日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

57 86

-

6 9

-

129 -

-

-

-

751

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

4

-

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

771 804 806

870

28年度活動見込

26 26 26 26

26年度 27年度

26 26 26

25年度

海洋政策、地球温暖化対策

チェック

調
整
中

調整中



－

世界気象機関（WMO）やユネスコ政府間海洋学委員会
（IOC）等の枠組みの下、国際観測網の構築が進められてお
り、気象庁の観測定線はその一部として位置づけられてい
る。このため、国が実施すべき事業である。

評　価項　　目

温室効果ガスの増加に伴う海水温の上昇、海洋への二酸化
炭素の蓄積及び海洋の酸性化の進行状況の把握は、気候
の将来予測のみならず、漁業等の産業活動にも必要な情報
であり、国民のニーズを反映した政策である。

7

目標最終年度

○

10

目標値

中間目標

752 0

観測予報庁費

年度

- - - -

計画開始時
27年度 28年度

1

○

単位

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

年度

9 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

海洋における水温、二酸化炭素等の把握は地球環境問題、
気候の将来予測に対処するために不可欠であり、政策の優
先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

船舶運航費

成果実績

年度 年度

28年度当初予算

単位

563

地球温暖化等の監視に資する海洋の二酸化炭素に関
する情報の数

23

国
費
投
入
の
必
要
性

58

職員旅費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

6

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
土地建物借料

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

海洋における温室効果ガス、汚染物質、水温、水質等の実態を把握し、地球温暖化予測精度向上や地球温暖化対策等の策定に貢献することで、長
期的な自然災害による被害の軽減に寄与する。

歳出予算目

- 28 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

97

計

実績値 件 4

非常勤職員手当

航海日当食卓料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度

政
策
評
価



○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

得られた観測データは複数の国際的なデータベースに登録
し、地球温暖化予測等の解析・研究に資するものとしてい
る。

495

92

平成23年度

事業目的に合致するものに限り予算を適切に執行している。

○
原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

○

点検結果

89

504

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施にあたっては、引続き競争性の確保等による効率的な調達方法の実施に努め、無駄のない予算執行に努める。

我が国周辺海域の温室効果ガスの挙動や汚染物質及び水質を高精度で把握するためには、特別な設備及び分析装置により実際の海水を分
析できる海洋気象観測船による観測が不可欠であり、本事業を継続する必要がある。

○

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

平成25年度

472

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
限られた予算の中で効果的・効率的な観測・解析業務を実
施している。

90

平成24年度

平成27年度

二酸化炭素関連物質の観測を継続的に実施しているのは気
象庁のみである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果目標としている二酸化炭素の蓄積量等を解析し、毎年、
情報を提供している。

事業番号関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
活動実績は、当初の見込みを上回っており、順調に事業は
進捗している。

‐

○

有

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・気象庁の高精度海洋気象観測の概要及び解析結果等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。
　　海洋気象観測船の主要な観測システム ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/vessel_obs/description/obssystem.html
　　主要な観測定線 ：http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/vessel_obs/description/obsline.html
　　海洋の温室効果ガス ：http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/sougou/html_vol2/1_4_vol2.html
　　海洋中の二酸化炭素蓄積量 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/a_2/co2_inventory/inventory.html
　　海洋循環の変動について： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/e_2/maizuru_koyusui/maizuru_koyusui.html
　　                                      http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/b_1/deep/137e_deep.html

所管府省・部局名

海洋における二酸化炭素等の観測は、海洋気象観測船に
よってのみ可能であり、有効な手段である。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算執行
に努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （21社）

503百万円

非常勤職員手当

9百万円

事務費

76百万円

職員旅費、航海日当食卓
料

凌風丸第二種中間検査修理

等

気 象 庁

717百万円

海洋環境観測

に係る企画立

案及び事業の

実施

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （95社）

128百万円

電気伝導度水温水深計用セン
サーの比較観測 等

【随意契約】

Ｃ．地方公共団体等 （2者）

1百万円

有明係船場（港湾）敷地等借料
等



金　額
(百万円）

A.サノヤス造船（株）

25.6

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

電気伝導度水温水深計用センサーの比較
検査 等

消耗品費

使　途

雑役務費 雑役務費凌風丸第二種中間検査修理  等

費　目

4

B.(株)イーエムエス

金　額
(百万円）

189

ＣＴＤウインチ及びダビット用油圧ホース他
の購入

費　目 使　途

計 189 計 29.6

C.東京都東京港管理事務所 D.

費　目 使　途

借料 有明係船場（港湾）敷地等借料 0.9

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0.9 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

サノヤス造船(株)

サノヤス造船(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

伊藤忠エネクス(株)

鈴与商事(株)

8

5 8 88.2％

8 94.2％

4

92.6％

7 94.6％

8

7

9

6

1

3 82.1％

7

10

8 93.6％

2

3

11

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

13

8 95.4％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

14

8 89.2％

88.9％

8 91.4％

7 96.8％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札 8

12

17

4

4

3

鈴与商事(株)

鈴与商事(株)

鈴与商事(株)

4

4

3 99.9％

商船三井テクノト
レード(株)

Ａ重油購入（啓風丸分）５回
目

Ａ重油購入（啓風丸分）２回
目

Ａ重油購入（凌風丸分）８回
目

25 1 99.6％

26

18

8 93.1％一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

1080001002318

1080001002318

8鈴与商事(株)

21

22

92.8％

23 2

Ａ重油購入（啓風丸分）１２
回目

Ａ重油購入（啓風丸分）７回
目

Ａ重油購入（啓風丸分）１０
回目

19

20

15

16

1080001002318

3

27

2

8 90.2％

3

1 99.6％

一般競争入札

ウエス他の購入（単価契
約）

凌風丸主機関部品の購入

凌風丸バウスラスター用部
品の購入

1080001002318

1080001002318

1010001074512

1010001074512

1010001074512

1010001074512

商船三井テクノト
レード(株)

商船三井テクノト
レード(株)

商船三井テクノト
レード(株)

3

2

7

潤滑油購入（凌風丸分）

Ａ重油購入（凌風丸分）６回
目

啓風丸ゴム製フレキシブル
継手の購入

86.9％

24

93.3％鈴与商事(株)

鈴与商事(株)

商船三井テクノト
レード(株)

30 96.8％1

1 96.7％

28 2 93.5％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

凌風丸主機関部品の購入

凌風丸・啓風丸補機器部品
の購入

凌風丸・啓風丸補機器部品
の購入

啓風丸主機関弾性継手の
購入

1010001074512

4010001022385

4010001022385

9010001047122

29 2 95.3％

(株)ダイエイ

(株)ダイエイ

(株)シンワ

一般競争入札

5

5

2

2

12

6

8

93.3％

2 99.4％

法　人　番　号

8120001166465

9010401078551

9010401078551

9010401078551

9010401078551

9010401078551

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

2 98.2％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

8

8120001166465 104

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

94.2％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

8 84.4％

8 90.3％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

7 93％

85

11

11

8

8

6

5

9010401078551

9010401078551

9010401078551

9010401078551

9010401078551

9010401078551

9010401078551

9010401078551

1080001002318

1080001002318

1

1

6

凌風丸第二種中間検査修
理

啓風丸定期検査修理

Ａ重油購入（凌風丸分）３回
目

Ａ重油購入（啓風丸分）６回
目

Ａ重油購入（凌風丸分）９回
目

Ａ重油購入（啓風丸分）３回
目

Ａ重油購入（凌風丸分）２回
目

Ａ重油購入（凌風丸分）７回
目

Ａ重油購入（凌風丸分）４回
目

Ａ重油購入（啓風丸分）１回
目

Ａ重油購入（凌風丸分）１２
回目

Ａ重油購入（啓風丸分）９回
目

Ａ重油購入（啓風丸分）１１
回目

Ａ重油購入（啓風丸分）１３
回目

10

9



B

4010001022385
発電機バルブステムシー
ル他の購入

0.2
随意契約
（少額）

セナーアンドバーン
ズ(株)

6010801015181
資料解析装置ほかのアッ
プデートサービス

1
随意契約
（少額）

セナーアンドバーン
ズ(株)

6010801015181
啓風丸資料解析装置ＶＤＳ
Ｌ装置の取付調整

0.9
随意契約
（少額）

日本アンス(株) 7012401003243
全炭酸・アルカリ度分析装
置の修理

0.2
随意契約
（少額）

サノヤス造船(株) 8120001166465
凌風丸第二種中間検査修
理追加修理

2
随意契約
（その他）

商船三井テクノト
レード(株)

1010001074512 Ｏリング他の購入 0.2
随意契約
（少額）

日本アンス(株) 7012401003243
全炭酸・アルカリ度分析装
置の点検調整

2
随意契約
（公募）

ＮＴＴファイナンス(株) 8010401005011
海洋環境監視解析装置の
借用（リース）・保守

9
随意契約
（その他）

凌風丸・啓風丸衛星送受信
装置の機能強化

5
随意契約
（公募）

商船三井テクノト
レード(株)

1010001074512 Ｂｉｏ　Ｓｔａｔ他の購入 0.9
随意契約
（少額）

商船三井テクノト
レード(株)

1010001074512 サーマルリレー他の購入 0.8
随意契約
（少額）

日本アンス(株) 7012401003243
二酸化炭素観測装置の点
検調整

0.6
随意契約
（少額）

セナーアンドバーン
ズ(株)

6010801015181
啓風丸資料解析装置ＶＤＳ
Ｌ装置の購入

1
随意契約
（少額）

(株)ダイエイ

航走塩分計の点検調整置
点検調整

0.5
随意契約
（少額）

光進電気工業(株) 3013201001928
啓風丸・凌風丸総合海上気
象観測装置の点検調整

7
随意契約
（公募）

(株)日本デジコム 7010001063732

(株)イーエムエス 9140001006057
凌風丸ＣＴＤクレーン・ジブ
シリンダの緊急修理

0.6
随意契約
（少額）

(株)イーエムエス 9140001006057

2 (株)イーエムエス 9140001006057
啓風丸ＣＴＤクレーンの修
理

7

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)イーエムエス 9140001006057
電気伝導度水温水深計用
センサーの比較検査

8
随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

(株)イーエムエス 9140001006057
ＣＴＤウインチ及びダビット
の点検調整

7
随意契約
（公募）

6

7

4

5

(株)イーエムエス 9140001006057
ＣＴＤウインチ及びダビット
用油圧ホース他の購入

4
随意契約
（公募）

10

11

8

9

(株)イーエムエス 9140001006057
航走塩分計用センサーの
較正

0.5
随意契約
（少額）

(株)イーエムエス 9140001006057
電気伝導度水温水深計用
ケーブル巻換え

2
随意契約
（公募）

14

15

12

13

商船三井テクノト
レード(株)

1010001074512
主機回転制御ダイヤル他
の購入

1
随意契約
（少額）

18

19

16

17

商船三井テクノト
レード(株)

1010001074512 Ｂｉｏｔａｃ　ＭＰ他の購入 0.4
随意契約
（少額）

商船三井テクノト
レード(株)

1010001074512 コイル他の購入 0.9
随意契約
（少額）

22

23

20

21

日本アンス(株) 7012401003243
水素イオン濃度測定装置
の点検調整

0.6
随意契約
（少額）

26

27

24

25

サノヤス造船(株) 8120001166465
凌風丸主機関クランクピン
修理

0.4
随意契約
（少額）

サノヤス造船(株) 8120001166465
啓風丸定期検査修理追加
修理

1
随意契約
（その他）

30

28

29

(株)ダイエイ 4010001022385
デジタルインジケーター他
の購入

1
随意契約
（少額）

(株)ダイエイ 4010001022385
シリンダーライナー他の購
入

0.7
随意契約
（少額）



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

函館市役所会計課 船舶給水料 0.1
随意契約
（その他）

函館市役所会計課 船舶給水料 0.1
随意契約
（その他）

函館市役所会計課 船舶給水料 0
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京都東京港管理
事務所

有明係船場（港湾）敷地等
借料

0.5
随意契約
（その他）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

3

4

1

2

東京都東京港管理
事務所

有明係船場（港湾）敷地等
借料

0.5
随意契約
（その他）

5

6

函館市役所会計課 船舶給水料 0
随意契約
（その他）

チェック





別紙３

Ａ

Ｂ

6 日本海洋(株) 3010001033004
凌風丸音響測深儀の点検
調整

0.5
随意契約
（少額）

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)ダイエイ 4010001022385 カップリングの購入 0.2
随意契約
（少額）

5

4

3

日本海洋(株) 3010001033004
啓風丸音響測深儀の点検
調整

0.8
随意契約
（少額）

日本海洋(株) 3010001033004 啓風丸音響測深儀の修理 0.6
随意契約
（少額）

(株)ダイエイ 4010001022385 安全弁他の購入 0.1
随意契約
（少額）

日本海洋(株) 3010001033004
植物色素測定装置の点検
調整

2
随意契約
（公募）

6

5

4 カメイ(株) 8010401089392
軽油購入（凌風丸分）１０回
目

4 一般競争入札 3 82.5％

全国漁業協同組合
連合会

5010005002234
軽油購入（凌風丸分）５回
目

15 一般競争入札 3

7

85.6％

日通商事(株) 1010001025515
Ａ重油購入（啓風丸分）８回
目

8 一般競争入札 7 91.3％

日通商事(株) 1010001025515
Ａ重油購入（凌風丸分）１１
回目

6 一般競争入札 8 91.4％

(株)シンワ 9010001047122 啓風丸主機関部品の購入 4 一般競争入札 1 97.9％

(株)シンワ 9010001047122 啓風丸主機関部品の購入 4 一般競争入札 1 97.9％

カメイ(株) 8010401089392
軽油購入（啓風丸分）４回
目

12 一般競争入札 3 100％3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



（ ）

海洋政策、国土強靱化施策、ＩＴ戦略

0

計

職員旅費

通信専用料

6

29年度要求 主な増減理由

25年度

27年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

16 16 16

16

28年度活動見込

6 6 6 6

25年度 26年度

26年度 27年度

6 6

25年度

28年度活動見込

年度

13

13

防災基本計画（昭和38年中央防災会議策定）
海洋基本計画（平成25年閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 107

15

16 18

17

106 -

-

-

-

74

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0098

年度29

22

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.2

観測予報庁費

計算式 　　/

26

　61／2335

26年度

波浪実況・予想図（外洋・沿岸）発表回数
活動実績 回

当初見込み 回

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

単位

16 16 16

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

海域

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

61 68 74 74 0

68 74

執行率（％） 100% 100% 100%

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

73

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

適時的確な波浪情報を提供することにより、海難防止、船舶の安全運航及び沿岸の諸施設の安全管理に寄与する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

海域

28年度当初予算

　74/2928　68/2920

-

-

補正予算

千円／回

74

単位

執行額　／　波浪実況・予想図発表回数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

61

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

適時的確な波浪情報を提供するために、沿岸域及び我が国周辺海域において沿岸波浪計や漂流ブイにより波浪観測を行うとともに、Jason（米NASA／仏
CNES）等の観測衛星や船舶からの観測データを収集し、波浪実況解析及び波浪予報を行う。

-

61

- -

-

内海・内湾における波浪予
測情報を提供する海域数

25年度

事業番号

波浪観測 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 海洋気象課
課長
吉田　隆

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

68

内海・内湾における波浪予
測情報を提供する海域数
を毎年2海域ずつ増加させ
る。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

台
漂流型海洋気象ブイロボット観測数

沿岸波浪観測所数

　75/2920

活動指標

2,928 2,920

28年度活動見込

26 23 25

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条、第13条、第14条、第15条
他）
災害対策基本法（第8条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

75.2 0

土地建物借料

活動指標

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

台

活動指標

2,335 2,920 2,928

2,190 2,920

一般会計

2

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

実績値 海域 13

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

適時的確な波浪情報の提供や波浪警報により、沿岸地域における高波による災害の防止・軽減が図られる。

29

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

16

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必

要
性

単位

内海・内湾における波浪予測情報を提供する海域数

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

調達内容や方法を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予
算の執行に努めている。

○
波浪の警報・注意報及び予測資料の発表は、高波による災
害の防止、軽減に有効な手段であり、見込みに見合った活
動実績となっている。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

波浪の警報・注意報及び予測資料の発表は、高波による災
害の防止、軽減に有効な手段であり、成果目標に見合った
成果実績となっている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

船舶及び沿岸の諸施設における高波による災害の防止と軽
減を図る事業であり、政策の優先度が高い。

調達内容を吟味し、コスト縮減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

18 -

目標値 海域

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
波浪の警報・注意報及び予測資料の発表は、高波による災
害の防止、軽減に有効な手段であり、整備された施設等を
十分に活用している。

○

調達内容を吟味し、無駄のない予算執行に努めている。

単位

○
原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、競争性のない随意契約によるも
のについては、一般競争入札で国庫債務負担行為に基づき
契約し、契約終了後これまでと同様の条件で継続的に使用
するために契約したものなどで問題はない。
 
 

○

計画開始時
27年度 28年度

13 15 17 -

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

船舶及び沿岸の諸施設における高波による災害の防止と軽
減を図る事業であり、広く国民のニーズがある。

22

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

船舶及び沿岸の諸施設における高波による災害の防止と軽
減を図る事業であり、国が実施すべきである。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

・観測の概要及び解析結果等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。
　　気象庁沿岸波浪計による波浪観測 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/wave/obsdata/uswsys.html
　　漂流型海洋気象ブイロボット ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/buoy/buoy-info.html
　　波浪観測地点詳細 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/wave/obsdata/usweqm.html
　　波浪観測情報 ： http://www.jma.go.jp/jp/wave/
　　沿岸の波浪 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/waveinf/chart/awjp.html
　　沿岸の予想 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/waveinf/chart/fwjp.html
　　外洋の波浪 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/waveinf/chart/awpn.html
　　外洋の予測 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/waveinf/chart/fwpn.html

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

91

平成24年度

平成27年度

波浪の警報・注意報及び予測資料の発表は気象庁のみが
実施している。

平成25年度

473

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

90

505

外部有識者の所見

改善の
方向性

　波浪の警報・注意報等の波浪に関する予測情報を適時的確に発表するために、波浪計等による観測などのデータを取得して実況監視を行う
ことにより、引き続き安定的な情報の提供に努めていく。
　また、事業の実施に当たっては、引き続き、競争性の確保等により効率的で無駄のない予算執行となるよう努めていく。

　波浪の警報・注意報等の波浪に関する予測情報を適時的確に発表するためには、波浪計等による観測などのデータを取得して実況監視を
行うことが必要不可欠であり、本事業を継続する必要がある。
　また、事業の実施に当たっては、調達内容の吟味、コストの縮減に努め、さらに競争性の確保等により、効率的で無駄のない予算執行となる
よう努めている。

事業名

496

93

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

 （註）

※少額のため千円単位

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

74百万円

波浪観測に係

る企画立案及

び事業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （2社）

6百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （10社）

57百万円

漂流型海洋気象ブイロボットの購

入 等

【随意契約】

Ｃ．管区気象台等（5機関）

10百万円

旅費（事務費）

1百万円

屋久島沿岸波浪観測施設の非

常用小型発動発電機の購入及

び取付調整 等

計画に基づく保守等の実施

Ｄ．民間事業者（5社）

10百万円

上ノ国沿岸波浪観測計修
理（函館地方気象台） 等

Ｅ．地方公共団体等（1者）

17千円 ※

【随意契約】

屋久島沿岸波浪観測施設
用地借料



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E.屋久島町会計管理者 F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 4 計 6

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料 屋久島沿岸波浪観測施設用地借料 0

雑役務費
レーダー式沿岸波浪観測装置の点検調整
等

2

借料 屋久島沿岸波浪観測施設用地借料 0

C.福岡管区気象台 D.三興通商(株)

費　目 使　途

工事費
屋久島沿岸波浪観測施設用非常用発動発
電機整備に伴う待受工事　等

2 雑役務費
上ノ国沿岸波浪観測計修理（函館地方気象
台）　等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 5 計 28

費　目 使　途
金　額

(百万円）

5

B.（株）ＪＶＣケンウッド

備品費
屋久島沿岸波浪観測施設の非常用小型発
動発電機の購入及び取付調整

費　目

漂流型海洋気象ブイロボットの購入

使　途

備品費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

6

金　額
(百万円）

A.（株）サンコーシヤ

28

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

屋久島沿岸波浪観測施設
の非常用小型発動発電機
の購入及び取付調整

デスクトップＰＣほかの購入 1

2 93.4％

法　人　番　号

3010401019131

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

6 81.4％

3010701003801 5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

5 東京管区気象台 8000012100004 計画に基づく保守等の実施 1

3

4

1

2

福岡管区気象台 8000012100004 計画に基づく保守等の実施 4

12 日本通運（株） 4010401022860
漂流型海洋気象ブイロボッ
ト輸送

0
随意契約
（少額）

6

7

4

5

三興通商（株） 9010401012072
沿岸波浪計用監視局装置
の設定

0.2
随意契約
（公募）

10

11

8

9

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
パソコン自動切替器ほかの
購入

0.2
随意契約
（少額）

東邦マーカンタイル
（株）

3011601004773
ブイ式海底津波計データの
イリジウム衛星通信サービ
ス

1
随意契約
（その他）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ＪＶＣケンウッド 8020001059159
漂流型海洋気象ブイロボッ
トの購入

28
随意契約
（公募）

随意契約
（その他）

三興通商（株） 9010401012072
経ヶ岬レーダー式沿岸波浪
観測装置の特別点検（重点
検）及び電波測定

9
随意契約
（公募）

2 日立キャピタル（株） 6010401024970
海洋情報処理装置の借用
（リース）及び保守

16

一般競争入札

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131

（株）ゼニライトブイ 6120901019682
機動型波浪観測装置の点
検整備及び係留索等の強
化

0.7
随意契約
（少額）

沿岸波浪計用監視端末の
更新

0.4
随意契約
（少額）

セイノー引越（株） 6010601039686
機動型波浪観測装置の輸
送

0.4
随意契約
（少額）

（株）宏栄建設 3440001006552

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760
アンチウイルスソフトほか
の購入

0.5
随意契約
（少額）

機動型波浪観測装置の運
搬・設置

0.3
随意契約
（少額）

（株）サンコーシヤ

東機エレクトロニクス
（株）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

札幌管区気象台 8000012100004 計画に基づく保守等の実施 3

仙台管区気象台 8000012100004 計画に基づく保守等の実施 1

大阪管区気象台 8000012100004 計画に基づく保守等の実施 1



D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1

8

9

6

7

三興通商(株) 9010401012072
屋久島レーダー式沿岸波
浪観測装置の発動発電機
遠隔監視制御化調整作業

0.4
随意契約
（少額）

10 松本電業（株） 5130001043724
経ケ岬レーダー式沿岸波
浪観測装置障害調査

0.1
随意契約
（少額）

白石建設(株) 9310001010495
生月島沿岸波浪観測装置
の案内看板設置工事

0.6
随意契約
（少額）

1

4

5

2

3

三興通商(株) 9010401012072
レーダー式沿岸波浪計点
検・調整作業

1
随意契約
（公募）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

三興通商(株) 9010401012072
上ノ国沿岸波浪観測計修
理（函館地方気象台）

2
随意契約
（公募）

三興通商(株) 9010401012072
レーダー式沿岸波浪観測
装置の点検調整

1
随意契約
（公募）

三興通商(株) 9010401012072
レーダー式沿岸波浪観測
装置点検・調整

1
随意契約
（公募）

三興通商(株) 9010401012072
静岡地方気象台　石廊崎
沿岸波浪観測施設の点検・
調整

0.7
随意契約
（少額）

（株）保室建設 6130001040786
屋久島沿岸波浪観測施設
用非常用発動発電機整備
に伴う待受工事

2
随意契約
（少額）

（有）エコアシステム 4340002019661
経ヶ岬波浪計周辺樹木枝
払い作業

0.9
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

屋久島町会計管理
者

屋久島沿岸波浪観測施設
用地借料

0
随意契約
（その他）

チェック



（ ）

算
出
方
法

関係
地球温暖
化対策

一般会計

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

日

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条、第13条、第14条、第15条
他）
災害対策基本法（第8条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

潮位情報の発表回数

74/25,185

28年度活動見込

3 3 5

- - -

潮位観測施設の稼働状況

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

日

-

達成度 ％

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト -

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

76

潮位観測施設の全てを津
波・高潮警報更新に活用で
きるよう運用する。

実施方法

事業番号

高潮高波対策業務 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 海洋気象課
課長
吉田　隆

事業名

会計区分

28年度

翌年度へ繰越し

計

その他の事項経費

69

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　全国69箇所の潮位観測施設における観測データを即時的に収集し、高潮や津波の監視を行うとともに、東南海・南海地震に対処するための地殻変動の検
知や地球温暖化による海面水位の変動の監視に資するデータを取得する。
　また、海面水位の上昇による沿岸域の浸水等の被害の軽減に資する情報を発表するとともに、地球温暖化による海面水位の変動を監視し、海面水位の変
動を監視する国際的な枠組みである全球海面水位観測システム（GLOSS）にデータを提供する。

71

潮位観測施設の全てを津
波・高潮警報更新に活用で
きるよう運用し、津波・高潮
に関する情報の改善に寄
与する。

25年度

116

単位

執行額／潮位観測施設の稼働日数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

補正予算

千円/日

116 / 25,24574 / 25,179

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　沿岸地域における台風時の高潮、高波や地震発生時の津波等による災害の防止・軽減を図る。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

地点
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

地点

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

71 76 116 74 0

74 116

執行率（％） 97% 97% 100%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

-

-

25,185 25,185 25,254

計算式 　　/

3

69 / 25,169

26年度

　 0099

年度29

69

防災基本計画（昭和38年中央防災会議策定）
海洋基本計画（平成25年閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

69

69 69

69

100 -

-

-

74

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

69

69

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

25,169 25,179 25,245

25,185

28年度活動見込

- - -

26年度 27年度

389 364 298

25年度

海洋政策、地球温暖化対策

チェック

調
整
中

調整中



広範囲の観測網で高精度な観測を不断なく行う必要がある
ため、国が実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

高潮による災害の防止を図るとともに、津波の監視を行う事
業であり、広く国民や社会のニーズがある。

69

目標最終年度

○

3

目標値

中間目標

74 0

土地建物借料

年度

69 69 69 -

計画開始時
27年度 28年度

○

調達内容を吟味し、無駄のない予算執行に努めている。

単位

○

原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

有

年度

69 -

目標値 地点

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

高潮による災害の防止を図るとともに、津波の監視を行う事
業であり、政策の優先度が高い。

調達内容を吟味し、コスト縮減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

データを伝送する回線を変更するなど工夫し、コスト削減や
効率化を図っている。

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

28年度当初予算

単位

潮位観測施設の全てを津波・高潮警報更新に活用でき
るよう運用し、津波・高潮に関する情報の改善に寄与す
る。

61

国
費
投
入
の
必

要
性

8

観測予報庁費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

69

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　津波・高潮警報により、沿岸地域における津波や高潮による災害の防止・軽減が図られる。

歳出予算目

29 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

2

計

実績値 地点 69

職員旅費

通信専用料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－



活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

高潮による災害の防止を図るとともに、津波の監視を行うた
め有効な手段であり、施設や成果物が十分活用されている。

497

94

平成23年度

点検結果

91

506

外部有識者の所見

改善の
方向性

　沿岸地域における台風時の高潮、高波や地震発生時の津波等による災害の防止・軽減を図るため、これらの現象発生時に適時適切な警報
等の発表を行なえるように、安定的な潮位の観測や情報の提供に努めていく。
　また、事業の実施に当たっては、引き続き、競争性の確保等による効率的な調達方法の実施に努めていく。

　本事業は、沿岸地域における台風時の高潮、高波や地震発生時の津波等による災害の防止・軽減を図るため、潮位を観測し、これらの現象
発生時に適時適切な警報等の発表を行うものであることから、継続して実施する必要がある。
　また、事業の実施に当たっては、競争性の確保等による効率的な調達方法の実施に努めている。

‐

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

平成25年度

474

92

平成24年度

平成27年度

高潮の警報・注意報の発表は気象庁のみが実施している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

高潮による災害の防止を図るとともに、津波の監視を行うた
め有効な手段であり、政策目標に見合った成果実績となって
いる。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
高潮による災害の防止を図るとともに、津波の監視を行うた
め有効な手段であり、活動実績の見込みに見合ったものに
なっている。

○

・観測の概要及び解析結果等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。
　　全国潮位観測情報 ： http://www.jma.go.jp/jp/choi/
　　潮位の予測値 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/tide/suisan/
　　潮位の観測値 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/tide/genbo/
　　各月の潮汐 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/tide/gaikyo/
　　各年の潮汐 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/tide/gaikyo/nenindex.php

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

 （註）

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

116百万円

高潮高波対策

業務に係る企

画立案及び事

業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （5社）

52百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （11社）

24百万円

イリジウム通信料 等

【一般競争入札】

Ｃ．管区気象台等（6機関）

37百万円

旅費（事務費）

3百万円

潮位データ総合処理装置（大阪シ

ステム）の製作及び取付調整 等

計画に基づく保守等の実施

Ｄ．民間事業者（1社）

2百万円

境検潮所水準測量

Ｆ．地方公共団体等（30者）

2百万円

【随意契約】

名古屋地方気象台赤羽潮
位観測施設敷地借用 等

Ｅ．民間事業者（19社）

33百万円

東京管区気象台潮位・津波
観測装置の点検・調整 等

【随意契約】



金　額
(百万円）

A.富士通（株）

7

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

2

イリジウム通信料

使　途

借用及び損料 通信運搬費
潮位データ総合処理装置（大阪システム）の
製作及び取付調整

費　目

B.ＫＤＤＩ（株）

金　額
(百万円）

38

費　目 使　途

計 38 計 7

C.東京管区気象台 D.(株)アトラス

費　目 使　途

雑役務費
東京管区気象台潮位・津波観測装置の点
検・調整　等

10 雑役務費 境検潮所水準測量

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 10 計 2

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
東京管区気象台潮位・津波観測装置の点
検・調整　等

27 借料及び損料
名古屋地方気象台赤羽潮位観測施設敷地
借用

0.3

計計 27

費　目 使　途

0.3

金　額
(百万円）

E.明星電気(株) F. 池尻区区長

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

(株)アトラス 9280001000046 境検潮所水準測量 2 一般競争入札 1 -

沖縄気象台 計画に基づく保守等の実施 5

福岡管区気象台 計画に基づく保守等の実施 5

仙台管区気象台
津波観測施設点検及び調
整

4

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

札幌管区気象台 計画に基づく保守等の実施 6

富士通（株）

明星電気（株）

新晃電気（株）

東機エレクトロニクス
（株））

東京センチュリー
リース（株）

三興通商（株） 9010401012072
沿岸波浪観測データ処理
装置（大阪システム）の設
定及び取付調整

1
随意契約
（少額）

潮位パケット受信集約処理
装置の撤去及び原状回復

1
随意契約
（少額）

新日鉄住金ソリュー
ションズ（株）

9010001045803
海洋モデル開発システム
の保守

0.2
随意契約
（少額）

津波観測装置（父島）の障
害対応及び修理

0.4
随意契約
（少額）

ソフトバンク（株） 9010401052465
潮位システム（大阪）更新
整備に伴うネットワーク機
器の設定変更

1
随意契約
（少額）

東芝情報機器（株） 8010601034867

明星電気（株） 2010001007784
衛星通信処理装置の移設
及び設定変更

1
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784

5 1 99.5％

4

1

2 81％

2

3

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

9 59％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2
東京センチュリー
リース（株）

6010401015821
潮位パケット受信集約処理
装置の賃貸借及び保守

5

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ＫＤＤＩ（株） 9011101031552 イリジウム通信料 7
随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

ＮＴＴコミュニケーショ
ンズ（株）

7010001064648 電信回線専用料 4
随意契約
（その他）

6

7

4

5

明星電気（株） 2010001007784
津波観測装置（父島）の点
検調整

1
随意契約
（少額）

10

11

8

9

(株)ソニック 4013101001861
遠地津波観測装置等（南鳥
島）の点検調整

2
随意契約
（公募）

明星電気（株） 2010001007784
潮位データ（南大東）伝送
方式変更等

1
随意契約
（少額）

12

13

（株）ＮＴＴドコモ 1010001067912 データ通信料 0.3
随意契約
（その他）

3

4

1

2

東京管区気象台 計画に基づく保守等の実施 11

5

6

大阪管区気象台 計画に基づく保守等の実施 4

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 99.5％

法　人　番　号

2010001007784

4011201002334

3010401019131

6010401015821

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

1 99.7％

一般競争入札

1020001071491 38

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

9

3

0.7

潮位データ総合処理装置
（大阪システム）の製作及
び取付調整

電波式検潮儀ほかの購入

バッテリほかの購入

気候系診断会議用端末他
の購入
潮位データ総合処理装置
（大阪システム）の借用
（リース）及び保守

0.5



E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

苓北町会計管理者
都呂々津波観測施設用地
借料

0.1
随意契約
（その他）

茨城港湾事務所大
洗港区事業所長

水戸地方気象台大洗巨大
津波観測施設（津波計）敷
地借用

0.1
随意契約
（その他）

長崎港湾漁港事務
所

長崎検潮所用地借料 0.2
随意契約
（その他）

名古屋港管理組合
管理者

名古屋地方気象台名古屋
港検潮所敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

浜名漁業協同組合
静岡地方気象台舞阪検潮
所敷地借用

0.2
随意契約
（その他）

神奈川県東部漁港
事務所

横浜地方気象台三浦市三
崎漁港巨大津波観測施設
敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

茨城港湾事務所大
洗港区事業所長

水戸地方気象台大洗巨大
津波観測施設建物借用

0.1
随意契約
（その他）

(株)日進通工 1430001012727
仙台港津波観測施設の配
管等移設工事

0.4
随意契約
（少額）

（株）岩崎 2370001007121
稚内検潮所の検潮井戸及
び導水管清掃（稚内地方気
象台）

0.4
随意契約
（少額）

日本通運(株) 4010401022860
観測機器（ニスキン採水
器・漂流ブイ）輸送

0.1
随意契約
（少額）

伸盛電気工事(株) 7430001043650
苫小牧津波データ送信装
置移設待受工事（室蘭地方
気象台）

0.8
随意契約
（少額）

海星建設（株） 4120001028215
大阪検潮所検潮井戸及び
導水管清掃作業

0.7
随意契約
（少額）

栄土地測量設計(株) 8180301005689
名古屋地方気象台田原市
赤羽根津波観測施設水準
測量

0.5
随意契約
（少額）

明星電気(株) 2010001007784
津波観測施設点検及び調
整

3
随意契約
（公募）

明星電気(株) 2010001007784
与那国島久部良津波観測
施設障害に伴う故障機器
修理等

3
随意契約
（公募）

明星電気(株) 2010001007784
津波観測装置等の点検調
整

2
随意契約
（公募）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

明星電気(株) 2010001007784
東京管区気象台潮位・津波
観測装置の点検・調整

10
随意契約
（公募）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

2

5

6

3

4

明星電気(株) 2010001007784 津波観測装置の点検調整 4
随意契約
（公募）

明星電気(株) 2010001007784
津波観測施設点検及び調
整等

4
随意契約
（公募）

9

10

7

8

明星電気(株) 2010001007784 津波観測装置の点検・調整 2
随意契約
（公募）

13

14

11

12

東邦コンサルタント
（株）

4460001001179
花咲検潮所の水準測量（釧
路地方気象台）

0.5
随意契約
（少額）

（有）大地測量設計 3360002008069
南大東漁港津波観測点の
二級水準測量

0.9
随意契約
（少額）

15

16

(株)石井工務店 9040001073727
銚子地方気象台　布良検
潮所検潮儀架台改修等工
事

0.3
随意契約
（少額）

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

神奈川県東部漁港
事務所

横浜地方気象台小田原津
波観測施設敷地借用

0.1
随意契約
（その他）

池尻区区長
名古屋地方気象台赤羽潮
位観測施設敷地借用

0.3
随意契約
（その他）

10

11

8

9

宮崎県知事 油津検潮所用地借料 0.1
随意契約
（その他）

12 島根県知事
松江地方気象台西郷検潮
所建物借料

0.1
随意契約
（その他）

東京都東京港管理
事務所

東京管区気象台東京検潮
所敷地及び建物借用

0.1
随意契約
（その他）

チェック





（ ）

算
出
方
法

海洋政策、地球温暖化対策

-- 年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

-90

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

100 100 100 -

100 100 100 - 100

100

100

目標最終年度

年度

288 275 244 -

小笠原諸島における気象業務の暫定実施に関する訓令

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

100

100 100

100

100 -

-

-

-

146

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0100

年度28

28 年度

32 年度

100

100 100 100 -

- - 260 - 200

目標値

-

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

1,087 148 146 146 0

145 145

執行率（％） 20% 98% 99%

安定した品質の地上気象
観測データを定常的に提供
する。

毎正時の地上気象観測結
果の即時通報率１００％を
目標とする。

成果実績 ％

昭和４３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　太平洋上の気象観測空白域を埋める数少ない観測地点である小笠原諸島（父島、南鳥島）において、定常的に気象観測を実施し、気候変動・地球環境の
監視及び台風等の自然災害による被害の防止・軽減を図る。

前年度から繰越し 943 -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

台風予報の精度
台風中心位置の予報誤差

成果実績

％

単位

-

補正予算

146

27年度
中間目標

94

予算額・
執行額

（単位:百万円）

95

26年度 27年度

-

25年度

215

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

Km

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　父島及び南鳥島の気象観測所において、定常的に地上・高層気象観測を実施する。

-

144

- -

-

WMOにより定められている
定時（00及び12UTC）の観
測結果の通報率１００％を
目標とする。

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

小笠原諸島気象業務 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 地球環境業務課
課長
矢野敏彦

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

148

安定した品質の高層気象
観測データを定常的に提供
する。

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

Km

目
標
・
指
標

- -

72時間先の台風中心位置
の予報誤差（過去５年の平
均）を平成32年までに200ｋ
ｍとする。

達成度 ％

-

達成度 ％

％

- - -

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
気象業務法（第2条第4項１）

主要政策・施策

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

定量的な成果目標

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調
整
中

調整中



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 Km 288

職員旅費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

750

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

739 750 766 -

730

28年度活動見込

-

730 730 730 730

25年度 26年度

26年度 27年度

764 747

25年度

28年度活動見込

8,760

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

太平洋上の数少ない気象観測点である父島及び南鳥島気象観測所において、定常的に地上・高層気象観測データを通報することで、測定指標の向
上に資する。結果、精度の高い防災情報の提供につながり、防災・減災に寄与している。

歳出予算目

32

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

－

観測予報庁費

達成度 ％

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

地上気象観測通報数（南鳥島気象観測）
活動実績

回

28年度活動見込

計算式 　　/

7.7

25年度 27年度

215/19,023

8,760 8,760 8,784

26年度

回

当初見込み

地上気象観測通報数（父島）
※活動実績は観測の結果を通報した回数。

活動実績 回

当初見込み 回

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

730 730 730

126

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

28年度当初予算

145/19,084145/19,017

年度 年度

成果実績

千円/回

単位

執行額／高層気象観測回数（父島、南鳥島）+地上気象
観測通報（父島、南鳥島）

単位当たり
コスト

年度

244 -

目標値 Km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

回

計画開始時

高層気象観測回数（父島）
※活動実績はデータ取得のため器材を飛揚した回数。

27年度 28年度

- - 260 -

高層気象観測回数（南鳥島）
※活動実績はデータ取得のため器材を飛揚した回数。

146/18,980

活動指標

8,760 8,760

28年度活動見込

11.3 7.6 7.6

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

146 0

活動指標

年度

中間目標

26年度

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

活動指標

8,760 8,760 8,784 -

8,760 8,760

目標値

200

目標最終年度

8,760 8,760 8,760

20

－



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必

要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

最小限のコストで目標を達成すべく、必要な工夫・努力を
行っている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・観測の概要等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。

　南鳥島気象観測所 ： http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/minamitorishima/
　父島気象観測所 ： http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/chichijima/index.html

所管府省・部局名

調達コストの低減に努めており、常に必要な調査を行ってい
る。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

目的とした成果は十分に得られている。

事業番号
関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

93

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業によって得られた成果は即時及び統計的用途に利用さ
れており、優先度は高い。

遠隔離島である小笠原諸島においてもコストを意識した事業
の運営を行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

平成25年度

476

○

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

92

507

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、引き続き競争性の確保等による効率的な調達方法の実施に努める。

太平洋上の数少ない観測点である父島及び南鳥島における気象観測は、我が国の台風等の被害軽減に必要不可欠である。また、その観測
データは、我が国から世界気象機関の通信網によりリアルタイムで通報され、世界各国の気象機関における気象予報等に活用されている。こ
のため、本事業を継続する必要がある。

事業名

成果物（観測データ等)は天気予報の精度向上、自然災害の
被害等低減に有効に活用されている。

499

95

平成23年度

○

すべて事業目的の遂行に必要なものとなっている。

○
原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。

○

評　価項　　目

得られた資料はすべて公表されており、ニーズの高いもので
ある。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

小笠原諸島は太平洋上の遠隔離島であるため、的確に事業
を遂行するためには、国が実施すべき事業である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

※少額のため千円単位

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

145百万円

小笠原諸島気

象業務に係る

企画立案及び

事業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （9社）

101百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （22社）

24百万円

水素ガス容器の購入（南鳥島）
等

【随意契約】

Ｃ．地方公共団体等 （1者）

18千円 ※

旅費（事務費）

20百万円

南鳥島気象観測所への補給の

ための傭船 等

テレビ地上波デジタル放送施設
利用料（父島気象観測所）



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C.小笠原村受入口 D.

費　目 使　途

借用及び損料
テレビ地上波デジタル放送施設利用料（父
島気象観測所）

0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 30 計 7.4

費　目 使　途
金　額

(百万円）

30

特定高圧ガス消費施設等の定期点検整備
（父島気象観測所）　等

消耗品費 2

2.3

B.（株）鈴木商館

備品費南鳥島気象観測所への補給のための傭船

費　目

水素ガス容器の購入（南鳥島）　等

雑役務費

使　途

借料及び損料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

水素ガスの購入（単価契約）（父島気象観測
所）　等

金　額
(百万円）

A.（株）日新

2.9

通信運搬費 空水素ガスカードルの運搬（南鳥島分） 0.2

チェック



支出先上位１０者リスト
A.民間事業者

南鳥島気象観測所への補
給のための傭船

ＧＰＳゾンデ（南鳥島他）の
製作

父島気象観測所ＧＰＳゾン
デの製作
南鳥島気象観測所常用発
電設備の発動発電機点検
整備

発動発電機用部品の購入

600ｇゴム気球他の製作

気象庁南鳥島気象観測所
給食業務

南鳥島気象観測所発電機
及び受変電設備点検整備

南鳥島気象観測所常用発
電設備の中央監視装置及
び付属機器点検整備

父島気象観測所への水素
ガスカードルの輸送

静止気象衛星資料受信装
置の購入及び取付調整

電子計算機（ノートＰＣほ
か）の購入

10

10

11

11

10

3

3

2

2

9020001071492

9020001071492

3010401006113

5020001024108

2011101020396

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

1 100％

一般競争入札

93.4％

1 93.4％

法　人　番　号

2010001007784

2010001007784

7120001103691

7120001103691

6030001041844

1011105000271

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

1 99.9％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

7

2020001028235 30

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1 93.4％12 0.3

11

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

2 98％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

1 100％

2

3

9

6

1

2 99.7％

1

99.8％

1 96.3％

8

7

2

5 1 100％

1 93.9％

4

（株）日新

明星電気（株）

明星電気（株）

ヤンマーエネルギー
システム(株)

ヤンマーエネルギー
システム(株)

トーテックス（株）

（財）防衛弘済会

富士電機（株）

富士電機（株）

小笠原海運（株）

日本舶用エレクトロ
ニクス(株)

（株）マルミヤ



B

C.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1 小笠原村受入口
テレビ地上波デジタル放送
施設利用料　（父島気象観
測所）

0
随意契約
（その他）

22

23

20

21

（株）コスミック 8010001072393
南鳥島気象観測所空調機
点検整備

0.9
随意契約
（少額）

26

24

25

三和シャッター工業
（株）

7011401012519
南鳥島気象観測所濾過棟
シャッター修理

0.3
随意契約
（少額）

三和シャッター工業
（株）

7011401012519
南鳥島気象観測所水素ガ
ス施設用防爆シャッター定
期点検

0.3
随意契約
（少額）

14

15

12

13

リーフエナジー（株） 4010401035862 軽油の購入 3
随意契約
（その他）

18

19

16

17

水処理エース（株） 5010001058239
海水淡水化装置用消耗品
の購入

0.2
随意契約
（少額）

水処理エース（株） 5010001058239
海水淡水化装置用部品の
購入

0.9
随意契約
（少額）

6

7

4

5

（株）鈴木商館 3011401003348
特定高圧ガス消費施設等
の定期点検整備（父島気象
観測所）

0.9
随意契約
（少額）

10

11

8

9

（株）鈴木商館 3011401003348 高圧バルブの購入 0.3
随意契約
（少額）

（株）鈴木商館 3011401003348 水素ガス容器等再検査 0.7
随意契約
（少額）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）鈴木商館 3011401003348
水素ガス容器の購入（南鳥
島）

2
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

（株）鈴木商館 3011401003348
水素ガス容器及び水素ガ
スカードル整備

0.9
随意契約
（少額）

2 （株）鈴木商館 3011401003348
水素ガスの購入（単価契
約）（父島気象観測所）

1

（株）鈴木商館 3011401003348

（株）鈴木商館 3011401003348
南鳥島気象観測所特定高
圧ガス消費施設及び保安
機器等の定期点検

0.7
随意契約
（少額）

水素ガス（南鳥島気象観測
所分）の購入

0.5
随意契約
（少額）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（株）鈴木商館 3011401003348
高圧支弁の購入（父島気象
観測所）

0.1
随意契約
（少額）

（株）鈴木商館 3011401003348

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

5010001058239
海水淡水化装置用ＲＯ膜
の購入

0.9
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
気象観測用小型巻下器（Ｃ
ＵＷ－１２）の購入（単価契
約）

0.2
随意契約
（少額）

ミウラ化学装置（株） 6120001033799
南鳥島気象観測所飲料水
ろ過装置点検整備

0.6
随意契約
（少額）

（株）鈴木商館 3011401003348
空水素ガスカードルの運搬
（南鳥島分）

0.2
随意契約
（少額）

校正ガスの購入 0.1
随意契約
（少額）

水処理エース（株） 5010001058239
海水淡水化装置用高圧ポ
ンプの購入

0.9
随意契約
（少額）

水処理エース（株）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

明星電気（株） 2010001007784
高層気象観測装置付属機
器（アンテナ等）の購入

2
随意契約
（少額）

明星電気（株） 2010001007784
気象衛星通報局装置（ＤＣ
Ｐ）等点検調整

1
随意契約
（少額）

（株）飯塚 4040001034808
南鳥島気象観測所発電設
備ばい煙排出量調査

0.9
随意契約
（少額）

（株）北川商会 6013201001561
南鳥島気象観測所浄化槽・
下水管等清掃

0.6
随意契約
（少額）

（有）サンブリッジ 2011702014598
南鳥島気象観測所電話交
換機用無停電電源装置の
購入

0.4
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

チェック



（ ）

算
出
方
法

関係
地球温暖
化対策

一般会計

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第３条、第11条）
地球温暖化対策の推進に関する法律（第３条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

情報の発表回数
（温室効果ガス・黄砂等）

77/193,872

28年度活動見込

434 444 448

- - -

観測回数
（種目数×時間数×日数）
（温室効果ガス・エーロゾル等）

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

回

-

達成度 ％

目
標
・
指
標

- -

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

87

　地球環境に関する気象情
報について、毎年度、2件
の改善又は新規の情報提
供を目標とする。

実施方法

事業番号

大気バックグランド汚染観測 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 環境気象管理官
環境気象管理官
堤 之智

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

84

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　二酸化炭素、メタン等の温室効果ガスの観測や地球温暖化に影響を及ぼす大気中の微粒子（エーロゾル）について、継続して観測を実施する。国内の３か
所の観測地点（岩手県綾里、東京都南鳥島、沖縄県与那国島）は、世界気象機関（WMO）においても国際的に重要な観測地点として位置づけられている。こ
れらの観測で得られたデータは、気象庁の刊行物（気候変動監視レポート等）やホームページにおいて公開するとともに、世界気象機関（WMO)の資料セン
ターに提供する。　また、黄砂に関する実況値や予測情報の提供も実施する。これらの地球温暖化に関わる監視の成果は、平成27年末に開催された気候変
動に関する国際連合枠組条約第21回締約国会議（COP21）で採択されたパリ協定の達成に向けた政府の取り組みにおける実効性の評価や政府・自治体等
における環境対策に貢献するものである。

-

85

- -

-

地球環境に関する気象情
報提供の改善又は新規の
件数

25年度

87

単位

執行額（百万円）／観測回数（回）

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

円/回

87/194,40086/193,872

昭和５０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地球温暖化の監視及び地球温暖化予測の不確実性の低減、並びに地球温暖化に対する適応・緩和策に係る政策決定に貢献するため、大気中の温室効
果ガス等の観測を長期にわたり継続実施し、観測結果の公表・提供を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

85 87 87 77 0

86 86

執行率（％） 99% 99% 99%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

-

-

193,872 193,872 194,400

計算式 　　/

396

84/193,872

26年度

　 0101

年度30

-

2

-

第４次環境基本計画（平成24年4月27日閣議決定）
当面の地球温暖化対策に関する方針（平成25年3月15日地
球温暖化対策推進本部決定）
地球温暖化対策計画（平成28年5月閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

150 200

2

4 2

2

100 -

-

-

-

77

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

3

2

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

193,872 193,872 194,400 -

193,872

28年度活動見込

-

3,317 3,317 3,326 3,317

26年度 27年度

3,319 3,315 3,328

25年度

海洋政策、地球温暖化対策、ＩＴ戦略

チェック

調
整
中

調整中



－

2

目標最終年度

4

目標値

中間目標

76.2 0

土地建物借料

年度

2 2 2 -

計画開始時
27年度 28年度単位

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄との誤差が生じている。

年度

2 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

成果実績

-

年度 年度

28年度当初予算

単位

地球環境に関する気象情報提供の改善又は新規の件
数

71

1

観測予報庁費

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

異常気象の発生に大きな影響を与える地球温暖化の状況を監視し、将来の大雨等の災害対策に資するため、温室効果ガス等の観測とその成果の
公表を継続的に実施する。

歳出予算目

30 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

0.2

計

実績値 件 3

職員旅費

通信専用料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係 年度 年度 年度

－

成果実績

政
策
評
価

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

目標値

達成度 ％



世界気象機関（WMO）等の国際枠組の下に、世界各国が連
携して取り組むべき事業であり、国が実施することが妥当で
ある。

○

評　価項　　目

地球温暖化をはじめとする地球環境問題は我が国のみなら
ず人類にとって喫緊の課題であり、その監視及び成果の公
表によって温暖化対策（適切な適応・緩和策の策定）を推進
する上で不可欠な事業である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

観測されたデータは公表・提供し広く活用されているほか、
観測地点は世界気象機関（WMO）の重要な観測地点として
も位置づけられ、観測データ提供を通じて国際的な貢献も果
たしている。

○

達内容を精査し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執行
に努めている。

○

原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地球温暖化の状況を正しく把握し、適切な緩和・適応策を策
定するためには、温室効果ガスの大気中の濃度等を、人間
活動の影響の及びにくい地点で継続的に観測することが不
可欠である。

調達内容を精査し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

地球温暖化をはじめとする地球環境問題の解説及び観測成
果等について、報告物及びホームページを通じた情報提供
及びその改善を行っており、成果実績は成果目標に見合っ
たものとなっている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
観測及び解析情報の発表を着実に実施するとともに内容の
改善に努めており、活動実績は活動目標に見合ったものと
なっている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

常にコスト縮減に努め、無駄のない予算の執行に努めてい
る。

費用効果面で優れる最新技術動向を注視し、一層の業務効
率化を図るための検討を進めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



事業名

‐

500

96

平成23年度

点検結果

93

508

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、引き続き調達の競争性を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの縮減に努める。
また、さらなる運用経費の軽減を可能とする、最新技術を採用した観測機器の導入に関する検討を進めている。

　人的影響の及びにくい地点での温室効果ガス及び温室効果を有するエーロゾルの観測は、地球温暖化に関する正しい理解、さらには温暖
化予測の高精度化にも貢献するものであり、適切な緩和・適応策を策定するために不可欠な事業である。また、観測を実施している地点は世
界気象機関（WMO）の重要な観測地点として位置づけられ、観測データ提供を通じて国際貢献も果たしていることから、事業を継続する必要が
ある。
　また、事業の実施に当たっては、調達内容の精査及び競争性の確保等による効率的な調達の実施により、コスト縮減に努めている。

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

477

94

平成24年度

平成27年度

世界気象機関（WMO）の全球大気監視（GAW）計画のもと、
地球規模の長期的な監視を継続的に実施することを目的と
して観測を実施しているのは、気象庁のみである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

・地球温暖化をはじめとする地球環境問題の解説及び観測成果等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。
　　　気象庁 「地球環境・気候」 ： http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/menu/index.html

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

※少額のため千円単位

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

86百万円

大気バックグラ

ンド汚染観測

に係る企画立

案及び事業の

実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （5社）

19百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （24社）

63百万円

大気環境観測システム点検調整
等

【随意契約】

Ｃ．地方公共団体等 （1者）

44千円 ※

旅費（事務費）

4百万円

試料採取部ほかの購入 等

大気環境観測所連絡道路敷地借
料



金　額
(百万円）

A.（株）環境総合テクノス

30

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

大気環境観測システム点検調整　等

消耗品費

使　途

消耗品費 雑役務費試料採取部ほかの購入

費　目

0.3

B.（株）環境総合テクノス

金　額
(百万円）

10

地上オゾン観測装置大気取入口カバーの購
入

費　目 使　途

計 10 計 30.3

C.大船渡市会計管理者 D.

費　目 使　途

借用及び損料 大気環境観測所連絡道路敷地借料 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

（株）プリード 1013101001154 防塵装置の購入 0.4
随意契約
（少額）

富士通エフ・アイ・
ピー（株）

6010601024969
ネットワーク接続型ストレー
ジのデータ消去

0.2
随意契約
（少額）

日本サーモ（株） 8020001031919
地上オゾン較正装置の点
検調整

2
随意契約
（公募）

（株）環境総合テクノ
ス

（株）プリード

東機エレクトロニクス
（株）

（株）鈴木商館

(株)住化分析セン
ター

東京センチュリー
リース（株）

6010401015821
全球大気汚染気象情報
データ処理装置の借用・保
守（再リース）

3
随意契約
（その他）

石垣島地方気象台直達日
射計用基礎撤去及び大気
混濁度観測装置設置待受
工事

0.9
随意契約
（少額）

（株）興建設 7360001013248
与那国島特別地域気象観
測所コンクリートトラフ等改
修工事

0.6
随意契約
（少額）

（株）興建設 7360001013248
パンザマスト避雷針（与那
国島）の落下防止作業

0.1
随意契約
（少額）

日本サーモ（株） 8020001031919
ヒートレスドライヤほかの購
入

0.9
随意契約
（少額）

地上オゾン観測装置大気
取入口カバーの購入

0.3
随意契約
（少額）

（株）興建設 7360001013248
大気混濁度観測施設の撤
去工事（与那国島）

2
随意契約
（少額）

（株）興建設 7360001013248

（株）環境総合テクノ
ス

9120001077653
非分散型赤外分析計（ＩＲＧ
４－０６８７）の修理

0.8
随意契約
（少額）

（株）環境総合テクノ
ス

9120001077653

5 1 98.4％

4

1

2 99.9％

2

3

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

6 81.4％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2
（株）環境総合テクノ
ス

9120001077653
航空機採取型温室効果ガ
ス観測装置点検調整

1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）環境総合テクノ
ス

9120001077653
大気環境観測システム点
検調整

25
随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

（株）環境総合テクノ
ス

9120001077653
一酸化炭素・一酸化二窒素
較正装置点検調整

1
随意契約
（公募）

6

7

4

5

（株）環境総合テクノ
ス

9120001077653
電子除湿器ほかの試験手
入作業等

0.9
随意契約
（少額）

10

11

8

9

東京センチュリー
リース（株）

6010401015821
全球大気汚染気象情報
データ処理装置の借用
（リース）・保守

6
随意契約
（その他）

（株）環境総合テクノ
ス

9120001077653
大気環境観測システム（与
那国島）用吸気ポンプ等の
取付作業

0.9
随意契約
（少額）

14

15

12

13

（株）興建設 7360001013248
与那国島特別地域気象観
測所避雷針等改修工事

0.7
随意契約
（少額）

18

19

16

17

富士通エフ・アイ・
ピー（株）

6010601024969

全球大気汚染気象情報
データ処理装置ネットワー
ク接続型ストレージ等の取
付調整

3
随意契約
（公募）

（株）興建設 7360001013248 保護室ほかの撤去 0.3
随意契約
（少額）

20

21

（株）プリード 1013101001154
オゾン分光光度計等点検
調整（南鳥島）（高層気象
台）

0.5
随意契約
（少額）

1 99.9％

法　人　番　号

1013101001154

3010401019131

3011401003348

2120001026468

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

1 100％

一般競争入札

9120001077653 10

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

0.8

0.7

試料採取部ほかの購入

大気混濁度観測制御装置
等の製作及び取付調整（石
垣島）

デスクトップＰＣほかの購入

標準ガスほかの購入（単価
契約）

気象庁実験室内他におけ
る勤務環境調査

0.1



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

9011501004918 エタノールほかの購入 0
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）鈴木商館 3011401003348
ガス容器耐圧検査（単価契
約）

0.2
随意契約
（少額）

（株）鈴木商館 3011401003348
風向風速計交換作業（大気
環境観測所）

0.1
随意契約
（少額）

（株）プリード 1013101001154
電気式日射計（ＰＯＭ－０
２）通信用ケーブルほかの
購入

0.4
随意契約
（少額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）鈴木商館 3011401003348 混合ガス容器の購入 1
随意契約
（少額）

（株）吉野計測

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

22

23

26

27

24

25

（株）プリード 1013101001154
ブリューワー分光光度計用
修理部品等の購入（高層気
象台）

0.2
随意契約
（少額）

（株）プリード 1013101001154
ブリューワー分光光度計用
修理部品等の購入（高層気
象台）

0.3
随意契約
（少額）

30

28

29

（株）吉野計測 9011501004918 ダイヤフラムほかの購入 0.7
随意契約
（少額）

1
大船渡市会計管理
者

大気環境観測所連絡道路
敷地借料

0
随意契約
（その他）

（株）吉野計測 9011501004918
プラスチック濾材　ほかの
購入

0.6
随意契約
（少額）

チェック



別紙３

B

（株）東海タクシー 1402701000170
一般乗用旅客自動車供給
（タクシー）（単価契約）（大
気環境観測所）

1
随意契約
（少額）

（合資）菅野商店 9402703000005
一般乗用旅客自動車供給
（タクシー）（単価契約）（大
気環境観測所）

1
随意契約
（少額）

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



（ ）

-

2

27年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

5,122 5,122 5,136

5,122

28年度活動見込

2 2 2 2

25年度 26年度

26年度 27年度

2 2

25年度

28年度活動見込

年度

3

2

第４次環境基本計画（平成24年４月27日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

150 200

2

4 2

2

100 -

-

-

-

29

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0102

年度30

2

計算式 百万円/回

5.7

29/5,122

1地点あたりの観測回数
（オゾン全量・オゾンゾンデ・紫外線）

活動実績 回

当初見込み 回

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

5,122 5,122 5,136

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

29 30 29 29 0

30 29

執行率（％） 100% 100% 100%

昭和４２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　日本上空のオゾン層と地上での有害紫外線の観測を実施することにより、オゾン層及び紫外線の状況を把握し、的確な情報を公表し、オゾン層保護対策の
策定及び推進に資する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

29/5,13630/5,122

-

-

補正予算

千円/回

29

執行額／情報の発表回数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

29

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　札幌・つくば・那覇の国内３か所において、オゾン分光光度計によるオゾン全量観測、気球に吊るした測器を飛揚することによりオゾンの高度分布を知るオゾ
ンゾンデ観測、地上に到達する有害紫外線の強さを波長ごとに観測する波長別紫外域日射観測等を実施する。また南鳥島でオゾン全量の観測を行う。
　気象庁では、観測で得られた成果について、気象庁のホームページや刊行物を通じて公開しており、地球温暖化をはじめとした地球環境に関する国民の関
心と理解の増進に貢献している。　また、公開した観測データは、環境省刊行の「オゾン層等の監視結果に関する年次報告書」などに活用される他、世界オゾ
ン・紫外線資料センター（WOUDC）への提供を通じて世界気象機関（WMO）/国連環境計画（UNEP）が４年毎に発行する「オゾン層破壊の科学アセスメント」に
おいても引用されている。

-

29

- -

-

地球環境に関する気象情
報提供の改善又は新規の
件数

25年度

事業番号

オゾン層・紫外線観測 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 環境気象管理官
環境気象管理官
堤　之智

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

30

　地球環境に関する気象情
報について、毎年度、2件
の改善又は新規の情報提
供を目標とする。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

回

情報の発表回数
（紫外線観測・解析情報等）

刊行物発行回数
(気候変動監視レポート等)

29/5,122

活動指標

5,667 5,562

5.7 5.9 5.6

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条　他）
特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律
（第22条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

当初見込み

回

活動指標

5,562 5,562 5,667

5,562 5,562

一般会計

チェック



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 件 3

観測予報庁費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

異常気象の発生に大きな影響を与える地球温暖化やオゾン層破壊の対策に資するため、オゾン層や有害紫外線の観測とその成果の公表を継続的
に実施する。

歳出予算目

30

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

地球環境に関する気象情報提供の改善又は新規の件
数

28年度当初予算

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

費用効果面で優れる最新技術動向を注視し、一層の業務効
率化を図るための検討を進めている。

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

オゾン層保護の問題は国民の大きな関心事項であり、フロン
等の世界的な規制に関連する。また、本事業は国際的な枠
組みで行われるものである。このため、政策の優先度の高い
事業である。

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

2 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

単位

○
原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

○

計画開始時
27年度 28年度

2 2 2 -

29 0

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

オゾン層保護の問題は国民の大きな関心事項であり、オゾ
ン層保護対策に必要な事業である。

2

目標最終年度

○

29

オゾン層保護の問題は、フロン等の世界的な規制に関連す
る。また、本事業は国際的な枠組みで行われるものである。
このため、国が実施すべき事業である。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
観測及び解析情報の発表を着実に実施しており、活動実績
は見込みに合ったものとなっている。

○

オゾン層・紫外線の解説及び観測成果等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。

　気象庁 「[地球環境情報] オゾン層・紫外線」 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/env/ozonehp/diag_o3uv.html

所管府省・部局名

世界的に標準化された手段を用いて観測を実施しており、国
際的なデータ交換に資するなど、効果的に事業を実施してい
る。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

地球温暖化をはじめとする地球環境問題の解説及び観測成
果等について、報告物及びホームページを通じた情報提供
及びその改善を行っており、成果実績は成果目標に見合っ
たものとなっている。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

95

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

478

○

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

94

509

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、引き続き調達の競争性を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

　オゾン層は地球規模のスケールをもって変化するものであり、オゾン層保護対策の策定及び推進に資する的確な情報を公表するためには、
世界的な枠組みの中で気象庁が行っている本事業の継続は不可欠である。
　また、事業の実施に当たっては、競争性の確保等による効率的な調達方法の実施に努め、消耗観測機材の調達において仕様を見直すこと
により調達の競争性を向上し、コストの縮減を図っている。

事業名

整備した観測施設を十分に活用しており、成果物はホーム
ページで公表するとともに、世界気象機関（WMO）や環境省
等で活用されている。

501

97

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

 （註）

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

29百万円

オゾン層・紫外

線観測に係る

企画立案及び

事業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （4社）

18百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （15社）

8百万円

オゾン用インターフェースの購入
（単価契約） 等

Ｃ．管区気象台等

（2機関）

3百万円

ＥＣＣ型オゾンセンサの購入（単

価契約） 等

計画に基づく保守等の実施

Ｄ．民間事業者（5社）

3百万円

オゾン観測ドーム・制御シ
ステムの点検調整 等

【随意契約】



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 2.8 計 1

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

消耗品費 ヘリウムガスの購入（沖縄気象台） 0.7

備品費 定温乾燥器の購入 0.1

C.沖縄気象台 D.株）西村製作所

費　目 使　途

雑役務費
オゾン観測ドーム・制御システムの点検調整
等

2 雑役務費 オゾン観測ドーム・制御システムの点検調整

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 14 計 3.2

費　目 使　途
金　額

(百万円）

14

B.明星電気（株）

消耗品費ＥＣＣ型オゾンセンサの購入（単価契約）

費　目

オゾン用インターフェースの購入（単価契
約）　等

使　途

消耗品費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

1

金　額
(百万円）

A.ダイレック（株）

3.2

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

ＥＣＣ型オゾンセンサの購
入（単価契約）

６００ｇゴム気球他の製作
（単価契約）

ＧＰＳゾンデ（稚内他）の製
作（単価契約）

ＧＰＳゾンデ（南鳥島他）の
製作（単価契約）

電子計算機の購入 0.1

2

1

0.7

1 98.6％

法　人　番　号

6030001041844

2010001007784

2010001007784

3010401019131

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

2 99.7％

一般競争入札

1050001009984 14

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

2

沖縄気象台 計画に基づく保守等の実施 3

14

15

12

13

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 ＵＰＳバッテリほかの購入 0.1
随意契約
（少額）

西濃運輸（株） 7200001015755
ブリューワー分光光度計の
輸送（高層気象台～沖縄気
象台：往復）

0.1
随意契約
（少額）

6

7

4

5

（株）プリード 1013101001154
ブリューワー分光光度計用
交換部品の購入（高層気象
台）

0.4
随意契約
（少額）

10

11

8

9

トーテックス（株） 6030001041844
パイプセパレータ付パラ
シュート製作（単価契約）

0.5
随意契約
（少額）

（株）プリード 1013101001154
ブリューワー分光光度計の
点検調整（沖縄気象台）（高
層気象台）

0.4
随意契約
（少額）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

明星電気（株） 2010001007784
オゾン用インターフェース
の購入（単価契約）

3
随意契約
（公募）

随意契約
（少額）

（株）離合社 5010001008400
ＥＣＣ型オゾンゾンデ観測
用カソード溶液ほかの購入

1
随意契約
（少額）

2 明星電気（株） 2010001007784
オゾンゾンデ用巻下器製作
（単価契約）

0.2

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

2 87.3％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 99.9％

2

3

1

5 5 87.7％

4

（株）アルファ電子 3050001004554

（株）アルファ電子 3050001004554
駆動モータほかの購入（高
層気象台）

0.4
随意契約
（少額）

ドブソン分光光度計の点検
調整（札幌管区気象台）（高
層気象台）

0.2
随意契約
（少額）

（株）吉野計測 9011501004918 エタノールほかの購入 0.2
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131

7200001015755
ドブソン分光光度計の輸送
（高層気象台～札幌管区気
象台：往復）（高層気象台）

0.1
随意契約
（少額）

旭光通商（株） 4011001006320
校正用ランプの購入（高層
気象台）

0.4
随意契約
（少額）

ディスプレイほかの購入 0.1
随意契約
（少額）

（株）中村工業商会 1010001025052
工具類ほかの購入ダプタ
の購入

0.1
随意契約
（少額）

西濃運輸（株）

ダイレック（株）

トーテックス（株）

明星電気（株）

明星電気（株）

東機エレクトロニクス
（株）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

札幌管区気象台 計画に基づく保守党の実施 0.1



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1

4

5

2

3

明星電気（株） 2010001007784
ＧＰＳオゾンゾンデ観測装
置の点検調整講習会受講
料

0.8
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）西村製作所 2130001011394
オゾン観測ドーム・制御シ
ステムの点検調整

1
随意契約
（公募）

（株）オカノ 4360001000637
ヘリウムガスの購入（沖縄
気象台）

0.7
随意契約
（少額）

沖縄メディックス（株） 6360001006450 定温乾燥器の購入 0.1
随意契約
（少額）

（株）岩崎 2370001007121
業務機器用無停電電源装
置等購入

0.1
随意契約
（少額）

チェック



（ ）

算
出
方
法

海洋政策、地球温暖化対策

51

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

26,280 26,280 26,352

26,280

28年度活動見込

51 51 51 51

26年度 27年度

51 51

25年度

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

年度

3

2

第４次環境基本計画（平成24年4月27日閣議決定）
当面の地球温暖化対策に関する方針（平成25年3月15日地
球温暖化対策推進本部決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

150 200

2

4 2

2

100 -

-

-

-

3

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0103

年度30

2

計算式 　　/

114

3/26280

26年度

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

-

－

26,280 26,280 26,352

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

3 3 3 3 0

3 3

執行率（％） 100% 100% 100%

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

気候変動に影響を及ぼす日射放射の観測及び監視を行い、データをWMOの世界放射データセンターへ提供する。また、世界気象機関（WMO）の第Ⅱ地区
（アジア）放射センターとして、世界均質な日射観測を地区内で実施するため、日射計地区基準器の維持・管理を行い、アジア地区内各国及び日本国内の日
射計基準器の校正を実施する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

3/263523/26280

-

-

補正予算

円

3

単位

執行額／観測回数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

3

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

全国5官署（札幌、つくば、福岡、石垣島、南鳥島）において、日射放射観測（直達日射照度、散乱日射照度、下向き赤外放射照度）を実施し、観測データは、
品質管理した後に統計処理を行い公表する。また、世界気象機関（WMO）の第Ⅱ地区（アジア）放射センターとして日射計地区基準器の維持・管理を行い、ア
ジア地区内各国及び日本の日射計国家基準器の校正を実施する。
国際的な観測基準に基づき観測された日射放射データはデータセンターを通じて利用者に提供され、IPCC評価報告書等において地球温暖化の監視等に活
用されている。

-

3

- -

-

地球環境に関する気象情
報提供の改善又は新規の
件数

25年度

事業番号

日射観測 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 環境気象管理官
環境気象管理官
堤　之智

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

3

地球環境に関する気象情
報について、毎年度、2件
の改善又は新規の情報提
供を目標とする。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

目
標
・
指
標

1ｔあたりのCO2削減コスト -

回

-

達成度 ％

- - -

観測回数
（観測種目数×時間数×日数）
（直達日射照度等3種目）

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

情報数
・刊行物発表回数（理科年表等3種×年1回）
・報告回数（世界放射ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ等3箇所×年12回）
・気象庁ホームページ（年12回）

3/26280

28年度活動見込

114 114 114

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第３条、第11条　他）
地球温暖化対策の推進に関する法律（第３条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

活動指標

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調
整
中

調整中



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 件 3

職員旅費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

異常気象の発生に大きな影響を与える気候変動の状況を監視し、将来の大雨等の災害対策に資するため、日射の観測とその成果の公表を継続的
に実施する。

歳出予算目

30

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

観測予報庁費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

3

単位

地球環境に関する気象情報提供の改善又は新規の件
数

28年度当初予算

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

費用効果面で優れる最新技術動向を注視し、一層の業務効
率化を図るための検討を進めている。

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地球温暖化の状況を正しく把握し、地球温暖化予測モデル
の不確実性を低減するためには、日射放射を高精度かつ長
期的に観測することが不可欠である。

調達内容を精査し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

2 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

調達内容を精査し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

単位

○

一般競争により調達しており、一者応札等の事例はない。

○

計画開始時
27年度 28年度

2 2 2 -

3.1 0

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

気候変動監視は、地球温暖化に対する適切な適応・緩和策
を策定する上でも不可欠な事業である。

2

目標最終年度

○

0.1

－

世界気象機関（WMO）等の国際枠組の下に、世界各国が連
携して取り組むべき事業であり、国が実施することが妥当で
ある。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
観測及び解析情報の発表を着実に実施するとともに内容の
改善に努めており、活動実績は活動目標に合ったものとなっ
ている。

○

日射・赤外放射などの解説及び観測成果等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。

　　気象等の知識 「地球環境・気候」 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/env/radiation/info_rad.html
　　気象統計情報 「地球環境・気候」 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/env/radiation/data_rad.html

所管府省・部局名

常にコスト縮減に努め、無駄のない予算の執行に努めてい
る。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

地球温暖化をはじめとする地球環境問題の解説及び観測成
果等について、報告物及びホームページを通じた情報提供
及びその改善を行っており、活動実績は活動目標に見合っ
たものとなっている。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

96

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

479

○

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

95

510

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、引き続き調達の競争性を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

・地球温暖化等の気候変動の監視及び温暖化予測モデルの不確実性を低減するためには、気候変動を引き起こす要因の一つである太陽放
射（日射）及び下向き赤外放射を高精度かつ長期的に観測することが必要不可欠である。
・日射データは、新エネルギーである太陽光発電および太陽熱利用の促進に必須の基礎データである。
・観測されたデータは、気候研究目的のため、世界中で活用されている。
・事業の実施に当たっては、調達内容の精査及び競争性の確保等による効率的な調達の実施により、コスト縮減に努めている。

事業名

観測されたデータは公表・提供し広く活用されているほか、
観測地点は世界気象機関（WMO）の重要な観測地点として
も位置づけられ、観測データ提供を通じて国際的な貢献も果
たしている。

502

98

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

 （註）

※少額のため千円単位

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

3百万円

日射観測に係

る企画立案及

び事業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （1社）

2百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （4社）

1百万円

太陽追尾装置等（札幌）の定期点
検 等

Ｃ．管区気象台等（1機関）

107千円 ※

旅費（事務費）

93千円 ※

太陽追尾装置の購入

ドライオーブン購入（札幌管

区気象台）

Ｄ．民間事業者（1社）

107千円 ※

ドライオーブン購入（札幌
管区気象台））

【随意契約】



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0.1 計 0.1

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C.札幌管区気象台 D.早坂理工（株）

費　目 使　途

備品費 ドライオーブン購入（札幌管区気象台） 0.1 備品費 ドライオーブン購入（札幌管区気象台）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 2 計 1

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2

B.(株)プリード

雑役務費太陽追尾装置の購入

費　目

太陽追尾装置等（札幌）の定期点検　等

使　途

備品費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

0.1

金　額
(百万円）

A.英弘精機（株）

1

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

太陽追尾装置の購入 2 60.6％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札1011001003287 2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 札幌管区気象台 8000012100004
ドライオーブン購入（札幌管
区気象台）

0.1

4

5

江藤電気（株） 6012401012261
データ収録装置の点検校
正ＧＰＳ刻時装置の修理

0.1
随意契約
（少額）

日本電気計器検定
所

4010405002454 測定器の校正試験 0.1
随意契約
（少額）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）プリード 1013101001154
太陽追尾装置等（札幌）の
定期点検

0.7
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

（株）筑波山京成ホテ
ル

5050001015814
日射計基準器比較観測の
ための施設一部借用

0.2
随意契約
（少額）

2 （株）プリード 1013101001154 赤外放射計の校正手続き 0.2

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

英弘精機（株）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

早坂理工（株） 7430001013620
ドライオーブン購入（札幌管
区気象台）

0.1
随意契約
（少額）

チェック





（ ）

算
出
方
法

科学技術・イノベーション、地球温暖化対策、ＩＴ戦略

2

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

332 337 340

340

28年度活動見込

2 2 2 2

26年度 27年度

2 2

25年度

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

年度

2

1

京都議定書目標達成計画（平成20年3月28日地球温暖化対
策推進本部全部改定）
第４次環境基本計画（平成24年4月27日閣議決定）
地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

200 100

1

1 1

1

100 -

-

-

-

12

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0104

年度30

1

計算式 　　/

35

40/332

26年度

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

-

-

327 332 337

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

41 26 22 12 0

26 22

執行率（％） 98% 100% 100%

平成２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　世界各地の温室効果ガス等の観測データの収集・管理・解析及び品質の管理を行い、全球規模の温室効果ガスの現状を国民等に広く公表するとともに、
データ及び解析結果を国内外の関係機関に提供することにより、地球温暖化防止の国内外の活動を支援する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

22/34026/337

-

-

補正予算

千円

22

単位

執行額／観測データを収集・評価した地点数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

40

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

世界気象機関（WMO）の温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）として、世界各国の過去から現在までの温室効果ガス等の観測データの収集・データベー
ス化による一元管理・解析及び品質の管理を行い、全球規模の温室効果ガスの現状を気象庁のホームページや当該センターのホームページにおいて発表
する。
　また、データ及び解析結果に関する印刷物・電子媒体を国内外の関係機関へ配布する。
　さらに、環境省と共同で設置した「地球観測連携拠点（温暖化分野）」及び気象庁の専門家会合において、観測の品質評価等についての関係機関との情報
交換や観測に関する連携を推進する。

-

41

- -

-

提供情報やホームページ
の改善件数

25年度

事業番号

温室効果ガスデータ管理業務 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 地球環境業務課
課長
矢野　敏彦

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

26

国際的なサービスの向上・
データセンター利用拡大の
ため、年1件以上の提供情
報やホームページの改善
を行う。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト -

地点

-

達成度 ％

- - -

観測データを収集・解析・評価した地点数

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

WMO WDCGG DATA SUMMARYの公表及びアーカイブ
データリストの公表（過去の印刷物による公表も含む）

12/340

28年度活動見込

120 77 65

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第11条　他）
地球温暖化対策の推進に関する法律（第3条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

地点

活動指標

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調
整
中

調整中



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 件 2

諸謝金

観測予報庁費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

異常気象の発生に大きな影響を与える地球温暖化の状況を監視し、将来の大雨等の災害対策に資するため、温室効果ガスのデータや情報提供の
充実を継続的に実施する。

歳出予算目

30

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

12

委員等旅費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

0.1

単位

提供情報やホームページの改善件数

28年度当初予算

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

常に調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算
の執行に努めている。

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

世界気象機関（WMO）の計画を実施するものであり、国際的
な要請に基づくものである。

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

1 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

単位

○

一般競争入札により調達しており、一者応札等の事例はな
い。

○

計画開始時
27年度 28年度

1 1 1 -

12.2 0

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

地球温暖化防止の活動を支援するため、全球規模の温室効
果ガスの現状を国民等に広く公表する事業であり、広く国民
のニーズがあり、政策の優先度の高い事業である。

1

目標最終年度

○

0.1

世界気象機関（WMO）の計画を実施するものであり、国が実
施すべき事業である。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

観測データの収集・解析・評価については見込みを若干超え
る地点数を対象に実施し、印刷物やDVDの発行については
当初見込みどおり実施しており、活動実績は見込みに見
合ったものとなっている。

○

・温室効果ガスの観測データ等については、気象庁が運用している以下の温室効果ガス世界資料センターのホームページにおいて公開している。
　　http://ds.data.jma.go.jp/gmd/wdcgg/jp/wdcgg_j.html
※　支出先上位１０社リストの中には、平成２４年度に入札を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

常にコスト縮減に努め、無駄のない予算の執行に努めてい
る。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

温室効果ガス世界資料センターとして、1件の改善（データサ
マリー（印刷物）およびホームページへの品質管理情報の掲
載）を行っており、成果実績は目標に見合ったものとなってい
る。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

97

平成24年度

平成27年度

世界気象機関（WMO）の全球大気監視（GAW）計画のもと、
温室効果ガスの観測データを収集・提供しているのは、気象
庁のみである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

480

○

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

96

511

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施当たっては、引き続き調達方法の競争性の確保に努めるなど、無駄のない予算の執行に努める。

地球温暖化防止のための温室効果ガス等の監現を行うためには、世界各地の観測データの収集・管理・解析及び品質の管理を行う信頼性の
高い体制を維持することが不可欠であり、本事業を継続する必要がある。
　また、事業の実施に当たっては、調達の競争性の確保に努めるなど、無駄のない予算の執行に努めている。

事業名

世界各地の温室効果ガス等の観測データは観測者及び研
究者に提供されており、解析結果は気候変動に関する国際
連合枠組み条約の締約国会議でも配布されている。

503

99

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

※少額のため千円単位

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

22百万円

温室効果ガス

データ管理業

務に係る企画

立案及び事業

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （3社）

21百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （7社）

1百万円

混合ガス容器（９．４Ｌ）ほかの購

入 等

事務費

129千円 ※

諸謝金、委員等旅費

温室効果ガス等データ収集・提供

装置の借用（リース）及び保守

等



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 12 計 0.3

費　目 使　途
金　額

(百万円）

12

B.（株）鈴木商館

備品費
温室効果ガス等データ収集・提供装置の借
用（リース）及び保守

費　目

混合ガス容器（９．４Ｌ）ほかの購入

使　途

借用及び損料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.興銀リース（株）

0.3

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

温室効果ガス等データ収
集・提供装置の借用（リー
ス）及び保守  ※
標準ガスほかの購入（単価
契約）

地球温暖化観測連携拠点
運営業務

8

1

- -

法　人　番　号

3011401003348

2010401005495

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

2 99.9％

3010401094447 12

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

専門英語サービスー
ションズ（株）

ＷＤＣＧＧ ＤＡＴＡ　ＳＵＭＭ
ＡＲＹ　英文校閲

0.1
随意契約
（少額）

個人Ａ

世界気象機関／国際原子
力機関　第１８回温室効果
ガスとその測定に関する会
合参加費

0.1
随意契約
（その他）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）鈴木商館 3011401003348
混合ガス容器（９．４Ｌ）ほか
の購入

0.3
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 ＬＡＮアダプタほかの購入 0.1
随意契約
（少額）

2
日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760
スイッチングハブほかの購
入

0.1

一般競争入札

一般競争入札 3 68.8％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

3

1

個人Ｃ

個人Ｂ

世界気象機関／国際原子
力機関　第１８回温室効果
ガスとその測定に関する会
合参加費

0
随意契約
（その他）

第７回国際大気質予測研
究ワークショップ（ＩＷＡＱＦ
Ｒ）登録料の立替払

0
随意契約
（その他）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

興銀リース（株）

（株）鈴木商館

（株）エモック・エン
タープライズ

チェック



（ ）

算
出
方
法

個 30 30 30

30 30 30
自動昇降式フロートの運用数

エルニーニョ監視速報発表回数

海洋政策、地球温暖化対策、ＩＴ戦略

個

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

30

28年度活動見込

12 12 12 12

25年度 26年度

26年度 27年度

12 12

25年度

12

27年度 28年度活動見込

-- 年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

 0.25(17%)

海洋基本計画（平成25年閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

 68%  ▲24%

 0.20(▲6%)  0.25(22%)

 88% -

-

-

-

40

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

目標値

　 0105

年度28

32 年度

 0.26(25%)

全球異常気象監視速報発表回数
活動実績 回

当初見込み 回

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

-

-

単位

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

指標（改善率）

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

55 52 40 40 0

51 40

執行率（％） 100% 98% 100%

成果実績 回

平成４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

海洋に関する様々な観測データを収集・整理し、その変化傾向等を評価した「海洋の健康診断表」を公表することにより、海洋環境の把握を促進するととも
に、地球温暖化予測に基づく適切な対策・海洋汚染の防止等の海洋環境保全のための対策の策定・実施に寄与する。
　また、日本の天候に密接に関係する太平洋・インド洋熱帯域における海洋の監視・予測情報(エルニーニョ監視速報）を提供するとともに、季節予報の精度
の向上を図る。加えて、異常天候の監視及び情報発表を充実させる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

指標（改善率）

-

補正予算

40

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

回

55

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

日本の周辺海域に自動昇降式フロート（中層フロート）を投入し、深さ2000ｍまでの水温･塩分の分布を観測･通報する。
　また、大気と海洋の相互作用を考慮した新しい予測モデルを導入するとともに、衛星やブイ等の海洋観測データを活用することにより、精度の高いエルニー
ニョ等の海洋予測情報及び季節予報の作成・提供を行う。
　さらに、世界の異常気象の発生状況を毎週定期的に把握するとともに、特筆すべき異常気象が発生した場合には、臨時的な異常気象速報を発表し、また日
本において、平年からの隔たりの大きな天候が続くと予測された場合には、異常天候早期警戒情報を発表する。

-

55

- -

-

ブライア・スキル・スコア

25年度

事業番号

気候・海洋情報処理業務 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室
海洋気象課
気候情報課

課長　吉田　隆
課長　眞鍋 輝子

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

52

異常天候早期警戒情報の
予測精度指標（ブライア・ス
キル・スコア）について、平
成23年度の0.21を平成28
年度までに0.26に改善する
（改善率25％）。※１

実施方法

定量的な成果目標

％

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト -

達成度 ％

-

達成度 ％

- - -

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

活動指標

53 52

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
気象業務法（第３条、第13条、第15条、第36条　他)

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

当初見込み

活動指標

59 54 58

52 52

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調整中
調
整
中



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 指標（改善率）  0.25(17%)

諸謝金

観測予報庁費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

当初見込み

25年度

定量的指標 25年度

回

792

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

「海洋の健康診断表」の公表、海洋の監視・予測情報(エルニーニョ監視速報）の提供、季節予報の精度向上、異常天候の監視及び情報発表により、
気候・海洋環境の把握を促進するとともに、地球温暖化予測に基づく適切な対策・海洋汚染の防止等の海洋環境保全のための対策の策定・実施に
寄与することで、中長期的な自然災害による被害の軽減に貢献する。

歳出予算目

28

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

 0.20(▲6%)

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

－

40

委員等旅費

達成度 ％

活動指標 単位

季節予報発表回数（全般、地方官署発表延べ数）
活動実績

回

28年度活動見込

計算式

31

444

25年度 26年度 27年度

25年度 27年度

792 792 804

26年度

40/1319

28年度活動見込

42 39千円/点

51/1306　　/ 55/1306

回

444 445 445

回

当初見込み

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

海洋の健康診断表の公表回数

活動指標 単位

活動実績

0.1

単位

異常天候早期警戒情報の予測精度指標（ブライア・スキ
ル・スコア）について、平成23年度の0.21を平成28年度
までに0.26に改善する（改善率25％）。※１

28年度当初予算

年度年度

成果実績

単位

執行額／（エルニーニョ監視速報発表回数＋全球異常
気象監視速報発表回数＋季節予報発表回数＋海洋の

健康診断表の公表回数）

単位当たり
コスト

年度

 0.25(22%) -

目標値 指標（改善率）

K
P
I

(

第
一
階
層

）

単位
計画開始時

27年度 28年度

-

40/1300

28年度活動見込

30

40.2 0

年度

中間目標

26年度

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

目標値

 0.26(25%)

目標最終年度

792 792 804

0.1

443 448 445



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算執行
に努めている。

○ 活動実績は、当初予定の目標を達成している。

‐

△

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

常にコスト縮減に努め、無駄のない予算の執行に努めてい
る。

実績は年ごとの変動が大きいものの、成果目標に向けて
種々の改善を図っている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業で得られる情報は、産業活動にとって有効であるば
かりでなく、防災にとっても必要な情報であるため優先度は
高い。

限られた予算の中で効果的・効率的な観測を実施している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 異常天候早期警戒情報などに活用している。

○

真に必要な事項についてのみ契約している。

○

一般競争入札により調達しており、一者応札等の事例はな
い。

○

評　価項　　目

著しい高温や低温など社会活動や経済活動に大きな影響を
与える異常天候の予測は、国民の生活、産業活動にとって
ニーズが高い情報である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

・観測の概要及び解析結果等については、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。
　　自動昇降式フロート等による観測・通報 ： http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8335992/www.data.kishou.go.jp/kaiyou/shindan/sougou/html/col_2.1.1-
1.html
　　海洋の健康診断表 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/index.html
　　エルニーニョ監視速報 ： http://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/elnino/kanshi_joho/kanshi_joho1.html
　　気候情報 ： http://www.data.kishou.go.jp/climate/#climate

※1　ブライア・スキル・スコアは、予報が完全であれば１となる。統計期間は暦年ごと（平成23年度であれば平成23年1～12月の値）。
※ブライアスキルスコア（BSS)の定義
ブライアスキルスコア（BSS）は確率予報の誤差を表すブライアスコア（BS)の気候値予報（その時々の気象状況を考慮せず出現率10％で固定した予報）からの改
善率である。
まず、ブライアスコアBSは、
　　BS = 1/N ×Σ(Pi-ai)^2 (i=1,N)　・・・・・①
ここで、iは事象の番号で総数はN、Piは予測確率、aiは現象の有無で（１：現象あり、０：現象なし）とする。
Σのなかは、予報が現象が有るときに100%、現象が無いときに0%を予測すれば完全予報として0となり、逆に現象が有るときに0%、
無いときに100%を予測する最悪予報の場合に1となる。したがって、BSは成績が良いほど値が小さく、理想値は0、最も悪い成績は１である。
　一方、かなりの高温（低温）の予測確率を過去統計の出現率と同じ10%と固定した場合（気候値予報）のブライア・スコア(BScl）は、
　　BScl＝ 1/N ×Σ(10%-ai)^2 (i=1,N)　・・・・・②   となる。
　BSSは単なる気候値を予測に用いる②からの①の改善度（スキル）であるので、
　　BSS = (BScl-BS) / BScl
これは①と②の差を②で規格化したものであり、改善が無ければ０、予報が完全であれば１となる。
この指標は世界気象機関の標準検証システムで採用されているものである。

所管府省・部局名 事業番号

関
連
事
業

98

平成24年度

平成27年度

自動昇降式フロートによる継続的な観測は気象庁のみが実
施している。

平成25年度

481

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

点検結果

97

512

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、引き続き調達の競争性の確保に努め、無駄のない予算執行に努める

本事業によるアジア太平洋地域の各国に対する支援は、各国の異常気象による気候リスクを軽減するとともに、我が国の社会経済活動の安
定や世界の減災に資する施策であり、事業を継続する必要がある。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業名

504

100

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

※少額のため千円単位

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

40百万円

気候・海洋情報

処理業務に係

る企画立案及

び事業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （2社）

28百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （5社）

12百万円

栄養塩標準液の購入 等

事務費

63千円

諸謝金、委員等旅費

中層フロートの購入 等



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 27 計 6

費　目 使　途
金　額

(百万円）

27

B.(株)環境総合テクノス

消耗品費中層フロートの購入

費　目

栄養塩標準液の購入

使　途

消耗品費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.三興通商(株)

6

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

中層フロートの購入

地震防災対策強化地域判
定会等の議事録作成に係
る事務（単価契約）

0

2 95.8％

法　人　番　号

1013301023163

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

5 83.3％

9010401012072 27

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
外付けハードディスクの購
入

0.4
随意契約
（少額）

8

9

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760 無停電電源装置の購入 0.2
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
外付けハードディスクの購
入

0.2
随意契約
（少額）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)環境総合テクノ
ス

9120001077653 栄養塩標準液の購入 6
随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
季節予報ｗｅｂ会議システ
ム用端末等の購入

2
随意契約
（少額）

2
（株）キュービック・ア
イ

7010701002675
中層フロートデータ処理
サービス（アルゴス通信）
（単価契約）

3

一般競争入札

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 ヘッドセットほかの購入 0
随意契約
（少額）

ウィルス対策ソフトウェアラ
イセンスの購入

0
随意契約
（少額）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）ニュートリノ 1012401008363 図書の購入 0
随意契約
（少額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

三興通商（株）

東京反訳（株）

チェック



（ ）

算
出
方
法

人材育成を目的としたトレーニングセミナーの開催

TCCのウェブサイトにて新たに公開したもしくは改良した
気候データや情報の種類

宇宙開発利用、海洋政策、地球温暖化対策

4

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 1 1

1

28年度活動見込

5 4 4 4

26年度 27年度

6 2

25年度

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

4,800,000

2,200,000

2,000,000

世界気象機関第13回総会決議８ （平成11年決議）
世界気象機関第52回執行理事会決議２ （平成12年決議）
気象審議会第21号答申 （平成12年答申）
世界気象機関第61回執行理事会決議３ (平成21年決議）
交通政策審議会気象分科会提言３（平成24年提言）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

110 113

2,400,000

2,700,000 3,800,000

2,800,000

136 -

-

-

-

19

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0106

年度28

32 年度

4,000,000

計算式
　百万円　/
万回

5

23/220

26年度

19/380

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

-

-

1 1 1

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

回

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

23 19 19 19 0

19 19

執行率（％） 100% 100% 100%

成果実績 回

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

アジア太平洋地域において社会経済活動における異常気象による気候リスクを軽減するため、当該地域の各国の気象機関に対し、気候に関する様々なデー
タや情報を提供するとともに、気候情報作成のための技術支援を実施する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

19/270

-

回

-

補正予算

千円

19

単位

執行額　／　TCCウェブへのアクセス回数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

23

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　世界気象機関（WMO）が指定した地区気候センターとして、アジア太平洋地域の各国の気象機関の気候情報作成能力を向上するため、主にウェブサイトを
通じて、異常気象等の監視・早期警戒、季節予報、地球温暖化予測等に関するデータや情報を提供する。
　また、提供しているデータや情報の活用方法等を指導するトレーニングセミナーを開催するなどにより、人材育成を図る。

-

23

- -

-

左記ウェブサイトの利用回
数（アクセス数）。

25年度

事業番号

異常気象情報センター 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 気候情報課 課長　眞鍋 輝子

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

19

平成28年度に異常気象情
報センター（TCC）のウェブ
サイトにて提供している気
候データや情報の利用回
数を400万回まで引き上げ
る。

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト
-

回

達成度 ％

-

達成度 ％

- - -

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

19/400

28年度活動見込

10 7 5

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
気象業務法（第３条、第11条、第36条　他)

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

活動指標

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調
整
中

調整中



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 回 2,200,000

観測予報庁費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

異常気象等の監視・早期警戒、季節予報、地球温暖化予測等に関するデータや情報を提供を通じて、アジア太平洋地域の各国の気象機関の気候
情報作成能力を向上を図ることにより、当該国の自然災害による被害の軽減に寄与する。

歳出予算目

28

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

2,700,000

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

平成28年度に異常気象情報センター（TCC）のウェブサ
イトの利用回数（アクセス数）。

28年度当初予算

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算執行
に努めている。

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国連専門機関の世界気象機関（ＷＭＯ）の枠組みの中で、途
上国の気象局の業務を向上させるために情報提供とトレー
ニングセミナーを実施する事業であり、手段として適切かつ
優先度の高い事業である。

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

3,800,000 -

目標値 回

K
P
I

(

第
一
階
層

）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

調達内容を吟味し、事業目的に即した執行に努めている。

単位

○

一般競争入札により調達しており、一者応札の事例はない。

○

計画開始時
27年度 28年度

2,000,000 2,400,000 2,800,000 -

19 0

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

本事業は、アジア太平洋地域の異常気象による気候リスク
を軽減するとともに、グローバル化した我が国の社会経済活
動の安定にも資するものであるため、広く国民のニーズがあ
り、政策の優先度の高い事業である。

4,000,000

目標最終年度

○

19

国連専門機関の世界気象機関（ＷＭＯ）の枠組みの中で、途
上国の気象局の業務を向上させるため、我が国の気象庁の
先進的技術を移転するものであり、国が実施すべき事業で
ある。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
技術開発の進展を踏まえつつ、活動は見込みに沿って実施
できている。提供したデータ等は各国の気象機関に十分に
活用され、成果実績も向上している。

○

外国気象機関向けに提供する各種気候情報及びトレーニングセミナーで使用した教材等は、以下の気象庁ホームページにおいて公開している。
　　http://ds.data.jma.go.jp/tcc/tcc/index.html　（英語ページ）

平成25年度までの事業名はアジア太平洋気候センター

所管府省・部局名

各国に技術支援を行うに当たり、ホームページ等を利用し
て、データ提供や研修セミナーの教材の共有を行うなど、効
率的・効果的な手段をとっている。。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果目標以上の成果実績を達成できている。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

99

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

482

○

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

98

513

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、引き続き調達の競争性の確保に努め、無駄のない予算執行に努める

本事業によるアジア太平洋地域の各国に対する支援は、各国の異常気象による気候リスクを軽減するとともに、我が国の社会経済活動の安
定や世界の減災に資する施策であり、事業を継続する必要がある。

事業名

提供したデータ等は各国の気象機関に十分に活用されてい
る。

505

101

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

19百万円

異常気象情報

センターに係る

企画立案及び

事業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （2社）

7百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （13社）

12百万円

標準海水（炭酸系パラメータ分析
用）の購入 等

国際会議運営等業務委託 等



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 8

費　目 使　途
金　額

(百万円）

5

B.（株）離合社

消耗品費国際会議運営等業務委託

費　目

標準海水（炭酸系パラメータ分析用）の購入

使　途

雑役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）日本旅行

8

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

国際会議運営等業務委託

トナーカートリッジ他（ＯＫＩ
等）の購入（単価契約）

1

4 88.3％

法　人　番　号

8013301020889

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

5 74.4％

1010401023408 5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

14

15

12

13

（株）第一文眞堂 5010401017488 ＣＰＵスタンドほかの購入 0.2
随意契約
（少額）

（株）東洋ノーリツ 8010001024196
インクリボンカセットほかの
購入

0.1
随意契約
（少額）

6

7

4

5

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 外付けＨＤＤほかの購入 0.3
随意契約
（少額）

10

11

8

9

トロシステムズ（株） 2010401085653
オンライン会議システムラ
イセンスの購入

0.5
随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131 磁気テープほかの購入 0.2
随意契約
（少額）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）離合社 5010001008400
標準海水（炭酸系パラメー
タ分析用）の購入

8
随意契約
（公募）

随意契約
（少額）

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
海氷解析用電子計算機他
の購入

0.4
随意契約
（少額）

2 （株）パスコ 5013201004656
ＲＡＤＡＲＳＡＴ衛星データ
画像の購入

1

一般競争入札

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1

エヌ・ティ・ティアイ
ティ（株）

8020001025623

東機エレクトロニクス
（株）

3010401019131
パソコン自動切替器ほかの
購入

0.2
随意契約
（少額）

ヴィジュアルコミュニケー
ションサービスの使用料
（単価契約）

0.5
随意契約
（少額）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760
ウィルス対策ソフトウェアラ
イセンスの購入

0.1
随意契約
（少額）

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

6010001101113 ＡｒｃＧＩＳソフトウェア保守 0.1
随意契約
（少額）

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760 LEDスタンド他の購入 0.2
随意契約
（少額）

ソフトウェアほかの購入 0.1
随意契約
（少額）

東京コンピュータ
サービス（株）

3010001005226 電子計算機修理 0.1
随意契約
（少額）

ＥＳＲＩジャパン（株）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）日本旅行

エヌエスティ・グロー
バリスト（株）

チェック



（ ）

算
出
方
法

異常天候早期警戒情報の発表回数（発表官署における
延べ回数）

異常気象分析検討会の開催回数

国土強靱化施策、地球温暖化対策、ＩＴ戦略

1

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

249 157 343

28年度活動見込

2 2 2 2

26年度 27年度

2 2

25年度

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

年度

14

-

気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）（平成6年
発効）
地球温暖化対策推進大綱（平成14年決定）
ヒートアイランド対策大綱（平成16年策定、平成25年改訂）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

35 60

-

24 35

-

88 -

-

-

-

84

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0107

年度29

40

計算式
　百万円/
回

-

86/249

26年度

60/343

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

-

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

回

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

87 65 62 84 0

64 60

執行率（％） 99% 98% 97%

昭和５６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地球温暖化の予測・監視情報を提供することにより、地球温暖化による影響評価、地球温暖化の緩和策・適応策の検討及び地球温暖化に関する科学的知見
の普及・啓発を推進する。
また、翌週の顕著な高低温の情報、異常気象のメカニズムの解明や見通しに関する見解、想定される発生頻度・程度を公表する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

回

64/157

-

-

補正予算

千円

62

単位

執行額／異常天候早期警戒情報の発表回数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

86

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

地球温暖化予測モデルの結果を解析し、「地球温暖化予測情報」として公表する。
また、地球温暖化とともに、都市の気温上昇の原因となっているヒートアイランドについて、その監視結果を報告する。
また、異常気象の要因と見通しについて官学連携の異常気象分析検討会を開催し、その結果を公表するとともに、翌週の顕著な高低温および冬季日本海側
においては翌週の大雪（降雪量がかなり多くなること）を対象とした異常天候早期警戒情報を週２回検討、発表する。
さらに、これらに関する科学的知見の普及・啓発を各地で実施するほか、データ提供による高度な利用を推進する。

-

87

- -

-

地球温暖化予測情報（地上
気温、降水量等の気候モ
デルによる予測計算結果）
の利用ユーザー（利用申請
者）数

25年度

事業番号

気候変動対策業務 担当部局庁 気象庁　地球環境・海洋部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 気候情報課 課長　眞鍋 輝子

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

65

地球温暖化予測情報の利
用ユーザー数の累計を平
成29年度までに40件以上と
する。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト -

回

-

達成度 ％

- - -

成果指標定量的な成果目標

-

成果実績

-

28年度活動見込

345 408 175

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
気象業務法（第３条、第11条、第36条　他)

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

活動指標

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調
整
中

調整中



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

79

計

実績値 回 14

諸謝金

委員等旅費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

極端な高温や低温、大雪に関する翌週を対象とする異常天候早期警戒情報の発表を通じて、農作物や熱中症の被害、大雪に伴う交通被害等の自
然災害の軽減を図る。また、地球温暖化予測情報を自治体等に提供し、温暖化の緩和策や適応策の計画・実行に活用されることにより、長期的な自
然災害の軽減に寄与する。

歳出予算目

29

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

24

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

2

職員旅費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要

性

3

単位

0.1

地球温暖化予測情報（地上気温、降水量等の気候モデ
ルによる予測計算結果）の利用ユーザー（利用申請者）
数

28年度当初予算

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

通信専用料

成果実績

装置を賃貸借にする等コストの削減を行っている。

○
異常天候早期警戒情報の発表回数は、その年の天候経過
に左右されるため、見込みは立てられないが、十分な数の発
表を行っている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

異常気象分析検討会は、実際に招集する前に資料をwebで
共有し、メーリングリストで議論するなどコスト削減と効率化
を図っている。

成果目標に見合った成果実績を達成できている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地球温暖化の緩和策、適応策の検討の推進に必要となる情
報を提供するものであり、政策として優先度が高い。

調達内容を吟味し、コスト縮減に努め、無駄のない予算の執
行に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

35 -

目標値 回

K
P
I

(

第
一
階
層

）

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
異常気象の分析結果の公表や異常天候早期警戒情報の発
表は、異常気象対策の検討や推進に十分活用されている。

○

真に必要な事項についてのみ契約している。

単位

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

○

一般競争入札により調達しており、一者応札等の事例はな
い。

○

計画開始時
27年度 28年度

- - - -

85.1 0

観測予報庁費

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

UNFCCC及び地球温暖化対策推進大綱に基づき、地球温暖
化の緩和策、適応策の検討の推進に必要となる情報を提供
するものであり、広く国民のニーズがある。

40

目標最終年度

○

1

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地球温暖化の緩和策、適応策の検討の推進に必要となる情
報を提供するものであり、国が実施すべき事業である。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号関
連
事
業

100

平成24年度

平成27年度平成25年度

483

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

99

514

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、引き続き調達の競争性を確保しつつ、複数年度契約の実施等による調達方法の改善を図り、コストの縮減に努め
る。

本事業は、気候変動枠組条約及び地球温暖化対策推進大綱に基づき、地球温暖化の緩和策・適応策の検討の推進に必要となる情報を提供
するものであるため、継続して実施する必要がある。

事業名

506

102

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 （註）

 （註）

※少額のため千円単位

（註） 随意契約には、少額随意契約と公募手続による随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

60百万円

気候変動対策

業務に係る企

画立案及び事

業の実施

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者 （3社）

6百万円

【随意契約】

Ｂ．民間事業者 （6社）

49百万円

全球異常気象監視システムの賃
貸借及び保守 等

【随意契約】

Ｃ．管区気象台等（3機関）

0.3百万円

事務費

5百万円

気候リスク管理技術に関する調

査に必要なデータセットの作成

等

Ｄ．民間事業者（5社）

0.3百万円

２０１５年度福島気候講演
会ポスター及びチラシの製
作 等

Ｅ．地方公共団体等（1社）

19千円 ※

【随意契約】

第３０回四国地区気候情報
連絡会会場使用料

諸謝金、職員旅費、委員等
旅費

２０１５年度福島気候講演
会ポスター及びチラシの製
作 等



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E.高松市長 F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0.1 計 0.1

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料及び損料
第３０回四国地区気候情報連絡会会場使用
料

0

借料及び損料 平成２７年度福島気候講演会会場借用 0

C.仙台管区気象台 D.(株)大里印刷センター

費　目 使　途

雑役務費
２０１５年度福島気候講演会ポスター及びチ
ラシの製作

0.1 雑役務費
九州・山口県の気候変動監視レポート２０１
４

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 4 計 31

費　目 使　途
金　額

(百万円）

4

B.ＮＴＴファイナンス（株）

借料及び損料
気候リスク管理技術に関する調査に必要な
データセットの作成

費　目

全球異常気象監視システムの賃貸借及び
保守　等

使　途

雑役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

0.1

金　額
(百万円）

A.（株）アンテリオ

31

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

気候リスク管理技術に関す
る調査に必要なデータセッ
トの作成
気候系診断会議用端末他
の購入

地震防災対策強化地域判
定会等の議事録作成に係
る事務（単価契約）

1

0.1

2 93.2％

法　人　番　号

3010401019131

1013301023163

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

2 81％

3010001109134 4

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

3

1

2

仙台管区気象台 8000012100004
２０１５年度福島気候講演
会ポスター及びチラシの製
作　等

0.2

6

7

4

5

日立キャピタル（株） 6010401024970
異常天候情報作成装置の
借用（リース）・保守

16
随意契約
（その他）

8

9

個人Ａ

「米国海洋大気庁（ＮＯＡ
Ａ）第１４回気候予測応用
科学ワークショップ」参加費
の立替払

0
随意契約
（少額）

（有）アイワ 5012702007556
季節予報資料表示装置の
購入

0.6
随意契約
（少額）

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ＮＴＴファイナンス
（株）

8010401005011
全球異常気象監視システ
ムの賃貸借及び保守

15
随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

ＮＴＴファイナンス
（株）

8010401005011
気候情報処理装置の借用・
保守（再リース）

4
随意契約
（その他）

2
ＮＴＴファイナンス
（株）

8010401005011
気候情報処理装置の借用
（リース）・保守

12

一般競争入札

一般競争入札 5 83.3％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

3

1

（株）エムア 9050001026329

（株）エムア 9050001026329
気候変動に関する政府間
パネル（ＩＰＣＣ）評価報告書
の印刷

0.5
随意契約
（少額）

気候講演会広報用ポス
ターほかの印刷

0.1
随意契約
（少額）

個人Ｂ

「モンスーンの季節内から
季節予測に関するワーク
ショップ」の参加費の立替
払

0
随意契約
（少額）

（株）アンテリオ

東機エレクトロニクス
（株）

東京反訳（株）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福岡管区気象台 8000012100004
九州・山口県の気候変動監
視レポート２０１４

0.1

大阪管区気象台 8000012100004
地球温暖化講演会会場施
設及び備品利用料

0



D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1

1

4

5

2

3

（株）日進堂印刷所 5380001001129
２０１５年度福島気候講演
会ポスター及びチラシの製
作

0.1
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

(株)大里印刷セン
ター

5290001002747
九州・山口県の気候変動監
視レポート２０１４

0.1
随意契約
（少額）

（学）広島ＹＭＣＡ学
園センタ－

3240005001553
地球温暖化講演会会場施
設及び備品利用料

0
随意契約
（少額）

一般社団法人　福島
県労働者福祉基金
協会

2380005000138
平成２７年度福島気候講演
会会場借用

0
随意契約
（少額）

福島コミュニティ放送
(株)

8380001001415
平成２７年度福島気候講演
会司会業務

0
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

高松市長
第３０回四国地区気候情報
連絡会会場使用料

0
随意契約
（その他）

チェック





（ ）

算
出
方
法

関係
地球温暖
化対策

一般会計

活動実績

27年度

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

％

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法
（第3条、第4条、第11条　他）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

打上げ業務進捗率※2

7,028/2

28年度活動見込

5,140 3,761 3,517

- - -

次期衛星製造進捗率※1

成果指標定量的な成果目標

成果実績

％

達成度 ％

-

達成度 ％

目
標
・
指
標

1tあたりのCO2削減コスト -

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

7,039

ひまわり８号を平成27年度
に、ひまわり９号を平成28
年度に運用開始する。

実施方法

定量的な成果目標

事業番号

次期静止気象衛星整備 担当部局庁 気象庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観測部気象衛星課
課長
宮本　仁美

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 494

計

その他の事項経費

-

10,280

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　観測手段が少ない太平洋上からユーラシア大陸まで広く包括的に観測するため、次期静止気象衛星を整備する。
　現在運用しているひまわり６号・７号の運用期間が満了する平成27年度までに後継となる衛星を整備する必要があり、平成21年度から次期衛星のひまわり
８号及び９号の製造に着手している。
　なお、観測データは台風監視等の防災上の観点から重要なデータであり、機器故障等によるデータの欠落を防ぐためのバックアップ体制として、次期衛星に
おいても引き続き２機体制を維持する。また、静止気象衛星の運用期間は、現行衛星では１機当たり５年であるが、次期衛星では１機当たり７年に延ばす。

- -

7,030

- -

▲ 260

運用を開始した衛星数

25年度

7,034

単位

予算執行額／衛星機数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

km

260 -

補正予算

百万円/機

7,034/27,522/2

平成１７年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国民の安心・安全に寄与する防災情報の作成及び地球環境の監視に欠かせない次期静止気象衛星を平成26・28年度に打ち上げるための整備を着実に推
進する。

前年度から繰越し 3,744 494

成果実績

目標値

成果指標 単位

機
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

機

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

10,280 7,533 6,774 7,287 0

7,522 6,773

執行率（％） 100% 100% 100%

　72時間先の台風中心位
置の予報誤差（過去５年の
平均）を平成32年までに
200ｋｍとする。

　72時間先の台風中心位
置の予報誤差を、当該年を
含む過去5年間で平均した
値。

成果実績 km

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 ％

当初見込み ％

-

-

87 93.5 93.6

計算式 　　/

3,514

10,280/2

26年度

　 0108

年度28

年度

2

90 95 107 -

防災基本計画（昭和38年策定）
宇宙基本計画(平成21年策定）
世界気象監視計画（WMOによる昭和38年開始）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

0

0 1

1

100

-

7,027 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

314 275 244 -

- - 260 - 200

0

0

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

85.5 93.5 93.6

100

28年度活動見込

37.3 61.8 85.5 100

26年度 27年度

37.3 61.8 85.5

25年度

宇宙開発利用、科学技術・イノベーション、国土強靱化
施策、地球温暖化対策

チェック

調
整
中

調整中



-

次期衛星の管制・運用について、PFIを導入し、民間の資金
及び能力を活用している。

○

評　価項　　目

観測データは、台風や集中豪雨等の自然災害による被害の
防止や軽減のために用いられている。

200

○

4

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

7,028 0

年度

- - 260 -

-

○

衛星の製造・打上げ・運用に必要な使途に限定。

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

○
原則として一般競争入札とするなど競争性を確保しながら支
出先を選定しているが、競争性のない随意契約によるものに
ついては、「H-ⅡAロケットによる打ち上げ輸送」の契約で、
政府方針により国産ロケットを優先的に使用することを基本
としていることから我が国でH=２Aロケットの打上げ輸送サー
ビスを提供できる業者と随意契約を行ったものである。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

244 -

目標値 km

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

観測データは、台風や集中豪雨等の自然災害による被害の
防止や軽減のために用いられている。

2機一括調達によりコストの削減を図っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

次期衛星の製作は順調で、着実な成果を上げている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 次期衛星の製作は順調で、着実な成果を上げている。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

PFIを導入して民間の資金及び能力を活用し、コストの縮減
を図っている。

国庫債務負担行為を利用した複数年度契約でコストの縮減
を図っている

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

28年度当初予算

-

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

5,194

-

国
費
投
入
の
必

要
性

1,830

静止気象衛星製作費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

26年度 27年度

275

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　精度の高い台風予報の実現に寄与する。

歳出予算目

32 年度

-

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

計

実績値 km 288

職員旅費

公共施設等維持管理運営
費

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

改革
項目

分野：

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％



事業名

507

103

平成23年度

点検結果

100

515

外部有識者の所見

改善の
方向性

衛星の製造・打上げともに国庫債務負担行為を利用して複数年度契約を行っており、引き続き、各年の事業進捗に応じた支出を行う。

静止気象衛星は宇宙空間において長期間の運用を行うものであり、精密性及び堅牢性を求めるため１機あたり５年程度の製造期間が必要で
ある。次期衛星を平成２７年度及び平成２８年度に確実に運用開始するためには本事業を継続する必要がある。
また、事業の実施に当たっては、衛星の製造において、一般競争入札で請負業者を決定し国庫債務負担行為を活用して複数年度契約を行う
とともに、各年の事業進捗に応じた支出を行うなど、無駄のない予算執行に努めている。

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

484

101

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

※1　全体８年計画の前半５年間と後半３年間の国庫債務負担行為の合計に対する進捗率
※2　全体６年計画の前半５年間の国庫債務負担行為と後半１年間の単年度歳出の合計に対する進捗率

上位10者リストの中には、平成22年度、23年度、26年度に入札等を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

6,773百万円

【一般競争入札】

A．三菱電機（株）

80百万円

次期静止気象衛星

整備に係る企画立案

及び事業の実施

静止気象衛星（ひまわり８号及び９号）の製造
（平成26年度国庫債務負担行為分）

H-ⅡAロケットによる打上げ輸送

（平成23年度国庫債務負担行為分）

【随意契約】

B．三菱重工業（株）

4,974百万円

事務費

3百万円

職員旅費

静止気象衛星（ひまわり８号及び９号）の運用

（平成22年度国庫債務負担行為分）

【総合評価入札】

C．気象衛星ひまわり運用事業（株）

1,716百万円



金　額
(百万円）

A.三菱電機（株）

4,974

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

H-ⅡAロケットによる打上げ輸送

使　途

備品 委託
静止気象衛星（ひまわり８号及び９号）の製
造

費　目

B.三菱重工業（株）

金　額
(百万円）

80

費　目 使　途

計 80 計 4,974

C.気象衛星ひまわり運用事業（株） D.

費　目 使　途

雑役務
静止気象衛星（ひまわり８号及び９号）の運
用

1,716

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 1,716 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱電機（株）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱重工業（株） 8010401050387
H-ⅡAロケットによる打上
げ輸送

4,974 - -

1
気象衛星ひまわり運
用事業（株）

9010001134705
静止気象衛星（ひまわり８
号及び９号）の運用

1,716 - - -

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-4010001008772 80

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

静止気象衛星（ひまわり８
号及び９号）の製造

チェック



（ ）

宇宙開発利用、科学技術・イノベーション、国土強靱化
施策、ＩＴ戦略

1,640,448

25年度

27年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 410,112

840,960

28年度活動見込

- - 1,640,448 3,363,840

25年度 26年度

26年度 27年度

- -

25年度

28年度活動見込

年度

314

-

防災基本計画（昭和38年策定）
宇宙基本計画(平成21年策定）
世界気象監視計画（WMOによる昭和38年開始）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

821

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0109

年度32

15,855,600

200

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

衛星データプロダクト処理・作成（148種）
活動実績

回/年

28年度活動見込

計算式 　　/

51.8

25年度 27年度

-

- - 7,732,320

26年度

回/年

当初見込み

気象衛星観測（機動観測域、2.5分毎）
　（可視画像×3種、近赤外画像×3種、赤外画像×10
種）

活動実績 回/年

当初見込み 回/年

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回/年

当初見込み 回/年

単位

- - 410,112

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

895 958 947 821 0

941 936

執行率（％） 98% 98% 99%

昭和５２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

台風や集中豪雨等の自然災害による被害の防止や軽減を図るため、静止気象衛星により地球上の広範囲を365日24時間常に監視する。また、世界気象機
関(WMO)の提唱する世界気象監視計画（WWW)の重要な柱となる世界気象衛星観測網構築の一翼を担い、近隣諸国（東アジア・オセアニア等の各国）へ防災
情報に資する重要な気象情報として衛星画像を直接提供する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km

※1-

-

-

補正予算

円/プロダクト処理数

947

単位

予算執行額／衛星データプロダクト処理・作成

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

880

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　静止気象衛星は東経140度付近に位置し、365日24時間常に地球の同一面を監視し、連続する大気の状態を観測する。同衛星では、絶え間なく観測した
データを地上へ送信し、地上設備で衛星からのデータを受信・処理する。観測データは、台風や集中豪雨等の自然災害による被害の防止や軽減を図るため
に用いるほか、数値予報の初期値として予報精度向上のために利用される。また、観測データから作成する衛星画像は、天気解説等に利用されるとともに、
同衛星を通じて近隣諸国（東アジアやオセアニア等の各国）へ配信され防災情報に利用されている。
　このように本事業は、静止気象衛星により観測したデータを衛星から送信し、地上設備により受信・処理を行い、気象庁内のみならず国内外の関係機関へ
配信する一連の業務である。

-

895

- -

-

　72時間先の台風中心位
置の予報誤差を、当該年を
含む過去5年間で平均した
値。

25年度

事業番号

静止気象衛星運用業務 担当部局庁 気象庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観測部気象衛星課
課長
宮本　仁美

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

958

　72時間先の台風中心位
置の予報誤差（過去５年の
平均）を平成32年までに200
ｋｍとする。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

回/年

気象衛星観測（フルディスク（全球）、10分毎）
　（可視画像×3種、近赤外画像×3種、赤外画像×10
種）

気象衛星観測（日本域、2.5分毎）
　（可視画像×3種、近赤外画像×3種、赤外画像×10
種）

822000000/15855600

活動指標

1,640,448 3,363,840

28年度活動見込

- -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法
（第3条、第4条、第11条　他）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

26年度

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回/年

活動指標

- - 1,640,448

- -

一般会計

- - 7,732,320

チェック



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 km 288

静止気象衛星業務旅費

静止気象衛星業務電子計
算機等借料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　精度の高い台風予報の実現に寄与する。

歳出予算目

- 32

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

503

静止気象衛星業務庁費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

-

国
費
投
入
の
必

要
性

310

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

28年度当初予算

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

国庫債務負担行為を利用した複数年度契約でコストの縮減
を図っている。

○ 国民に継続的に衛星画像等を提供している。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

入札の実施や仕様書の工夫等で経費を抑えて実施してい
る。

目標達成に向けた取り組みは順調に進んでおり、着実な成
果を上げている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

観測データは台風や集中豪雨等の自然災害による被害の防
止や軽減のために用いられている。

調達では可能な限り一般競争入札を実施している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 衛星画像等は報道や数値予報等に広く利用されている。

○

仕様書の作成では、最小限の委託等の工夫をしている。

単位

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

○ 原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討な
どを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したもの
などで問題はない。

○

計画開始時
27年度 28年度

- - 260 -

822 0

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

観測データは台風や集中豪雨等の自然災害による被害の防
止や軽減のために用いられている。

200

目標最終年度

○

9

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

本事業は国民の安全・安心に直結し、国際的に果たす役割も
大きいため、国が実施すべき事業である。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

※1　平成27年度途中に「ひまわり8号」の運用を開始し、大きく運用が変更となったため、計算が困難。

上位10者リストの中には、平成22年度、25年度に入札等を行ったものが含まれる

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

102

平成24年度

平成27年度

静止気象衛星の運用は気象庁のみが実施している。

平成25年度

485

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

101

516

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、調達にはできる限り一般競争入札を実施して経費の削減に努めるとともに、効率的・効果的な予算執行を行う。

台風や集中豪雨等の自然災害による被害防止や軽減のため、静止気象衛星による広域かつ継続的な観測運用が必要であり、本事業は継続す
る必要がある。
また、事業の実施に当たっては、調達の競争性を確保するなど、効率的・効果的な予算執行に努めている。

事業名

‐

508

104

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気 象 庁

936百万円 B．民間事業者（2社）

24百万円

可視赤外放射計の評価解析 等

C.気象衛星センター

401百万円

【一般競争入札】

D．民間事業者（11社）

232百万円

静止気象衛星画像作成システ
ムの借用 等

【随意契約】 （註）

E．民間事業者 (14社)
165百万円

運輸多目的衛星新２号用地上設
備等の保守 等

事務費

8百万円

静止気象衛星の運用業務

に係る企画立案及び事業

の実施

【随意契約】 （註）

【随意契約】（当初一般競争入札契約の契約延長）

A．民間事業者（1社）

503百万円

スーパーコンピュータシステム借用 等

計画に基づく各種保守契約等の実
施

（註）随意契約には少額随意契約と公募手続きによる随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

職員旅費



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E.三菱電機（株） F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 85

費　目 使　途

計

計 401 計 86

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務
運輸多目的衛星新２号用地上設備等の保
守 等

85

借料及び損料
静止気象衛星画像作成システムの借用・保
守　等

136

備品費
電子計算機（業務系ネットワーク用端末）の
購入　等

11

C.気象衛星センター D.（株）JECC

費　目 使　途

雑役務
運輸多目的衛星新２号用地上設備等の保
守　等

254 借料及び損料
静止気象衛星画像作成システムの借用・保
守

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 503 計 24

費　目 使　途
金　額

(百万円）

503

B.三菱電機（株）

雑役務スーパーコンピュータシステム借用　等

費　目

可視赤外放射計の評価解析

使　途

借料及び損料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

86

金　額
(百万円）

A.（株）JECC

24

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

スーパーコンピュータシステ
ム借用

ＤＣＰデータ伝送装置等の
借用・保守

24

法　人　番　号

2010001033475

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（その他）

2010001033475 478

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

8

9

6

7

東芝電機サービス
（株）

2011101014084
気象衛星センター受変電監
視装置点検

2 一般競争入札 1 99.6％

12

10

11

三菱重工冷熱（株） 1010701015344
気象衛星センター第一庁舎
冷凍機設備点検整備

2 一般競争入札 1 97.3％

電子システム株式会
社

3180001103384
電子計算機（ＲＧＢ画像解
析システム）の購入及び取
付調整

2 一般競争入札 4 86.6％

1

4

5

2

3

東京コンピューター
ザービス（株）

2010001095739
高精度衛星風作成装置の
購入及び取付調整

48 一般競争入札 3 64.2％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 気象衛星センター 8000012100004
計画に基づく各種保守契約
等の実施

401

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱電機（株） 4010001008772
可視赤外放射計の評価解
析

24
随意契約
（公募）

随意契約
（少額）

2 （株）東陽テクニカ 8010001051991
静的コード解析ソフトウェア
の保守

0.3

随意契約
（その他）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1 （株）JECC

（株）JECC

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）JECC 2010001033475
静止気象衛星画像作成シ
ステムの借用・保守

86 一般競争入札 2 96.3％

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
インターネット等による静止
気象衛星画像データ配信
サービス提供

33 一般競争入札 2 77.8％

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
商用通信衛星による静止
気象衛星画像データ配信
サービス提供

22 一般競争入札 3 75.3％

東芝電機サービス
（株）

2011101014084
気象衛星センター第一庁舎
高圧用複合形継電器交換
工事

14 一般競争入札 1 99.6％

丸石テクノ（株） 6180001002971
気象衛星センター第一庁舎
高置式飲料水槽及び雑用
水槽更新工事

12 一般競争入札 1 95.3％

リコージャパン（株） 1010001110829
電子計算機（業務系ネット
ワーク用端末）の購入

6 一般競争入札 6 91.7％

（株）日立製作所 7010001008844
気象衛星通信所無停電電
源装置点検

1 一般競争入札 1 96％

（株）ホマレ電池 4010001029158
気象衛星センター非常照
明・操作用電源装置部品交
換

1 一般競争入札 3 92.6％



E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

17

18

15

16

東京電波（株） 1010801007852
周波数標準装置（ＮＴＰサー
バ）修理

0.6
随意契約
（その他）

21

22

19

20

新興サービス（株） 7010501036634
大型ディスプレイ（テレビ会
議システム用）の購入

0.7
随意契約
（少額）

東京電波（株） 1010801007852
周波数標準装置の点検調
整

0.6
随意契約
（その他）

9

10

7

8

日本電気（株） 7010401022916
セキュリティ向上対策のた
めの基幹ネットワーク装置
の設定変更

0.9
随意契約
（その他）

13

14

11

12

（株）日立製作所 7010001008844
ＡＥＲＯＮＥＴデータ配信の
ためのソフトウェア改修

7
随意契約
（その他）

日本電気（株） 7010401022916
高精度衛星風作成装置等
の接続に伴う基幹ネット
ワーク装置の設定変更

0.9
随意契約
（その他）

1

2

5

6

3

4

日本電気（株） 7010401022916
静止気象衛星画像作成シ
ステム観測データ中継機能
追加

12
随意契約
（公募）

三菱電機（株） 4010001008772
ひまわり７号の気象ミッショ
ン健全性調査

6
随意契約
（その他）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱電機（株） 4010001008772
運輸多目的衛星新２号用
地上設備等の保守

79
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916
気象衛星通信機等の点検
調整

9
随意契約
（公募）

日本電気（株） 7010401022916
静止気象衛星画像作成シ
ステムＨＤＤ増設

3
随意契約
（その他）

日本電気（株） 7010401022916
空中線系装置（２系）の注
油

0.9
随意契約
（その他）

ＳＰＡＣＥ　ＳＹＳＴＥＭ
Ｓ／ＬＯＲＡＬ，ＩＮＣ．

運輸多目的衛星新１号運
用支援

24
随意契約
（その他）

（株）日立製作所 7010001008844
通報局データ編集装置業
務処理ソフトウェア機能強
化

7
随意契約
（公募）

（株）日立製作所 7010001008844
通報局データ編集装置保
守

5
随意契約
（公募）

情報事務資材（株） 9010001047378
領域観測予約システム機
能追加

4
随意契約
（公募）

東京電波（株） 1010801007852
周波数標準装置（時刻信号
発生器）の修理

0.9
随意契約
（その他）

東京電波（株） 1010801007852
周波数標準装置（時刻信号
発生器２）修理

0.6
随意契約
（その他）

新興サービス（株） 7010501036634
Ｒｅｄ　Ｈａｔ　Ｌｉｎｕｘ　Ｓｅｒｖｅｒ
ライセンス他の購入

0.8
随意契約
（少額）

三興通商（株） 9010401012072
グローバル・ライトニング・
データセット（ＧＬＤ３６０）の
購入

1
随意契約
（その他）

HPCテクノロジーズ
（株）

2010001110778
衛星データ高度処理プログ
ラム開発装置等のサポート
ライセンスの購入

0.8
随意契約
（その他）

デジタルデータソ
リューション（株）

6010001068880
データ解析評価装置の
ハードディスクデータ復旧
作業

0.4
随意契約
（少額）

チェック





（ ）

- - 7,732,320

- - 1,640,448

- -

一般会計

26年度

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回/年

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法
（第３条、第４条、第11条　他）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

気象衛星観測（日本域、2.5分毎）
　（可視画像×3種、近赤外画像×3種、赤外画像×10
種）

371000000/15855600

活動指標

1,640,448 3,363,840

28年度活動見込

- -

気象衛星観測（フルディスク（全球）、10分毎）
　（可視画像×3種、近赤外画像×3種、赤外画像×10
種） 回/年

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

394

　72時間先の台風中心位
置の予報誤差（過去５年の
平均）を平成32年までに
200ｋｍとする。

実施方法

事業番号

衛星施設維持 担当部局庁 気象庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観測部気象衛星課
課長
宮本　仁美

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

378

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　気象庁では静止気象衛星の観測データを受信・処理するため地上設備を整備しており、これらの施設・設備では多数の機器が設置され、大容量の電力を使
用している。このため、電力会社から電力の調達を行うとともに、電気設備等の施設・設備の維持管理を行う。
　また、無線周波数調整を実施し他の無線設備との混信発生を未然に防ぐなど、無線設備の長期的・安定的な運用を保持するため維持管理を行う。

-

382

- -

-

　72時間先の台風中心位
置の予報誤差を、当該年を
含む過去5年間で平均した
値。

25年度

375

単位

予算執行額／衛星データプロダクト処理・作成

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

※1-

昭和５２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

台風や集中豪雨等の自然災害による被害の防止や軽減を図るため、静止気象衛星により地球上の広範囲を365日24時間常に監視する。また、世界気象機
関(WMO)の提唱する世界気象監視計画（WWW)の重要な柱となる世界気象衛星観測網構築の一翼を担い、近隣諸国（東アジア・オセアニア等の各国）へ防災
情報に資する重要な気象情報として衛星画像を直接提供する。これらの業務に必要な施設・設備を維持管理することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

km
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

km

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

382 394 375 371 0

381 366

執行率（％） 99% 97% 98%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回/年

当初見込み 回/年

単位

- - 410,112

回/年

当初見込み

気象衛星観測（機動観測域、2.5分毎）
　（可視画像×3種、近赤外画像×3種、赤外画像×10
種）

活動実績 回/年

当初見込み 回/年

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

衛星データプロダクト処理・作成（148種）
活動実績

回/年

28年度活動見込

計算式 　　/

23.4

25年度 27年度

-

- - 7,732,320

26年度

　 0110

年度32

15,855,600

200

防災基本計画（昭和38年策定）
宇宙基本計画（平成21年策定）
世界気象監視計画（WMOによる昭和38年開始）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

90 95

-

275 244

260

107 -

-

-

-

371

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

314

-

25年度

28年度活動見込

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 410,112

840,960

28年度活動見込

- - 1,640,448 3,363,840

25年度 26年度

26年度 27年度

- - 1,640,448

25年度

27年度

宇宙開発利用、科学技術・イノベーション、ＩＴ戦略

チェック



-

－

本事業は国民の安全・安心に直結し、国際的に果たす役割
も大きいため、国が実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

観測データは台風や集中豪雨等の自然災害による被害の
防止や軽減のために用いられている。

200

目標最終年度

○

0.1

目標値

中間目標

371.1 0

静止気象衛星業務土地建
物借料

年度

- - 260 -

計画開始時
27年度 28年度

○

仕様書の作成では、最小限の委託等の工夫をしている。

単位

○
原則として一般競争入札とするなど、競争性を確保しながら
支出先を選定しているが、一者応札となった契約で、仕様書
を入手したものの入札参加に至らなかった業者に対するアン
ケート調査等を行い、公告期間の延長、仕様書の改善検討
などを実施している。
また、競争性のない随意契約によるものについては、一般競
争入札で国庫債務負担行為に基づき契約し、契約終了後こ
れまでと同様の条件で継続的に使用するために契約したも
のなどで問題はない。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

有

年度

244 -

目標値 km

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

観測データは台風や集中豪雨等の自然災害による被害の
防止や軽減のために用いられ、政策の優先度が高い。

調達では可能な限り一般競争入札を実施している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

調達の競争性を確保するなど、効率的・効果的な予算の執
行に努めている。

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

28年度当初予算

単位

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

357

-

国
費
投
入
の
必

要
性

14

静止気象衛星業務庁費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

275

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　精度の高い台風予報の実現に寄与する。

歳出予算目

- 32 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

0

計

実績値 km 288

静止気象衛星業務謝金

静止気象衛星業務通信専
用料

施策 １０　自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を充実する

政策 ４　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

-

509

105

平成23年度

点検結果

102

517

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、調達にはできる限り一般競争入札を実施して経費の削減に努めるとともに、効率的・効果的な予算執行を行う。

本事業は、国民の生命、財産を守る防災気象情報を迅速、的確に発表するためのものであり国の防災上不可欠であるため、継続して実施す
る必要がある。
また、事業の実施に当たっては、効率的な事業実施の観点から調達方法の改善等を行い適切な予算執行に努めるとともに、施設設備の運営
の効率化によりコスト縮減を行っている。

○

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

平成25年度

486

103

平成24年度

平成27年度

静止気象衛星のための施設・設備の維持は気象庁のみが
実施している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

目標達成に向けた取り組みは順調に進んでおり、着実な成
果を上げている。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 国民に継続的に衛星画像等を提供している。

○

※1　平成27年度途中に「ひまわり8号」の運用を開始し、大きく運用が変更となったため、計算が困難。

所管府省・部局名

入札の実施や仕様書の工夫等で経費を抑えて実施してい
る。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札】

A．民間事業者 (2社)
13百万円

【随意契約】 （註）

B．民間事業者 （9社）

3百万円

周波数調整会議での交渉補

助 等

衛星施設維持に

係る企画立案及

び事業の実施

計画に基づく電気料、各種保
守契約等の実施

【一般競争入札】

D．民間事業者 (13社)
65百万円

気象衛星センター電気設

備等運転及び保守業務

等

【随意契約】 （註）

E．民間事業者等 (105社)
285百万円

電気料 等

F.個人

17千円※

気象衛星通信所ケーブル
用地提供

事務費

36千円※
※少額のため千円単位

静止気象衛星の運用等事業

のＰＦＩアドバイザリー業務

等

気 象 庁

366百万円

C. 気象衛星センター

350百万円

【随意契約】 （註）

（註）随意契約には、少額随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積書を徴取して競争性を確保している。

諸謝金

※少額のため千円単



金　額
(百万円）

A.（株）日本総合研究所

2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

36

日本－韓国衛星周波数調整会議での交渉
補助　等

使　途

雑役務 雑役務
静止気象衛星の運用等事業のＰＦＩアドバイ
ザリー業務

費　目

B.（一財）航空保安無線システム協会

金　額
(百万円）

12

費　目 使　途

計 12 計 2

C.気象衛星センター D.（株）和心

費　目 使　途

光熱水料 電気料　等 239 雑役務
気象衛星センター電気設備等運転及び保守
業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2

雑役務
気象衛星センター電気設備等運転及び保守
業務　等

78

消耗品 トナーカートリッジ他の購入　等 13

通信専用料 専用回線使用料 15

印刷製本
気象衛星観測月報ＣＤ－ＲＯＭの作成・梱
包 　等

自動車維持 官用車の車検整備　等 2

燃料 重油購入等 1

計 350 計 36

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

光熱水量 電気料　等 235 借料及び損料
土地建物借料（気象衛星通信所ケーブル用
地）

0

計計 235

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E.東京電力（株） F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

朝日システムズ（株） 7030001026084 マイクロバス運転業務請負 3 一般競争入札 3 97.4％

東京電化（株） 4011401007034
気象衛星観測月報ＣＤ－Ｒ
ＯＭの作成・梱包・発送

2 一般競争入札 5 81.2％

（株）マルミヤ 2011101020396 トナーカートリッジ他の購入 2 一般競争入札 2 96.3％

（株）和心 4011101047545
気象衛星センター電気設
備等運転及び保守業務

36 一般競争入札 8 66.2％

（株）ユーディケー
サービス

7030001008644 構内警備 4 一般競争入札 13 89.4％

関東緑花（株） 7012801000336 構内整備 4 一般競争入札 6 78.7％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）日本総合研究
所

（株）東洋ノーリツ

（株）紀伊國屋書店 4011101005131
図書「国家公務員の給与
平成２７年版」ほかの購入

0
随意契約
（少額）

ペンホルダーほかの購入 0
随意契約
（少額）

個人
ひまわり９号射場調査に係
る油代の立替払

0 -

（株）トヨタレンタリー
ス鹿児島

1340001003009 レンタカー代 0
随意契約
（少額）

（株）フォーサイト 7011301006050

1

2 一般競争入札

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2
（一財）航空保安無
線システム協会

6010005012249
日本－中国衛星周波数調
整会議での交渉補助

0.9

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一財）航空保安無
線システム協会

6010005012249
日本－韓国衛星周波数調
整会議での交渉補助

0.9
随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

日本郵便オフィスサ
ポート（株）

9010401091760 ペーパーウェイトの購入 0.6
随意契約
（少額）

6

7

4

5

東京地下鉄（株） 4010501022810 回数券ほかの購入 0.4
随意契約
（少額）

10

8

9

（一財）情報通信振
興会

3013305001741
「電波法令集　追録第４７
号」他の購入

0
随意契約
（少額）

（株）東機システム
サービス

3010401019131
ブルーレイドライブほかの
購入

0.3
随意契約
（少額）

1 気象衛星センター 8000012100004
計画に基づく電気料、各種
保守契約等の実施

350

1

4

5

2

3

キャリアリンク（株） 2011101023151
気象衛星センター会計課
ほか業務補助

8 一般競争入札 2 99.9％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

（有）ニュークリーン 2030002010521
気象衛星センター他庁舎
等清掃

3 一般競争入札 5 88.5％

10 （株）第一文眞堂 5010401017488 事務用消耗品の購入 0.4 一般競争入札 2 95.7％

（株）祐エンジニアリ
ング

9011601007102 消防用設備点検 0.5 一般競争入札 10 77.5％

1 97.7％

法　人　番　号

8010001024196

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

3 63.4％

4010701026082 12

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

静止地球環境観測衛星の
運用等事業のＰＦＩアドバイ
ザリー業務

ＯＡ機器用消耗品の購入



E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）NTTファシリ
ティーズ

3010401005008

気象衛星センター第一庁
舎及び中清戸宿舎（一）
（二）建築物点検調査業務
委託

1
随意契約
（少額）

（株）紀伊國屋書店 4011101005131
外国雑誌「リモートセンシン
グ国際報告」の購入

2
随意契約
（少額）

東京都水道局
気象衛星センター水道料、
下水道料

2
随意契約
（その他）

シンフォニアエンジニ
アリング（株）

2190001006711
気象衛星通信所非常用自
家発電機設備点検整備

1
随意契約
（少額）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
専用回線使用料（神戸～鳩
山）

2
随意契約
（その他）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
専用回線使用料（常陸太田
～鳩山）

1
随意契約
（その他）

KDDI（株） 9011101031552
専用回線使用料（清瀬～鳩
山）

6
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京電力（株） 8010001166930 気象衛星センター電気料 211
随意契約
（その他）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

2

5

6

3

4

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
専用回線使用料（清瀬～鳩
山）

6
随意契約
（その他）

東京電力（株） 8010001166930 気象衛星通信所電気料 24
随意契約
（その他）

9

10

7

8

丸石テクノ（株） 6180001002971
気象衛星センター第二庁
舎飲料用受水槽更新工事

2
随意契約
（少額）

13

11

12

勝美印刷（株） 9010001001855
気象衛星センター技術報
告（第６１号、特別号）の印
刷・梱包・発送

1
随意契約
（少額）

東京ガス（株） 2010401079028 気象衛星センターガス料 2
随意契約
（その他）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人
気象衛星通信所ケーブル
用地提供

0
随意契約
（少額）

チェック



（ ）

算
出
方
法

関係
地球温暖
化対策関

係

890

一般会計

活動実績

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

当初見込み

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法第1条
世界気象機関条約第24条他

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

969 0

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

- - -

世界気象機関への分担金等の支払履行率

成果指標定量的な成果目標

－

成果実績

％

-

達成度 ％

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO２削減コスト

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

765

加盟国として分担金等の支
払を確実に履行し、加盟国
数を増加させるとともに執
行理事等メンバーシップを
維持

実施方法

事業番号

国際機関への分担金・拠出金 担当部局庁
気象庁総務部
気象庁地震火山部

作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室
企画課
管理課

課長　大林　正典
課長　野村　竜一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

743

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　世界気象機関（ＷＭＯ）は、気象・水文の観測・予測、データ交換等に関する組織・システムの確立・維持、技術基準の統一、それら業務遂行に係る加盟国
の能力向上等についての国際協力及び科学技術活動を推進しており、我が国を含む各国気象水文機関が行う災害の予防・交通の安全・産業の興隆に寄
与する業務の円滑な運営には不可欠なものである。

- -

743

- -

-

世界気象機関への加盟国
数

25年度

854

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-補正予算

28年度当初予算

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

37

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　気象業務に不可欠な気象業務の分野における国際協力を維持発展させる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

国と地域
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

国と地域

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

743 765 854 968 0

765 854

執行率（％） 100% 100% 100%

単位

-

－

100 100 100

42

政府開発援助世界気象機
関分担金

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0111

年度28

191

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

191

191 191

191

100

-

968

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

191

191

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

100 100 100

100

29年度要求 主な増減理由

計

世界気象機関等分担金

世界気象機関拠出金

地球温暖化対策

チェック

調
整
中

調整中



・国際機関の運営費の一部を分担する目的で支出するもの
であり、政策の優先度が高く、かつ、国が実施すべき事業で
ある。

○

評　価項　　目

・国際機関の運営費の一部を分担する目的で支出するもの
であり、政策の優先度が高く、かつ、国が実施すべき事業で
ある。

191

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

年度

191 191 191

計画開始時
27年度 28年度

事業名

・毎年の執行理事会や4年に1度開催される総会などの場に
おいて、予算の執行状況が確認されている。

○

・会議等で予算が審議されており、その予算の費目・使途に
ついては、各国代表者とともに議論され決定されたものであ
る。

単位

○

・国際機関の運営費の一部を分担する目的で支出するもの
であり、政策の優先度が高く、かつ、国が実施すべき事業で
あり、支出先の世界気象機関（ＷＭＯ）等は妥当である。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

年度

191

目標値 国と地域

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・国際機関の運営費の一部を分担する目的で支出するもの
であり、政策の優先度が高く、かつ、国が実施すべき事業で
ある。

・国際機関の運営費の一部を分担する目的で支出するもの
であり、政策の優先度が高く、かつ、国が実施すべき事業で
あり、支出先の世界気象機関（ＷＭＯ）等は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

事業番号関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
・毎年の執行理事会や4年に1度開催される総会などの場に
おいて、予算の執行状況が確認されている。

‐

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

・毎年の執行理事会や4年に1度開催される総会などの場に
おいて、予算の執行状況が確認されている。

成果実績

・予算審議の過程で、各国は予算を効率的、効果的に用い
ることを指摘してきており、事務局等はコスト削減や効率化
に向けた工夫を行ってきている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

単位

世界気象機関への加盟国数

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

191

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

世界気象機関（ＷＭＯ）は、気象・水文の観測・予測、データ交換等に関する組織・システムの確立・維持、技術基準の統一、それら業務遂行に係る
加盟国の能力向上等についての国際協力及び科学技術活動を推進しており、我が国を含む各国気象水文機関が行う災害の予防・交通の安全・産
業の興隆に寄与する業務の円滑な運営には不可欠なものである。

年度
定量的指標 25年度

実績値 国と地域 191

施策
10　自然災害等による被害を軽減するため、気象情報等の
　　　提供及び観測・通信体制を充実する

政策 4　水害等災害による被害の軽減

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

－



512

106

平成23年度

点検結果

103

520

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、事務局に対して効率的な運営を求める。

　気象の予報をするためには、世界中の気象データを迅速に集めて、その変化を予測する必要があるため、各国の気象水文機関はリアルタイ
ムに国際的なデータ交換を行う必要である。このためには、国際機関による多国間の調整を行うことが効率的である。現在、各国気象水文機
関は、世界気象機関（ＷＭＯ）が定めた技術基準に沿って気象等の観測と予測のデータを交換している。これによって得られるデータは我が国
にとっても、気象予報の精度維持・向上に不可欠なものである。このため、本事業を継続する必要がある。

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

489

104

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



金　額
(百万円）

A.世界気象機関

7

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

国際地震センター分担金

使　途

分担金 分担金世界気象機関分担金

費　目

B.国際地震センター

金　額
(百万円）

808

費　目 使　途

計 808 計 7

C.世界気象機関 D.

費　目 使　途

世界気象機関拠出金 38

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 38 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

世界気象機関

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国際地震センター
国際地震センター活動経
費

7
随意契約
（その他）

1 世界気象機関 世界気象機関活動経費 38
随意契約
（その他）

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（その他）

808

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

世界気象機関活動経費

チェック




